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NTTコミュニケーションズのCSR

私たちがめざすもの：サステナブルな未来への多面的な貢献と、価値創造

私たちは、NTTコミュニケーションズグループ全員で共有する考え方として「CSR基本方針」を定め、グループ一体でCSR活動を推進しています。企業は、
持続可能な社会の発展に貢献し続けるため、経済・社会・環境情勢を見すえ、社会への価値創造はもちろん、負の影響の抑制を心がけていく必要があります。
このような問題意識にもとづき、私たちは2015年～2016年にかけ、同基本方針の刷新を、グループ横断で優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）
の再検証と併せ実施しました。

Management

We

Society
People

Environment

We

CSRの考え方
CSR基本方針
私たちNTTコミュニケーションズグループは、現在と未来を

「つなぐ」パートナーとして、ICTを通じて、グローバル規模で
社会の新たな価値創造や社会的課題解決に取り組み、安心
で快適・豊かな社会の実現に貢献します。

■ NTTコミュニケーションズグループのCSR基本方針

経営統治の
継続的強化

社会への
貢献

人材の尊重

地球環境
への貢献

Society

People

Environment

Management

社会への貢献
私たちは、社会の持続的発展のため、安定的で
信頼性の高いサービスを提供するとともに革新的
ICTを開発・提供することで、国内外のさまざまな
社会的課題の解決に貢献します。
私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラ

を提供する企業グループとして、災害に強く、サイ
バーセキュリティ対策を強化した、安心なコミュニ
ケーション環境を提供します。

地球環境への貢献
私たちは、グループ事業全体にわたって環境負荷

を低減し、ICTの利活用による社会全体の環境負荷
低減に取り組み、さまざまな地球規模での環境問題
の解決に努めます。

人材の尊重
私たちは、社員をはじめステークホルダーの

みなさまの多様性を尊重し、ひとり一人が活躍できる
環境の整備に努めます。また、自らが変革し、自ら
の限界を超えて成長することにより、豊かな社会
作りに貢献します。

経営統治の継続的強化
私たちは、ステークホルダーのみなさまとのコミュ

ニケーションを大切にするとともに、高い倫理観と
人権意識を持って事業に取り組み、社会の持続的
発展に貢献します。

基本方針に即した重点活動項目の設定
CSR基本方針を確実に浸透・実践する中期的な目標・指針

として、重要性分析にもとづく「CSR重点活動項目」を2011
年より定め、PDCA活動を展開しています。具体的には、
CSR基本方針と紐づく4つの「重点領域」に即し、具体的な
目標となる「CSR指標」を設定し、継続的な改善を図ってきま
した。

2015年度に実施した改定では、国連グローバルコンパク
トや持続可能な開発目標（SDGs）、ISO26000、GRIガイド
ラインといった各種ガイダンスやイニシアチブならびに調査
会社から寄せられる質問テーマなどを参考とし、外部有識者
を交え指標の見直しを実施しました。2016年度より新指標
に即した活動を実施しています。
それぞれの内容と成果は、本CSR報告書詳細版の各章を
ご参照ください。
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NTTコミュニケーションズのCSR

NTTコミュニケーションズのCSR

NTTグループの一員として
グループ一体でのCSRの推進
近年、国連総会において「持続可能な開発目標（SDGs）」

の採択や、COP21での「パリ協定」の採択など、地球規模
での持続可能な社会への取り組みが強く要請されています。
このような背景を踏まえ、NTTグループ各社が一体と
なってCSRを推進していくための重要な課題（マテリアリティ）
である「NTTグループCSR重点活動項目」を見直し、2016
年5月に「NTTグループCSR憲章」を改定しました。

NTTコミュニケーションズグループでは、改訂したNTT
グループのCSR憲章を踏まえ、引き続き、グループ一体と
なり社会の課題解決に取り組みます。

NTTグループCSR委員
NTTグループでは2015年度よりNTTのCSR委員会委員長 

(代表取締役副社長)を委員長とし、主要グループ8社のCSR
最高責任者 (副社長、常務取締役 )を委員とした「グループ
CSR委員会」を設立し、グループ全体におけるCSRマネジ
メントの進展を図っています。

安心･安全な
コミュニケーション
安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション
チームNTTの
コミュニケーション

人と社会 の
コミュニケーション
人と社会 の
コミュニケーション

人と地球 の
コミュニケーション
人と地球 の
コミュニケーション

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

NTTグループCSRカンファレンスへの参加
NTTグループのCSRに関する優良施策をグループ横断的

に共有することで、社員のCSR意識の浸透を図り、今後の
CSRや社会貢献のあり方について考えることを目的として、
2013年度より「NTTグループCSRカンファレンス」を開催
しています。

2016年度は、優良施策を１件発表し、NTTグループCSR 
AwardsにてGrand Prizeを受賞しました。

NTTグループとして、国連SDGｓへ賛同
2016年度、NTTグループは国連「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals : SDGs）」に賛同を表明
しました。これを受け、私たちも2016年度よりNTTグルー
プの一員としてSDGsに貢献する取り組みを推進しています。
具体的には、私たちは2016年度に実施したCSR重点活動
項目の刷新時に、SDGsの加味を開始。現在、特に私たちの
事業特性を活かした貢献の在り方につき、外部有識者も交え
模索を継続しています。

活動の継続的検証
有識者を交えた重点活動項目の総括

2016年度は新たな重点活動項目に即した活動の初年度
でした。また、上記のごとく、国連SDGsへのさらなる貢献
にむけた検証を継続しています。これを踏まえ、2017年春
より夏にかけ、外部有識者を交えた活動成果の総括を行い
ました。
具体的には、まず重点活動項目ごとに年度目標および成
果を検証し、2017年度以降の活動に対しステークホルダー
の見地にたった意見をいただききました。一方、国連SDGs
に即した取り組みについては、まずCSR重点領域ごと「優先
的に取り組みを検討するSDG」を特定。定量・定性目標への
加味の可能性を検討しました。今後は、これらの成果を踏ま
えつつ、重点領域ごとに「SDGsと関わりが深い事業事例（パ
イロットプログラム）」を抽出しCSR委員会が軸となり効果測
定を実施。2018年度以降の定量・定性目標への加味を検討
します。

■ 2017年8月に開催した、外部有識者とCSR実務者との会合の様子

〈参加いただいた外部有識者・専門家〉
黒田かをり CSOネットワーク　事務局長・理事
（コーディネート）
井爪毅　クロスインサイト　シニアディレクター
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社会への貢献

私たちがめざすもの：イノベーションの力で、グローバルに社会を支え続けるICT企業

ICTが社会インフラとして浸透し続けるなか、私たちの事業が社会へと担う役割も多岐に渡ります。私たちは「CSR基本方針」にもとづき、情報通信技術
の向上と情報セキュリティの確保に努め、グローバル規模で安定した信頼性の高い情報通信サービスを提供しています。また、新たなビジネスモデルの提
供や社会貢献活動を通じ、あらゆる人々が参加できる社会づくりに貢献しています。2011年度以降、私たちは、これらをすべてCSR重点領域「社会への
貢献」におけるCSR目標（中期目標）に反映し、継続的な改善を模索してきました。2016年度は、時代の変化に即した新たな中期目標のもと、重点活動項
目ごとに着実な成果を上げることができました。2017年度以降もPDCA体制を強化しつつ、さらなる取り組みを進めます。

CSR指標に即した活動の成果

2015年度から2016年度にかけ外部を交え実施した重要性（マテリアリティ）再検証を受け、重点領域「社会への貢献」を遂行するための重点活動領域の
拡充を実施しました。特にICT社会のグローバルな普及・進化に即し社会の期待が高まっている領域を踏まえ、「ネットワーク社会を支えるイノベーション」
「重要インフラとしての高い安定性と信頼性の確保」「顧客のネットワークセキュリティの強靭化」など、よりきめ細かい領域設定を行いました。
新たな重点活動項目に即した活動の初年度となった2016年度は、設定した目標に対し、おおむね「達成」または「ほぼ達成」することができました。

2017年度は、これらの成果を踏まえ、重点活動項目ごとに、より確実なPDCAに向けた推進体制の強化を図ります。

重点活動項目
■ ネットワーク社会を支えるイノベーション　■ 重要インフラとしての高い安定性と信頼性の確保　■ 顧客のネットワーク
セキュリティの強靭化　■ 顧客満足の継続的改善　■ サプライヤとの協働　■ 地域貢献、コミュニティー開発

SDGs

Society
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重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

ネットワーク 
社会を支える 
イノベーション

ビジネスの 
変革に寄与 
する新たな 
価値の提供

IoTおよびクラウド技術を活用した、
法人顧客の事業ニーズに即したグ
ローバルシームレスなサービス群の
展開

IoTやクラウドなど、新規サービスの積極的
なリリース

各種サービスをグローバルレベルで最適に組
み合わせた「シームレスICTソリューション」
により、グローバルレベルで統一的にマネジ
メントされたICT環境、低コスト・柔軟・オン
デマンドなICT環境、ビジネスを支える安心安
全なICT環境を実現し、お客さまの意思決定
の迅速化や生産性の向上などのビジネスプ
ロセスの革新や新たなビジネス創出に貢献

29件 
（新規サービスおよびプランの 
提供開始）

★★★
お客さまのハイブリッドICT環境を最適化す
ることによって、お客さま企業のデジタルト
ランスフォーメーションに貢献

組織内・外 国内外 
グループ

安心・安全な 
日常生活の 
実現、デジタ
ルデバイドの
解消

国内外でのデジタルデバイドの解消、
アクセシビリティの改善に貢献する、
個人向けサービスの開発、提供体制
の構築

OCNサービスの利便性向上に向けた新規
サービスのリリースや継続的な機能拡充の
実施

・ ソーシャルメディアなどからの情報収集に
よって、市場のトレンドやニーズを先取り
し、OCN モバイル ONEのサービス機能
強化を実施
- 無料Wi-Fiスポットの本格提供
- 5分通話かけ放題、あんしん補償サービ
ス、20GB/月コースや30GB/月コース
の開始

・ 上記取り組みが評価され、MM総研発表の
MVNOシェアにおいて、NTTComは6回連
続シェアNo.1を獲得

7件 
（新規サービスおよびプラン等の 
提供開始）

★★★
OCNサービスの利便性向上に向けた新規
サービスのリリースや継続的な機能拡充の
実施

組織内・外 国内外 
グループ

重要インフラ 
として 
高い安定性と 
信頼性の確保

災害に強い 
ネットワーク 
づくり

災害時の通信断を防ぐため、ICT基盤
設備（建物、鉄塔、電力、線路/土木）
の継続的強靭化

・ 最新ハザードによる水防対策
 （大阪府内の通信ビルで水防対策工事を
計画）
・ ライニングでの管路補強による耐震性能
の向上

・ 新たな海底ケーブル敷設船「きずな」の造船
（2016年11月）
・ ASE海底ケーブルのルソン海峡付近（海底
面峡谷）を避けるルート変更（2016年9月）
・ 複数個所のルート断において東日本・西日
本・ドコモ社と連携し短期間で復旧（熊本
地震（2016年4月）台風10号・北海道
（2016年8月））

・ 最新ハザードによる重要通信ビル
の対策実施

 堂島1ビル
・ 耐震補強（2017年3月完成） 
関目ビル（事務棟）
・ ライニングでの管路補強による 
重要ルートの信頼性向上  
川崎管内  
（2016年度完成　3.3km） 
奈良  
（2016年度完成　3.8km）

★★★

・ 最新ハザードによる水防対策（水防：白
鬚、唐ヶ崎など検討、耐震：天神南を検討）
・ ライニングでの管路補強による耐震性能
の向上（川崎、奈良の残工程）
・ 海底ケーブル　APG
・ ランディングステーション（陸揚げ）信頼性
向上

 南房総LS（2018年9月完成予定）ビルセ
キュリティ対策の強化など

組織内 国内外 
グループ

大規模災害へ
の対策

・ 南海トラフおよび首都圏直下地震を
想定した対応計画の継続的強化と、
演習題材をブラインド形式（演習者
への非公開形式）を用いた災害対策
演習の充実
・ 政府、自治体とも連携した被災情報
の収集および報告プロセスの迅速
化と運用定着化
・ グループ間の連携強化

・ 夜間土休日に首都直下地震の発生を想定
した駆付け演習および、西日本初動本部
の初動演習
・ 西日本初動本部員の被災情報収集および
社外報告プロセスの定着化の実施
・ 国内グループ会社へのNTT Com支援拠
点の開放

大規模な故障が発生したため、全社防災演
習を全社故障演習として開催 ̶ ★★☆

・ 首都直下地震を想定した基本行動プロセ
スの再確認およびNTT Com所有の災害
対策機器の再確認を社員、災害対策員へ
行う
・ 夜間土休日に首都直下地震の発生を想定
した駆付け演習および、西日本初動本部
の初動演習
・ 西日本初動本部員の被災情報収集および
社外報告プロセスの定着化の実施
・ 国内グループ会社へのNTT Com支援拠
点の開放

組織内 国内 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった

2016年度の活動実績および2017年度目標

社会への貢献
Society
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社会への貢献
Society

重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

顧客の 
ネットワーク 
セキュリティの
強靭化

24時間 
365日の 
ネットワーク 
監視

・ お客さま向けサービス（NW、イン
ターネット、クラウド、メール、ホス
ティング、音声系サービス等）の常
時監視
・ グローバルシームレスなネットワーク
監視体制の構築
・ 長時間故障件数の継続的削減

長時間故障件数の削減
・ 国内NW（3H超）：103件/年
・ 海外NW（4H超）：400件/年
・ その他（CL,A&C.ボイス等1H超）：71件
（取り扱うサービスの種類が増えたため）

【国内NW】
・ NTT Com保守員アサイン時間の短縮 
（0報出し）
・ 長時間故障事例の水平展開
【海外NW】
・ 海外キャリアとの品質改善ミーティングの
継続実施
・ トラブルチケット間の連携（ebonding）の
不具合が見つかり、それを解消したことで
値チケット数が増加

【その他（CL,A&C.ボイス）】
・ 信頼性ガイドラインを活用した運用プロセ
スの構築

長時間故障件数の削減
・ 国内NW（3H超）：91件/年
・ 海外NW（4H超）：564件/年
 （ebonding不具合解消によりチ
ケット数増加）
・ その他（CL,A&C.ボイス等1H超）：

86件

★★☆

・ 長時間故障件数の削減
 国内NW（3H超）：86件/年
 海外NW（4H超）：460件/年
 その他（CL,A&C.ボイス等1H超）：48件
・ 海外NWについては、GOCと個別事象の
改善会議およびキャリアとの品質改善
ミーティングを継続的に実施する。
・ その他サービスについては、お客さま増加
に伴い、設備の規模が増大し、故障が増加
する傾向にあるので、監視・試験ツールの
見直し等、故障削減に取り組む

組織内・外 国内外 
グループ

脆弱性対応 
機能の強化

国内グループ会社にとどまらず、海
外グループ会社を含む、脆弱性対応
機能の強化のための各種施策展開

・ 国内グループ会社を含む、脆弱性対応機
能の強化
- 脆弱性診断業務（ネットワーク/アプリ
ケーション/ペネトレーションテスト）の実
施定着化と、発見した脆弱性改修の早期
実施

脆弱性診断・改修体制を強化し定着化を実施 275システムを対象に脆弱性診断
実施 ★★★ Webアプリ脆弱性診断業務の品質向上と、

発見した脆弱性改修の早期実施 組織内 国内 
グループ

迅速・確実な 
セキュリティ 
脅威対応

企業や国家の情報システムの安全・
安心に貢献するサービスの継続的な
充実・強化

・ セキュリティ対策に関するリスクマネジメン
ト体制強化を支援するプロフェッショナル
サービスの領域拡大と高度化
・ セキュリティ脅威を可視化し迅速的確な対
処を支援するマネージドセキュリティ
サービス（MSS）の高度化
・ SDxやIoT等に対するセキュリティ対策モ
デルの策定とサービスメニュー化

・ プロフェッショナルサービスの領域拡大と
高度化として、お客さまICT環境において、
標的型マルウェア感染端末の有無を全端
末を対象として調査する「標的型マルウェ
ア感染端末調査メニュー」および、セキュリ
ティインデント発生時に24時間以内に駆
け付ける「インシデント対応駆付け保証」オ
プションサービスを2016年10月より提供
開始
・ MSS高度化のため、日々の脅威分析と分
析エンジンの更新や、アナリストの育成、
体制強化を推進。分析エンジンの更新で
は、人工知能の要素技術である機械学習
の技術を用いた脅威検出ロジックを2015
年に初搭載して以降、さらに追加し、機能
を拡充
・ MSSのメニューに、SDxに対するサービス
「プロアクティブ レスポンス」を開発、提供
を開始。また、IoTに関しては、事業化の準
備として、PoCを実施、評価

・ プロフェッショナルサービスに、2つ
のサービスを追加
・ マネージドセキュリティサービスの
高度化として、機械学習を活用し
た検出ロジックを3種類追加
・ SDx向けのセキュリティ対策メ
ニュー「プロアクティブ レスポン
ス」をリリースし、2機種に対応

★★★

・ セキュリティ対策に関するリスクマネジメン
ト体制強化を支援するプロフェッショナル
サービスの領域拡大と高度化
・ セキュリティ脅威を可視化し迅速的確な対
処を支援するマネージドセキュリティ
サービスの高度化
・ SDxやIoT等に対するセキュリティ対策の
高度化

組織内・外 国内外 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった
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重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

顧客満足の 
継続的改善

継続的な 
CS調査 お客さま満足度スコアの継続的改善

・ 満足度調査先の充実
・ CS調査のグループ会社への展開（海外グ
ループ会社の調査規模拡大）
・ お客さまの声にもとづく「カイゼン活動」、
およびPDCA体制の国内外グループ会社
への徹底

・ 調査対象サービス・調査対象先の拡大。
・ 海外調査のプロセス見直し
・ カイゼンの打ち手について全社会議でコ
ミット

・ 調査回収数増  
国内：2,113件（対前年97%増） 
海外：152件（対前年181%増）

★★★
・ 満足度調査先のさらなる充実（国内外）
・ 「カイゼン活動」、およびPDCA体制を国内
外グループ会社とも引き続き徹底

組織内・外 国内外 
グループ

サプライヤとの
協働

CSR・ 
グリーン調達
の浸透

・ サプライヤ各社による製品アセスメ
ントの実施等を通じた、環境への影
響を考慮した製品の調達推進
・ 紛争鉱物問題に代表される、サプラ
イチェーンでの反社会的行為への
加担の防止

CSR調達推進に関する継続的なサプライヤ
調査（年1回）の実施

CSR調達推進に関する継続的なサプライヤ
調査（年1回）の実施 11社に対して調査実施 ★★★ CSR調達推進に関する継続的なサプライヤ

調査（年1回）の実施 組織内・外 NTT Com 
単体

地域貢献、 
コミュニティー 
開発

地域への貢献

持続性・効率性・適正評価・世界観・
スキルなど社会貢献原則にもとづき、
さまざまな分野における社会貢献活
動を実践

・ 地域清掃活動の継続的実施およびグ
ループ会社への展開
・ 地域の障がい者支援団体と協力した販売
会の実施（パン・お菓子等）

・ 本社ビル周辺の清掃活動を実施。その他
拠点やグループ会社においても各自で清
掃活動を実施
・ 本社ビル内で販売会を実施。その他拠点
やグループ会社においても各自で販売会
を実施

・ 本社ビル周辺の清掃活動（6月、
11月の計2回開催。のべ参加人数
545人。）
・ 本社ビル内での販売会（4月、7
月、12月、2月、3月の計5回 開
催。総売上金額520,235円。）

★★★

・ 地域清掃活動の継続的実施およびグ
ループ会社へのさらなる展開
・ 地域の障がい者支援団体と協力した販売
会の継続的実施（パン・お菓子等）

組織内・外 国内外 
グループ

コミュニティー・ 
次世代の育成

事業特性を活かした、コミュニティー 
支援および次世代育成に貢献する、
戦略的な社会貢献体制の構築

職場体験などの社会を知る機会の提供やシ
ンボルチームであるラグビー部によるラグ
ビー教室などを通じ、子どもの健全な育成
に向けた取り組みを推進

・ ファミリーデーや中学生訪問学習受け入れ
・ 市川市や浦安市、蕨市の教育委員会など
とタッグを組み、各地域の小学校でラグ
ビー教室を開催。また、現役選手だけで
なく、OBも積極的にタグラグビー教室を
実施

・ ファミリーデー（8月に計3回開
催。子どもの参加人数：63人）
・ 中学生訪問学習受け入れ（4月（持
株主催）、5月に開催。子どもの参
加人数：13人）
・ ラグビー教室（のべ15校で開催。
子どもの参加人数：約1,500人）

★★★

AIやIoTの最新技術に触れあう職場体験な
ど社会を知る機会の提供やシンボルチーム
であるラグビー部によるラグビー教室など
を通じ、子どもの健全な育成に向けた取り組
みを継続的に推進

組織内・外 国内外 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった
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ネットワーク社会を支えるイノベーション

情報通信技術やデジタル技術の進歩が加速する中、
私たちが革新的なICT製品およびサービスを通じて
社会へと貢献しうる機会も、大きな広がりを見せて
います。
日常生活からビジネスまで、クラウドの活用が一般
化しており、各種クラウドサービスの開発およびデータ
センターサービスの拠点網の充実は、ここ数年、私たち
の事業を通じた貢献の大きなテーマとなっています。
加えて、近年はIoT（モノのインターネット化）が急速に
注目されていることを受け、社会の幅広い人に安心で
快適な日常生活を提供するための新たなICTサービス
の開発にも、私たちは積極的に挑戦しています。これら
のような私たちの姿勢と活動は、SDGsの目標9「産業
と技術革新の基盤をつくろう」に大きな意義を持つも
のであると、私たちは考えています。今後、これらも踏
まえたCSR目標の検討を実施し、引き続き革新的な製品・
サービスの実現を通じた貢献を模索します。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制

CSR重点活動項目「ネットワーク社会を支えるイノベー
ション」に即した活動の検討、成果検証、さらなる活動の向上
に向けた取り組みはCSR委員会とそれぞれの活動を実施する
担当各部門と連携しつつ実施しています。同重点活動項目は、
私たちが現在推進しているグローバルな成長戦略と密接に
関わりを持っています。コーポレートビジョン「ビジョン
2020」は、先進的な技術やサービスを提供することで社会
に新たな価値を創造し、世界中を「つなげてゆく」ことを目指
しており、社会が期待する「事業の特徴・強みを活かした
CSRの遂行」に向けた指針としても大きな役割を担ってい
ます。

■ コーポレートビジョン「ビジョン2020」

2016年度の主な成果と今後
2016年度は、2016年9月に定めた新たな中期目標のもと、

「ビジネスの変革に寄与する新たな価値の提供」および「安心・
安全な日常生活の実現、デジタルデバイドの解消」を主な取
り組み施策と定め、さまざまな製品・サービスの実現・改善で
成果をあげました。
まず、「ビジネスの変革に寄与する新たな価値の提供」では、
先進的なICTソリューションを世界各地に提供できる企業と
して、IoTやクラウドなどを活用した、グローバルでシーム
レス、そしてセキュリティに優れたソリューションの開発を
推進。29件に上る新規サービスやプランの提供を開始しま
した。また「安心・安全な日常生活の実現、デジタルデバイド
の解消」では、個人向けサービスの開発・提供体制の構築を
継続的に実施しており、2016年度はMVNO業界でトップシェア
を有する「OCN モバイル ONE」のサービス向上などを実施
し、年齢などに関わらずすべてのお客さまがインターネット
を安心・快適に利用できるための継続的なサービス改善を図
りました。
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ICT社会の進化を実現するサービスの提供
事業ビジョンの推進を通じたビジネスの変革

NTTコミュニケーションズグループのコーポレートスロー
ガン「Transform. Transcend.」とは、時代を先駆ける技術や
サービスを提供することで、お客さまのビジネスや社会、そ
して市場に飛躍的進化（Transform）とダイナミックな変革
（Transform）をもたらし、期待や想像を超える（Transcend）
新たな価値や、すべての垣根を越えて（Transcend）つなが
る世界を創造するというメッセージが込められています。
私たちは、通信事業者ならではの強みを有するクラウド/

コロケーション/ネットワーク/アプリケーション/セキュリティ
/マネージドICTなどの各種サービスをグローバルレベルで
最適に組み合わせた「シームレスICTソリューション」を提供
します。
これにより、①グローバルレベルで統一的にマネジメント
されたICT環境　②低コスト/柔軟/オンデマンドなICT環境　
③ビジネスを支える安心・安全なICT環境を実現し、お客さま
の意思決定の迅速化や生産性の向上などのビジネスプロセス
の革新や新たなビジネスの創出に向けた取り組みに貢献します。

IoT推進室の新設
NTTコミュニケーションズは、2015年8月、IoTに関する

さまざまな顧客ニーズに応えてゆくための組織として、IoT
推進室を経営企画部内に設置しました。IoTの活用により、
大きなイノベーションが期待される産業領域は、製造から建設、
運輸、介護、金融・サービスまで多岐に渡ります。NTTコミュニ
ケーションズでは、従来より強みとしてきた独自のセキュアな
通信網およびクラウドサービス群とIoT技術とを組み合わせる
ことで、多彩なIoTサービスを手軽かつスケーラブルに利用
いただける仕組みづくりを続けています。

2016年度は、製造業の工場向けソリューションとして
Factoryパッケージ、産業機器の遠隔監視向けにMachine 
Cloud、車両運行の安全管理を目的としたVehicle Manager
等をリリースしました。2017年度はこれまでのIoT Platform
サービス提供の成果を活かし、お客さまのIoTビジネスを促進
するためのアプリケーション開発基盤（Application Enablement 
Platform）としてThings Cloudをリリースし、より多くのお客
さまに価値を提供していきます。

すべての人にICTの恩恵を
ICTが社会インフラとして重要性を増すにつれ、その恩恵を

世界のすべての人々が居住地域や年齢、経済水準に制約され
ず利用できるようにする「デジタルデバイドの解消」が、人
類全体の課題としてクローズアップされています。私たちは、
グループ企業およびパートナー企業と連携しつつ、高品質な
通信網をグローバルに展開する一方、利便性の高いサービス
を適正な価格で提供する体制を構築し続け、デジタルデバイド
の解消へと貢献し続けています。

2016年度は、MVNOサービスの普及促進施策として、
OCN モバイル ONEのラインアップを多様化。初心者向け
のサポートサービスの充実と併せ、より多くの方が ICTの恩
恵を受けることができる体制を構築しました。
また、2017年7月には、IoTの普及を通じたグローバル
なビジネスインフラの刷新に向け、企業向けモバイルネット
ワークサービス「Arcstar Universal Oneモバイル グロー
バルM2M」において、IoTに適した「100円SIM」の提供を
開始しました。
高品質なサービスをリーズナブルな価格で提供すること

で、幅広い用途での IoT活用、普及に貢献しています。
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重要インフラとしての高い安定性と信頼性の確保

ユビキタス社会が進化するにつれ、有事に情報通信
ネットワークが停止・遮断されることによる経済的・
社会的損害も測り知れないものとなりつつあります。
特に私たちは、多くの企業のグローバル化に伴うネット
ワーク網や重要データの管理などをゆだねられている
ことから、ネットワークを「いかなる時もつなぎ続ける」
責任を強く求められています。
私たちは、高度情報化社会を支えるネットワーク技術

と保守体制で日本および世界全域の通信サービスを
提供している企業グループとして、かねてよりCSR
重要領域「社会への貢献」の取り組みの柱に「重要イン
フラとしての高い安定性と信頼性の確保」を掲げ、災害
や障害が起きた場合でも安心してネットワークをご利用
いただける環境整備に日々努めています。具体的には、
通信ルートの大容量化・高信頼化、通信機器の二重化・
分散化、ネットワーク全域での24時間365日監視
体制の整備と併せ、グループ全体で取り組みを推進し
ています。これらはSDGsの目標11「住み続けられる
まちづくりを」が重視する、質が高くサステナブルな生活
環境へのアクセスの継続的な拡大・改善へと資する
ものであり、この観点を加味した施策の在り方を検討
していきます。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制
重点活動項目「重要インフラとしての高い安定性と信頼性

の確保」にもとづく活動は、内外の情勢を踏まえたCSR目標
の検討と設定を、CSR推進室およびそれぞれの活動を担当す
る担当各部門が連携しつつ行っています。
国内・海外ともに自然災害の頻発傾向が続く昨今、施策の
確実な執行に向け、有事における的確な対応体制の整備・
強化の重要性が高まっています。この観点に立ち、私たちは
災害対策の基本3方針を重視し、その徹底をグループ全体で
図っています。

■ NTTコミュニケーションズ　災害対策の基本3方針

1. ネットワークの信頼性向上
電気通信システムの一部の被災が他に重大な影響を及ぼさ
ないよう信頼性の向上を図っています。
2. 重要通信の確保
災害時に重要通信をそ通させるための通信手段を確保して
います。
3. 通信サービスの早期回復
災害を受けた電気通信設備、サービスを早期に復旧します。

→災害対策の基本３方針の詳細は、こちらをご覧ください

2016年度の主な成果と今後
重点活動項目「重要インフラとしての高い安定性と信頼性

の確保」にもとづくCSR活動は、「災害に強いネットワークづ
くり」「大規模災害への対策」等、情報インフラのレジリエント
化に関する多面的な構成となっています。

2016年度も、各目標に即し、継続的な改善を図りました。
具体的には、まず新たな海底ケーブル敷設船「きずな」の
就航や、アジア主要都市を結ぶ大容量光海底ケーブル「Asia 
Submarine-cable Express （ASE）」の一部ルート変更、既存
ビルの耐震補強の継続実施などを実施し、通信体制のさらな
る強化を図りました。また有事に向けた訓練として2016年度
は、大規模災害に伴う大規模な故障を想定した「全社故障演
習」を実施し、復旧活動の再認識を行いました。いずれも当
初の目標を「達成」または「ほぼ達成」することができました。
2017年度も継続的に目標を定め活動を推進していきます。

http://www.ntt.com/about-us/cs/saitai.html
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災害に強いネットワークづくり
災害時におけるネットワークの信頼性確保

NTTコミュニケーションズは、災害対策の基本3方針にも
とづき、重要通信を確保するとともに、通信サービスの早期
復旧に努めています。

2016年4月に発生した熊本地震では、2回目に発生した
震度7の地震によって大分～熊本間の基幹中継ケーブルが
被災しました。土砂崩壊の規模が大きく同じルートでの復旧
が困難であることから、被災ルートを迂回する23kmの新たな
ルートの復旧計画を現地で検討し、被災してから12日後に
ケーブル復旧作業が完了しました。

2016年8月に発生した台風28号の豪雨では、北海道内
にて発生した土砂災害において道央から道東への中継ルート
が被災しました。土砂崩落および落橋等にて被災した箇所
が複数であったことから、被災ルートを迂回する総距離約
220Kmの新たなルートを構築し、被災から約1カ月半後に
ケーブル復旧作業が完了しました。
また、日頃から災害に迅速に対応できるよう社員および
パートナー社員に対しても継続的に災害に対する意識高揚
を図っています。具体的には、NTTコミュニケーションズの
サービスの1つである「安否確認／一斉通報サービス」を利用
した訓練や、大規模災害などを想定した実践的な演習を実施
しています。

→「災害に対する取り組み」は公開情報として、こちらに掲載しています

企業の事業継続を支えるサービスの提供
NTTコミュニケーションズは、大地震、パンデミックなどの
危機に対応したさまざまなサービスを提供し、お客さまの事業
継続を支援しています。代表的なものとして緊急地震速報は、
実際に揺れを感じる前に震度や到達時刻などの地震情報を
配信するサービスです。初期被害の予防や安全確保が可能
になり、地震後の事業の早期復旧が見込めるため、BCP（事
業継続計画）を策定するうえで有効なサービスといえます。
また、安否確認／一斉通報サービスは、新型インフルエンザ
や地震といった自然災害の発生時などに社員の安否状況を
確認・集計するサービスです。普段から連絡網としても利用
可能なため、学校の連絡網や高齢者の安否確認、派遣先社
員への一斉連絡にも効果を発揮します。
さらに世界11カ国14拠点にサービスを拡大し、通信キャリア

として高い技術力と実績を活かした企業向けのグローバル
クラウドサービス「Enterprise Cloud」は、災害にも強い堅牢な
データセンターに設置し、日本と海外拠点間を高品質・大容
量ネットワークで接続しているため、遠隔地にあるバックアッ
プを迅速に稼働させるなどBCP対策としても最適なサービス
です。
「Cloudn」は、災害時において急激なアクセスにも柔軟に
リソース変更が可能な環境を提供し、安否確認システムの基盤
などに利用されています。

最新鋭のケーブル敷設船「きずな」
災害時における通信設備の復旧に船舶の有効性が高く評価

されており、さまざまな船舶の利用方法がNTTコミュニケー
ションズだけでなく、NTTグループとしても検討されています。
迅速な災害復旧物資の輸送にも対応できるよう、2017年

3月に竣工した海底ケーブル敷設船「きずな」は、ケーブルタ
ンク内への災害復旧資機材の積載、20フィート型コンテナ搭
載（6個）、非常用移動電源車等、NTTグループにおける災
害復旧用車両の輸送を可能にしている他、定点保持機能を活
用し、非常用携帯基地局を船内に設置し、災害により非通話エ
リアとなった地域の緊急復旧が可能です。
具体的な設備としては、船橋上部には360度通信障害が
生じないよう工夫した、衛星通信用のパラボラアンテナを複数
設置できるスペースを設けており、災害時の通信設備の増設
に対応しています。
また、船という独立した生活スペースを活用して、災害地
での復旧作業にあたる作業員への宿泊設備、食事の提供等の
支援設備を備えつつ、船側から陸上側へ電力、水を供給できる
よう配電盤、給水口を設けていることも特徴です。

ケーブル敷設船「きずな」
▽総トン数：8,598トン、載貨重量：4,098トン、全長：108.64m、幅：20m、計画
喫水：6.0m、航海速力：13.2ノット、最大搭載人員：60人、航続距離：9,500海里
（約30日間）、船籍：日本（東京）

http://www.ntt.com/about-us/cs/saitai.html
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顧客のネットワークセキュリティの強靭化

社会のICT化が浸透し、より多くの企業、そして個人
の皆さまの情報がネットワーク上で蓄積されるように
なった現在、私たちは ICT事業者として、お客さま
からあずかった大切な情報の機密性を担保し、かつ、
確実に保持・管理する責任があります。これはSDGs
の目標11「住み続けられるまちづくりを」が重んじる、
先進的かつ安心・安全な、サステナブルな生活環境の
実現に、大きく関わりを持つ経営課題であるといえ
ます。
また私たちは、同じくSDGsの目標9「産業と技術
革新の基盤をつくろう」に象徴されるような、イノベー
ションを通じたインフラ革新への社会からの期待に
応えるべく、顧客のネットワークセキュリティの強靭化
に向けた取り組みを強化し続けています。グループ
全体で整備・共有されたセキュリティ規定群の遵守を
基本としつつ、顧客から委託された ICTシステム・
ネットワークの常時監視・運用体制のさらなる強靭化
や未知の脅威に対する脆弱性対応機能の強化などを
進めております。さらに、対象を国内グループ企業に
とどまらず海外グループ会社を含んで脆弱性対応機能
の強化を計画しております。なお、2016年度に実施
したマテリアリティ分析およびCSR中期目標の見直し
では、このような状況を踏まえ、それらの課題を独立
した重点活動項目とし、さらなる取り組み体制の強化を
図りました。これをもとに、さらなる取り組みの強化を
推進します。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制
重点活動項目「顧客のネットワークセキュリティの強靭化」

は、現在、内外の情勢を踏まえ、「24時間365日のネットワー
ク監視」「脆弱性対応機能の強化」「迅速・確実なセキュリティ
脅威対応」を主要な施策に位置づけ、取り組みを推進しています。
いずれの課題も、時事的な問題や社会の関心事も踏まえつつ、
CSR推進室およびそれぞれの活動を実施する担当各部門が
連携しつつ、CSR目標の検討と設定を行っています。
これらの多面的な活動は、いずれも確実で強固なセキュリ
ティ体制に立脚して遂行される必要があります。私たちは
「NTTコミュニケーションズ　セキュリティ宣言」を同重点活動
項目に共通する指針に位置づけ、その徹底を図っています。

■ NTTコミュニケーションズ　セキュリティ宣言

お客さまの大切な情報を守り、安心してご利用いただけるサー
ビスを提供するとともに、お客さまのセキュリティ向上に貢献
することこそ、私たちのもっとも大切な共有価値です。私たち
はセキュリティをサービス提供上の最重点事項と位置づけ、
お客さまにとって最良のセキュリティをお客さまと共に実現
することをお約束します。
そのために技術開発、サービス開発から構築及び運用に至る
全てのバリューチェーンにおいて、セキュリティの確保に最大
限努力いたします。また、私たち一人ひとりがICTプロフェッショ
ナルとして、セキュリティへの対応能力を高めてまいります。

→ セキュリティマネジメントに関する宣言・方針の詳細は、こちらをご覧

ください

2016年度の主な成果と今後
同重点活動項目にもとづくCSR活動は、「24時間365日

のネットワーク監視」を基本としつつ、お客さま企業の情報シ
ステム防衛や、迅速・確実な脅威対応体制の構築など、ネッ
トワークセキュリティの堅牢化を徹底する各種施策で構成さ
れます。

2016年度も各目標に即し、継続的な改善を図りました。
具体的には、メールや音声（VoIP）、ホスティングなど、多様化
するお客さま向けサービスを踏まえ、それらへの監視精度の
向上による長時間故障の削減や不正アクセス検知のさらなる
強化などを実施し、合わせて国内・海外を問わずグループ会
社の脆弱性対応機能の強化、さらにはお客さまの情報システ
ムの安心・安全を一層強固なものとするためのサービスの開
発などを推進しました。
これらの活動の結果、海外ネットワークにおいて故障件数
が目標値に満たなかったことを除くと、いずれも当初の目標
を「達成」することができました。2017年度も継続的に目標
を定め活動を推進していきます。

http://www.ntt.com/about-us/we-are-innovative/obp/support-obp.html?_ga=1.72477331.1861830224.1460624894
http://www.ntt.com/about-us/we-are-innovative/obp/support-obp.html?_ga=1.72477331.1861830224.1460624894
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お客さまの ICTシステムを守る24時間365日の
取り組み
企業システム・ネットワーク監視・運用サービスの安定的な
提供

NTTコム ソリューションズは、札幌市にICTシステム・ネット
ワークの常時監視と安定運用を行うオペレーションセンター
として「マネジメントソリューションセンター（札幌）」を2008
年6月から運用しています。同センターでは、24時間365日
でお客さまの ICTシステムの監視・運用のほか、お問い合わ
せへの対応、故障修理、BCP管理支援などを担います。
近年、企業にとって、ICTシステムはもとより、その安定
稼働の要としてのオペレーションセンターは事業継続上必要
不可欠なものとなっており、お客さまの ICTシステムを守る
インフラとして、オペレーションセンターへの高い信頼性が
求められています。札幌市は地域特性として、地震、台風、
雷などの大規模な自然災害の発生が比較的少なく、首都圏
からの距離もあることから、オペレーションセンター自体が、
広域災害やパンデミックなどの影響を受けにくく、首都圏
オペレーションセンターの機能代替も可能となっています。
同センターでは、サービス品質やお客さまへの付加価値を
高めて、お客さま満足度（CS）を向上させる一方、効率化・
生産性を促進するために、ITIL®*をベースとしたITサービス
マネジメントシステム（ ITSMS）手法の導入・定着に取り組み、
その結果 ITSMSの国際規格であるISO20000の認証を、
2009年12月に取得しました。
お客さまシステムもクラウドをはじめとしたサービスを活
用して構成されてきており、オペレーションの技術・内容と
も大きく変化してきています。同センターもその変化に追随

し、今後も引き続き、高品質かつ低コストで効果的な継続的
オペレーションサービスの提供に努め、いっそうのCS向上
を図ることができるよう、これからも取り組んでいきます。

* 英国政府が策定した、コンピューターシステムの運用・管理業務に関する体系的なガイド
ラインであり、数冊の書籍の形でまとめられています。ITIL®（ IT Infrastructure Library）
は、英国政府OGC（ the Office of Government Commerce）の登録商標です。

迅速・確実な脅威対応
企業ネットワークのセキュリティ監視
ビジネスのグローバル化に伴い、企業におけるリスクマネジ

メントに対する取り組みもグローバルに統一した対応が求め
られています。一方、近年の不正アクセスやウイルス感染、
情報漏えいなどのサイバー攻撃によるセキュリティリスクの
増加は、企業の存続を揺るがすほどの多大な損失を招きかね
ない状況にあります。
こうした中、NTTコミュニケーションズでは、2003年に
セキュリティオペレーションセンター（SOC）を設立し、企業向
けセキュリティ運用サービスを開始しました。海外セキュリティ
専門事業者をグループ会社化し、NTTセキュアプラットフォーム
研究所の開発協力も得て、2013年6月にセキュリティリスク
の調査・改善・モニタリングを総合的に行う「WideAngle」と
して発展させ、グローバル展開を開始しました。

2016年度は、2015年度に引き続き、エンドポイントに
おける未知の脅威対策を強化し、ネットワーク仮想化技術を
取り入れたSD-LAN技術の活用によりSOCにて感染端末の
通信を迅速に自動遮断するサービスを開始しました。また、
マネージドセキュリティサービス高度化のため、日々の脅威

分析と分析エンジンの更新や、アナリストの育成、体制強化
を推進。分析エンジンの更新では、人工知能の要素技術で
ある機械学習の技術を用いた脅威検出ロジックを搭載して
以降、さらに機能を拡充しました。
私たちは、豊富なセキュリティ運用ノウハウや技術開発に

より、国内外のより多くの企業が安心・安全な情報システム
環境を実現できるよう、これからも取り組んでいきます。

社会問題化するマルウェアへの対策について
社会の ICT化に伴い、幅広い人達に甚大な被害をもたらす

サイバー犯罪が深刻な社会問題となっており、「マルウェア」も
その一つです。「マルウェア」とは、PCなどの機器に損害を
与えることを目的に、悪意をもって作られたソフトウェアや
コード類の総称です。マルウェアに感染したPCなどの機器は、
悪意のある第三者が設置した外部の機器と通信を行い、イン
ターネットバンキングにおける不正送金や、マイナンバーや
パスワードなどの個人情報漏洩といった被害をもたらす可能
性があります。NTTコミュニケーションズは、個人および法人
のお客さまを対象に、国内 ISPとして初めて、マルウェアによ
る情報漏洩から利用者を守る「マルウェア不正通信ブロック
サービス」の無料提供を2016年2月に開始しました。
同サービスは、マルウェアが外部のサーバーなどの機器と
通信を行おうとすると、通信の内容（宛先情報）からそれを
検知し、アクセスを遮断することでお客さまの被害を防ぐもの
です。このように、通信の宛先情報にもとづいて不正な通信
をブロックするサービスを提供することは、国内の事業者とし
て初めての試みです。
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顧客満足の継続的改善

私たちの事業はグローバルな通信ネットワークの
構築からインターネットサービスのプロバイダー業務
の提供まで、多岐にわたります。このため、私たちが
事業で接する「お客さま」も、法人から個人まで、多様
です。
多様なお客さまの声にきめ細かく耳を傾け、それを
柔軟に活かす仕組みを整備・強化していくことは、顧客
満足(CS）の継続的な向上にも直結する重要な責務で
あり、また私たちがグローバル ICTリーディングカン
パニーとして社会とともに成長を続ける上でも、高品
質で信頼性の高いサービスを提供し続けるための道
しるべともなる必須課題です。
これらの取り組みは、国連SDGsが目標8「働きがい
も、経済成長も」で指向している、世界経済の高付加
価値化や生産性の改善、ひいては経済成長の持続へ
と寄与するものであると私たちは考えています。この
考えにもとづき、これからも幅広い皆さまからのさま
ざまな意見を取り入れ、私たちの事業に反映する仕組
みを強化・刷新し続けます。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制
私たちは常にお客さまに満足していただけるよう、重点
活動項目「顧客満足の継続的改善」を設定し、CSR推進部と
営業各部門が連携しつつ満足度調査の定期的な実施やお客
さま相談窓口の積極的な活用を推進しています。
お客さまへの誠実な対応は、担当する業務や活動する地域、
提供する製品・サービスを問わず、私たち全員が常に心がけ
るべき姿勢です。このような観点にもとづき、「私たちの心
がけ」を定め、社内イントラでの共有はもちろん、お客さまを
はじめとする皆さまへと公表し、全員で徹底しています。

■ 私たちの心がけ

NTTコミュニケーションズでは、すべてのお客さまにご満足い
ただけるサービスの提供のために、社員一丸となって取り組んで
います。日々、お客さまからいただく声に耳を傾け、改善・向上を
推し進めてまいります。そのために、まず私たちは、お客さまの
ICTソリューションパートナーとして、以下のことを心がけています。

1.お客さまの悩みや課題を解決すること
2.お客さまのビジネス成長の後押しをすること
3.お客さまの本来業務への集中を手助けすること

これらのことを心がけ、お客さまから頼られるパートナーである
ために、営業から構築・運用までワンストップで、End to End、そして
スピード感を持ってソリューションを提供します。

2016年度の主な成果と今後
同重点活動項目では、現在、「お客さま満足度スコアの
継続的改善」を中期目標に位置づけ、「継続的なCS（顧客
満足）調査」を主な施策として多面的な活動を推進しています。
2016年度は国内におけるCS調査先の継続的な拡充に加え、
海外グループ会社への展開も加速しています。またお客さま
の声にもとづく「カイゼン活動」についても継続的に実施する
一方、そのPDCA自体の見直しを図り、国内外グループ会社
への徹底を推進しました。これらの結果、お客さま満足度
スコアをはじめ、当初の目標を「達成」することができました。

■ お客さま満足度スコアの算出方法

批判者
Detractors

中立者
Passives

推奨者
Promoters

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜
｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜

全く思わない
Not at all likely

どちらでもない
Neutral

非常にそう思う
Extremely likely

回答結果から「推奨者（9-10）」「中立者（7-8）」「批判者
（0-6）」に分類しNPSを算出します

算出方法

推奨者の割合
% of PROMOTERS

批判者の割合
% of DETRACTORS

NPS
Net Promoter Score

(9-10と回答した推奨者の割合) (0-6と回答した批判者の割合) (推奨者の正味比率)

－ ＝

ex. 「9-10の回答者：30％」－「0-6の回答者：50％」＝「NPS：－20」

アンケート等により
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継続的なCS調査
法人のお客さまの声を活かす取り組み
私たちは、世界中のお客さまに私たちのサービスを選んで

いただけるよう、日頃お客さまと接する営業担当者だけでな
く、すべての社員が一丸となってお客さまに向かい合うこと
を第一の姿勢として、革新的なサービスの提供や、日々の改
善活動を通じたお客さま満足の向上に取り組んでいます。私
たちが 毎年実施している「お客さまの声（VOC：Voice Of 
Customer）調査」もその取り組みの一環であり、いただい
たさまざまな「お客さまの声」を真摯に受け止め、ひたむき
に改善活動を積み重ねているところです。

2016年度の「お客さまの声」の調査においても、国内外合
わせて2,265名のお客さまにご協力いただき、貴重なご意見
を多数頂戴しました。
そのような「お客さまの声」に対する私たちの取り組みを

Webサイトにて公開しています。
今後も「お客さまの声」を真摯に受け止め、永続的な改善
活動を行うことにより、お客さまにご満足いただけるよう取り
組んでいきます。

→VOC調査により寄せられたお客さまの声の詳細は、こちらで公開しています

個人のお客さまの声を活かす取り組み
個人のお客さまに向けた「OCNテクニカルサポート」の運営
プロバイダーサービスであるOCNでは、個人のOCN会員
の方からのご質問、ご相談を受け付ける窓口「OCNテクニカル
サポート」を開設し、各種サポート業務を行っています。
お客さまにICTサービスを安心・快適に利用いただくため

には、きめ細かいカスタマーサポート体制の準備が大切だと
私たちは考えています。この考えにもとづき、私たちはコンタク
トセンターおよび在宅スタッフを配置し、日々、お問い合わせ
に対応しています。オペレーターの教育にも力を注いでおり、
Web研修や実務研修を義務付けるなど、高品質なサポート
体制の実現に向けた取り組みを継続しています。

専用Webサイト「OCNお客さまの声」を通じた共有
OCNサービスでは、サービスのさらなる品質向上に向け、

「OCNお客さまの声」として専用Webサイトを設置してサー
ビス改善に取り組んでいます。
お客さまからOCNサービスへの多くのご意見・ご要望を

いただいており、日々サービスの品質改善・向上につなげて
います。またその中から生まれた改善事例は、Webサイト上
に公開しています。
今後も「OCNお客さまの声」は、お客さまの声をOCNのサー

ビス改善につなげることはもちろんのこと、お客さまに快適
なインターネットライフをご提案できるように、サービスの充
実・改善に寄与するサイトを目指します。

→「OCNお客さまの声」の詳細は、こちらをご覧ください

→「NTTコミュニケーションズ お客さまによりご満足いただくための取り組みの
ご紹介」の詳細は、こちらをご覧ください

http://www.ntt.com/about-us/cs/cs/qa/kojin.html
http://www.ocn.ne.jp/cs/
https://www.ntt.com/cs/?link_id=ostp_torikumi
https://www.ntt.com/cs/?link_id=ostp_torikumi
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サプライヤとの協働

近年、企業には、サプライチェーン全体で捉えた
CSR活動が求められており、グループ横断でのCSR
活動はもちろん、サプライヤとの誠実でサステナブル
な関係づくりが重要です。これらの取り組みは、国連
SDGsにおける目標8「働きがいも、経済成長も」を
実現する上で大前提となる「公正な取引慣行、ディー
セントな労働慣行」をグローバルに実現する上で不可欠
なものといえます。
この観点に立ち、私たちは、グローバルなICT企業の
責任として「サプライチェーンCSR推進ガイドライン」
を定め、サプライヤとの相互理解と信頼関係の発展を
図りつつ、環境面にとどまらず人道・社会面でも配慮
を徹底した「CSR調達」の考えにもとづく調達体制
の構築を推進しています。

私たちのアプローチ

施策、指針、推進体制
事業を通じた価値創造を重視する私たちは、品質の高い役
務サービス、製品などを経済的かつタイムリーに調達する必
要があります。このためNTTコミュニケーションズは、上記
「サプライチェーンCSR推進ガイドライン」を確実に遂行する
ための指針として「調達方針3箇条」を定め、これをもとに、
世界市場に広く目を向けて、グループ経営の競争力向上に
資する調達活動を行っています。

■ サプライチェーンCSR推進ガイドライン（要旨）

■ 調達に関する基本方針

1. 広く国内外のサプライヤの皆さまに対し、公正に競争機会
を提供するとともに、相互理解と信頼関係の構築に努めます。

2. 品質・価格・納期・安定供給を総合的に判断し、ビジネス
ニーズに即した競争力ある製品・サービスを、経済合理性
に基づき調達します。

3. 法令や社会規範を遵守するとともに、社会への貢献のため
環境・人権などに配慮した調達を実施します。

2016年度の主な成果と今後
現在、私たちは、CSR調達の理念を実現するため、サプ

ライヤ各社との協力のもと実施する製品アセスメントを通じ
環境面でのマイナスインパクトの少ない製品調達の徹底を
目指すとともに、紛争鉱物問題に代表されるような社会的・
人道的な問題行為に加担しないサプライチェーンのグロー
バルな浸透を目指しています。この考えにもとづき、2016
年度は、CSR調達推進に関する継続的なサプライヤ調査を
昨年度に引き続き実施。リスクの把握に努めました。また私
たちをサプライヤとして検討される企業の皆さまへの説明性
向上にも力をいれ、今年度は世界的なサプライヤ情報プラット
フォームであるエコバディス社への情報提供を開始しました。

2017年度も、引き続きサプライヤへの調査を拡充すると
同時に、サプライヤとの意見交換の推進ならびに情報開示の
さらなる向上を図ります。



NTT Communication Corporation

社会への貢献

CSR報告書2017 社会への貢献 詳細版

Society

16

パートナーとの関係強化
継続的な連携強化を図るパートナー会議「ACF」の展開
「Arcstar Carrier Forum（ACF）」は、グローバルネット
ワークサービスにおけるオペレーションおよびデリバリーに
関する品質の改善を目的に、NTTコミュニケーションズが
2000年より主催し、パートナーである各国の通信事業者を
日本に招いて協議する国際会議です。毎年定期的に開催される
ACFでは、これまで、故障や構築の問題への対処方法から
始まり、問題発生を未然に防ぐためのインフラ設計や構築
プロセス、迅速な問題分析・解決を可能にする運用サポート
システムなど、インフラ、オペレーション品質の本質的な向上
を目指すための議論にまで取り組みを広げてきました。
第13回目の開催となる2016年度のACFは、「Go Beyond 

～ True Collaboration ～ 」をテーマに6月に東京で開催され
ました。サービスの設計・構築・運用・保守面での品質向上、
お客さま満足度の向上のためには、私たち通信事業者がこれ
まで「当たり前」としていた技術やプロセス、さらには組織間
の壁を「超え」、「お客さまの期待」を超えていくことがより
いっそう求められていることを全キャリアと確認しあい、
その実現手段に踏み込んで協議を行いました。2017年度は
NTT Com、パートナーキャリア、そしてお客さまの三者が
いかに理解・協調・協力し、双方からのアプローチで総合的
なサービス品質向上を目指せるかを議論していく予定です。
今後もACFなどの取り組みを通じて、グローバルネット

ワークサービスにおけるオペレーションや品質の向上、ノウ
ハウの蓄積を行っていきます。

■ Arcstar Carrier Forum 2016

CSR・グリーン調達
CSR調達の推進
人権や環境への配慮、製品やサービスの品質・安全性の
確保など、社会の要請に配慮した調達について、「サプライ
チェーンCSR推進ガイドライン」に定めています。

2013年12月に制定された本ガイドラインにもとづき、主
要なサプライヤの皆さまには取り組み状況についてアンケー
ト調査にご協力いただくなど、CSR活動を推進しています。

2016年度は、11社へのアンケート調査を実施しました。

紛争鉱物への対応
NTTコミュニケーションズおよびNTTコミュニケーションズ

グループ会社は、「NTTグループの紛争鉱物への対応」に則った
調達活動を行っていきます。

→「サプライチェーンCSR推進ガイドライン」に関する詳細は、こちらをご覧くだ
さい。
また、グリーン調達については、報告書内「地球環境への貢献」パートをご覧く
ださい

エコバディス社サプライヤ調査への取り組み
近年、サプライチェーンを視野に入れたCSR活動に対する
社会の期待が高まっており、この結果、企業にとってサプラ
イヤのCSR活動に関する状況把握または取引先への情報開
示の重要性が増しています。私たちは、2016年度よりサ
プライチェーンに関する世界的な情報プラットフォーム「エコバ
ディス」に情報を登録し、取引先および取引を検討している企
業への情報開示を推進しています。

2017年3月初めてサステナビリティ調査を受検し、「Silver」
の評価を受けました。
私たちは自社の「環境」、「労働・人権」、「公正な活動」、

「調達」などの活動をグローバル評価し、これをベンチマーク
と位置づけ、今後のCSRパフォーマンスの改善に取り組んで
いきたいと考えています。

* EcoVadis： サプライチェーンにおけるサステナビリティ（持続可能性）の評価機関。
 企業によるサステナビリティに関連する方針、施策、実績を調査するためのプラットフォーム
を提供し、「環境」「労働環境」「事業活動」「サプライチェーン」の4つの観点から、世界
110カ国・150業種におよぶサプライヤ企業の調査・評価を行っている。

http://www.ntt.com/about-us/procurement/csr.html
http://www.ntt.com/about-us/procurement/csr.html
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社会貢献・コミュニティー開発

NTTコミュニケーションズは、さまざまな分野で社会
貢献活動を実践しています。国際協力、環境保全、
保健・医療・福祉、地域振興など、多彩な分野での活動
を通し、豊かな社会の実現に貢献していく考えです。
また、東日本大震災の後、被災地において復興への
取り組みが継続的に進む現在、被災地の絆を再生し、
かつ生活再建への一助となるべく、支援活動を継続
しています。
近年、社会貢献活動には、地域や世代などで括られ

る多彩な共同体（コミュニティー開発）の育成を支援す
る役割が期待されています。私たちの活動も、コミュ
ニティー開発を意識しつつ、対象の裾野を拡げていき
ます。

■ 活動原則

持続性 「細く、長く」を念頭に置き、継続のできる
活動を行います。

効率性 無理なく続けていくために、コストパフォー
マンスが高い活動を心がけます。

適正評価 寄付をする場合、真に社会に役立つかどうか
を適正に判断します。

世界観 国内だけにとどまらず、国際社会にも貢献
します。

スキル 情報流通市場で培ったサービスや社員の
能力を社会のために役立てます。

私たちのアプローチ
国際・地域社会のために
各種清掃活動

NTTコミュニケーションズでは、2008年から、千代田区
一斉清掃に参加しています。2016年度は6月7日に262人、
11月8日に283人で日比谷公園周辺の清掃活動を実施しま
した。
また、NTTコミュニケーションズ ラグビー部であるシャイ
ニングアークスの選手たちによる組織ビル周辺やグラウンド
を拠点としている市川市での清掃活動を毎月実施しています。

国内各地の在宅女性に対する就業機会の提供
私たちは、インターネット接続サービス「OCN」会員向けの

テクニカルサポートをはじめ、電話サポート（ヘルプデスク、
コールセンター）、訪問サポート、企業の ICT機器運用管理
など、テクニカルサポートを核とした事業を展開しています。
これら事業に際し、日本各地在住の方が在宅で働ける機会を
積極的に提供しています。
具体的には、電話サポートと訪問サポートにおいて、北海道

から沖縄まで全国の在宅スタッフが活躍しており、育児・介護
や家族の転勤などでやむをえず仕事を辞めた方や通勤可能
な地域で条件に合った仕事が少ない地方在住の方、リタイア
した高齢者の方々などの潜在的マンパワーの掘り起こしを
推進しており、この一環として女性の活躍・地域の活性化・
新たな就業機会の提供にも取り組んでいます。
今後も、場所や時間にとらわれず、働く意欲と能力を活用

できる機会を提供し、より多くの方が活躍できる社会の実現
に貢献していきたいと考えています。

国内グループ各社での環境貢献活動
私たちは、かねてより、グループ各社の自主的な社会貢献
活動を推奨しています。この結果、各社それぞれに里山保全
などの環境保全活動を行う社員有志の集まりが生まれ、
積極的な活動を継続しています。その主なものは以下のよう
になります。地道ながら地域に役立つ意義ある取り組みを、
企業市民の一員として引き続き推進します。

■ 2016年度、グループ会社での環境貢献活動の例

会社名 施策名 概要 実施時期 参加人数
NTTコム 
マーケティング しろい里山 

保全活動
千葉県白井市の里山
での環境保全活動

2016年 
5月、7月、10月

30

NTTコム 
ソリューションズ 38

NTTぷらら

守ろう！沖縄の
サンゴ再生 
プロジェクト

「沖縄のサンゴ再生 
プロジェクト」の実施 2016年8月 17

地域清掃活動
本社ビル（池袋） 
およびオフィス（有
明）周辺の清掃活動

2016年4月
2016年5月
2016年6月

2016年10月
2016年11月
2017年2月

137

NTTビズリンク 地域清掃活動 本社ビル（後楽園） 
付近の清掃活動 通年 10

海外事業を通じた現地 ICT化支援
アジアの新興国では、経済成長の加速とともに社会の ICT
化の波が押し寄せ、情報通信のインフラ整備や人材育成など
が急がれています。ICTが各国内において企業活動の根幹
となりつつある中、私たちはテレマーケティング事業を2016年
1月に立ち上げ、現地のオペレーターを採用・育成し「クラウド」
「データセンター」といった最先端のICTソリューションをアジア
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地域の各企業のさまざまなニーズに合わせて提案・導入支援
しています。今後も海外事業を通じて、ICT企業として培った
知見と雇用創出の両面から持続的な関係構築を加速していき
ます。

シンボルチームによる活動
青少年の育成

NTTコミュニケーションズ ラグビー部であるシャイニング
アークスは、スポーツを通じて青少年の健全な育成と地域と
の交流を深めることを目的として、市川市や浦安市、蕨市の
教育委員会などとタッグを組みタグラグビー教室を開催して
います。また、現在、小学生のラグビー大会等では順位付け
をする大会がないことなどから、子供たちの向上心や競争心、
競技レベルを向上させることを目指し、第3回シャイニン
グアークスカップを地元千葉県や東京都下ラグビースクー
ルなどの14チームで開催しました。
こうした取り組みを通じて、次世代を担う青少年の健全な
育成はもちろん、スポーツ文化としてのラグビーの啓発、
さらには競技人口の拡大・底上げへと、貢献できればと考え
ています。

■ 第2回シャイニングアークスカップ

東日本大震災復興支援の取り組み
NTTコミュニケーションズでは、2011年3月11日の東日本

大震災で被災した方々に対して、ラグビーを通して継続的に
風化させることなく何かできることはないかと考え、試合で
の得点「1点×10円」をシャイニングアークスの全選手・スタッフ
から集め募金することで、ラグビーを通した被災地復興支援
を行っています。2016-2017シーズンでは、福岡県北九州
市 にて「JAPAN RUGBY DREAM MATCH 2017 トップ
リーグオールスター『 FOR ALL チャリティーマッチ2017』」
を開催し、入場収入およびチャリティーオークション等の大会
収益を寄付しました。大会収益の500万円は「いわての学び
希望基金」、「東日本大震災みやぎこども育英募金」、「東日本
大震災ふくしまこども寄附金」に活用され、主に東日本大震
災で被災した子供たちの支援に役立てられています。
このシャイニングアークスの活動がトップリーグ全チーム
に広がり、規模を大きく拡大することができました。

■ シャイニングアークスを中心とした、ジャパンラグビー トップリーグ
での募金活動

参加チーム 金額 使途

2011-2012
シーズン NTT Comのみ 366,525円 日本赤十字社へ寄付

2012-2013
シーズン NTT Comのみ 404,800円 宮城県ラグビー協会へ寄付

2013-2014
シーズン

トップリーグ
全チーム 約200万円 2014年6月に行われた日本代表の 

試合に被災地の子どもたちを招待

2014-2015
シーズン

トップリーグ
全チーム 2,306,040円

・岩手県釜石市の子どもたちを対象
としたチャリティーイベントの開
催（2015年10月24日実施）
・岩手県釜石市の子どもたちを

LIXIL CUP 2016に招待

2015-2016
シーズン

トップリーグ
全チーム 2,270,170円 熊本地震被災地ラグビー教室

2016-2017
シーズン

トップリーグ
全チーム 2,252,561円 未定
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外部団体への参画

より良い社会づくりに向け、企業には、官民をあげた
先進的な取り組みや、業界をまたぐ横断的な取り組み
に積極的に関与することが期待されています。国連
SDGsの目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」
においてもその重要性が唱えられるなど、その活動の
社会的な意義は、強まり続けています。私たちは、多様
な組織と連携し、業界を率先する施策に挑戦します。

私たちのアプローチ

ネット犯罪防止への貢献
インターネット利用者の安全・安心を守る取り組み
マルウェアによるセキュリティ上の被害は増加の一途を
たどっており、例えば、マルウェアを悪用したサイバー犯罪
の1つであるインターネットバンキングの不正送金について、
国内の被害額は2016年通年では約16億8,700万円に達し
ています（警察庁調べ）。不正な通信の被害を避けるためには、
利用者が個々にセキュリティ対策を行う必要がありますが、
感染していても気づかないような挙動をするものも多く、
対策を浸透させるのは容易ではありません。
これを受けNTTコミュニケーションズは、お客さまがお申し
込みや設定をすることなく無料でご利用いただけるマルウェア
対策サービスを国内 ISPとしては初めて提供するなど、より
安全・安心にインターネットをご利用いただく仕組みづくり
へと積極的に取り組んでいます。

また、NTTコミュニケーションズは、総務省が2013年11月
から開始した、官民連携による国民の安心・安全なインター
ネット環境を実現するために、インターネット利用者の端末等
の脆弱性を狙うサイバー攻撃からの被害対策支援プロジェクト
「ACTIVE（Advanced Cyber Threats response InitiatiVE）」
に参画しており、マルウェア感染対策の具体的な取り組みと
して、「マルウェア不正通信ブロックサービス」において、
NTTコミュニケーションズが利用している悪性サイトリストに
加え、ACTIVEが作成するリストを相互に共有・活用すること
で悪性サイトリストの判定精度をあげ、お客さまのマルウェア
感染被害拡大防止や感染の注意喚起を行い、マルウェア感染
根絶の取り組みに努めています。

子どもの健全な成長への貢献
児童ポルノ対策に向けた業界横断での取り組み
児童ポルノのブロッキングは、児童の人権の保護はもちろん、
児童の人権侵害への加担防止など、安心・安全なインター
ネット利用環境の確保のために重要な課題です。特に2010年
に政府が公表した「児童ポルノ排除総合対策」を契機に、ISP
などの関連事業者による自主的なブロッキング実施も含めた
積極的な制度づくりが官民連携で続いています。こうした中、
2011年NTTコミュニケーションズグループをはじめ、プロ
バイダーや検索サービス事業者、フィルタリングサービス
事業者などの有志が中心となってインターネットコンテンツ
セーフティ協会（ ICSA）を設立。児童ポルノ画像へのアクセス
を強制的に遮断するブロッキング対象情報の適切な作成・
管理と、会員事業者に対する児童ポルノ掲載アドレスリストの
提供を同年4月より展開しています。

具体的には、NTTコミュニケーションズグループの「goo」
「ぷらら」「OCN」では、ICSAの提供する児童ポルノ掲載アド
レスリストをもとにアクセス制限を実施しています。また
2011年より、ICSAから提供される児童ポルノ掲載サイト
リストに即し各種 ISP側での児童ポルノ画像のブロッキング
が開始されたことを受け、NTTレゾナントが運営する各種検索
サービスにおいても対応を行っています。
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人材の尊重

人材の尊重

私たちがめざすもの：「プロ意識の高い職場」と「多様性を尊重しあう公正な職場」

私たちは、「CSR基本方針」に則り、社員一人ひとりの多様性を尊重し、自己実現可能な職場環境づくりに取り組んでいます。
「プロ意識の高い職場」と「多様性を尊重しあう公正な職場」を実現するためには、社員の自主性の啓発はもちろん、それを可能とする仕組みづくりが重要
です。この考えにもとづき、公正な人材の処遇および育成制度の整備、多様性を尊重する職場づくり、社員の健康維持・増進を図る施策の充実などを、グループ
全体で取り組むべき施策の中心と位置づけ、継続的な改善を推進しています。
近年、経済のボーダレス化を受け、お客さまひいては私たちの事業もグローバルシームレス化を続けています。グローバルなサービスを提供できる情報
通信のプロフェッショナルとして、高い倫理観の企業活動で社会的責任を果たします。

人事データ
従業員数および新規採用数の男女別内訳

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

従業員数 6,850人 6,850人 6,500人 6,450人 6,350人

男性 5,900人 5,900人 5,550人 5,500人 5,350人

女性 950人 950人 950人 950人 1,000人

新規採用数
（うち外国籍）

212人
（36人）

223人
（29人）

219人
（36人）

195人
（22人）

201人
（34人）

男性 148人
（23人）

167人
（18人）

149人
（19人）

148人
（8人）

128人
（14人）

女性 64人
（13人）

56人
（11人）

70人
（17人）

47人
（14人）

73人
（20人）

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体、出向者除く）

People

重点活動項目
■ 人材の育成　■ 多様性の尊重と機会均等　■ 社員の健康維持・増進　

SDGs
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CSR指標に即した活動の成果

2015年度から2016年度にかけ外部を交え実施した重要性（マテリアリティ）再検証を受け、重点領域「人材の尊重」を遂行するための重点活動領域の
拡充を実施しました。特に近年、国連SDGsやGRIガイドラインなどのグローバルなイニシアチブを契機に、人材との共栄関係の構築やディーセントワーク 
（働き甲斐のある人間らしい仕事）の徹底など、社会の期待が高まっているテーマを踏まえ、同領域の重点活動項目を拡充。「人材の育成」「社員の健康維持・
増進」を新たに加えることで、より多面的な中期目標を設定しました。
新たな重点活動項目に即した活動の初年度となった2016年度は、設定した目標に対し、おおむね「達成」または「ほぼ達成」することができました。

2017年度は、それぞれの活動成果を踏まえ、さらに多様性が尊重され、かつ人材が活きる企業グループへと、より踏み込んだ取り組みを図ります。

2016年度の活動実績および2017年度目標

重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

人材の育成

モチベーション
の維持向上

NTT Comグループの社員のモチ
ベーション維持向上

・管理者による社員のモチベーション維持
向上を目的とした施策の実施
・ 海外グループ会社を含めたグループ横断
での社員意識調査の実施拡大

・ 組織主体による管理者と部下間のコミュニ
ケーション活性化・チームビルディング等
の研修を実施
・ 海外Affiliates会社を含めたグループ横断
での社員意識調査の実施にむけたトライア
ル検討実施

全社員アンケートにおける「上司と
キャリアゴールについて話し合って
いる」の評価が改善（ポジティブな回
答割合61.4%→65.5％、+4.1P）

★★☆

・ 全社員アンケートを通じた継続的な社員の
モチベーション維持向上の実施
・ 海外Affiliates会社を含めたグループ横断
での社員意識調査の実施拡大

組織内 国内外 
グループ

キャリア開発
プログラムの
構築

新規事業分野における全社的なスキ
ルの向上を行う環境の整備 1人あたりの研修時間15時間

新たな専門分野（サブカテゴリ）としてデータ
サイエンス、知的財産を追加し、全社的なス
キルの向上を図る

1人あたりの研修時間：19時間 ★★★ 1人あたりの研修時間：
19時間以上 組織内 国内 

グループ

多様性の尊重
と機会均等

多様な人材の
雇用・登用

・ 女性社員の育成・支援策の推進に
よる女性管理者比率の向上
・ 障がい者雇用のさらなる促進を実施

・ 2020年度女性管理者比率8.9%達成に向
けた施策の継続実施
・ NTT Comグループ横断での障がい者雇
用の促進

NTT Comに限らず、ダイバーシティ推進に
向けて独自の施策（女性管理者との対話会
等）に取り組む国内Affiliates会社が増え、
NTT Comグループ全体での活動へ拡大

・ 年間のべ300名の社員が各組織
の施策へ参加
・ 女性活躍推進法「えるぼし」の最上
位（3段階目）認定を取得
・ NTT Com単体で2016年雇用率
（6/1時 点）2.0%達 成し、行 政
（国）より障がい者雇用調整金受給
予定（2年連続）

★★★
女性管理者との対話等を通じた組織・国内
グループ会社主体の活動を継続実施し、引
き続き社員のキャリア意向の向上を図る

組織内 国内 
グループ

グローバル 
人材の育成

あらゆる階層・国において、事業要請
にもとづき柔軟な活躍の場の提供

NTT Comから海外へのトレイニー派遣70人、
海外からの受け入れ20人規模で実施

派遣先として今後の事業に不可欠なソフト
ウェア開発力・技術力アップにつながるポス
トを拡大。また、設立現地法人だけでなく、
M&A会社からも広く受け入れ（22名中6名）
を実施

派遣者は68名派遣を実現。受入に
ついては22名実施。 ★★★

新規の会社への派遣および受け入れを実施
するとともに、派遣者50名、受入者20名を
目標とする

組織内 国内外 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった
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重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

社員の 
健康維持・ 
増進

ワーク・ライ
フ・バランス
の尊重

働きがいのある職場づくりや社員の
ワーク・ライフ・バランスの向上

全社WORK-LIFE委員会として、「年間総労
働時間の縮減」の実現と「社員のワーク・ラ
イフ・バランス」の向上を図る
・ 定時退社推進月間の実施（8月・11月）
・ 終業時間を意識した業務遂行に向けた施
策の実施
・ 生産性向上・コミュニケーションの活性化
等を目的とした社内ニュースの配信
・ ブリッジ休暇やプラス1休暇推進等、休暇
取得しやすい環境づくり
・ 過重労働者（時間外労働の多い社員・年
休取得日数の少ない社員）の削減

・ 各職場毎での「自粛日追加設定」「時間外
上限時間の設定」
・ 個人別の労働時間（時間外や年休）の見え
る化
・ シンクライアントアンマッチリストの作成に
よる、適正な勤務管理
・ 適正な服務を啓発するハンドブックの作成
・ 全賃金支給日（12カ月）のWLニュースの
配信
・ 定時退社推進月間（8月、11月）

・ 年間総労働時間（1,909h▲16h）、
時間外（268h▲18h）ともに対前
年比削減
・ 定時退社推進月間（対前年）
 8月：▲0.2h、11月：▲5.1h
・ ES調査結果より「休暇を取得しや
すい職場環境」のネガティブ回答
の減少（7.4%⇒4.5%）

★★★

働き方改革の加速
・ 全社員20時退社推進（深夜勤務の原則
禁止）
・ 定時退社推進月間の実施（8月・11月）
・ リモートワークの推進 
（在宅勤務の全社員拡大、セキュアな
ワークスペースの提供）
・ フレックス/シフト勤務/変形労働制の検討
･導入
・ マネジメント層からの改革（業務の棚卸、
断捨離）

組織内 国内 
グループ

労働安全衛生
の徹底 安全で快適な職場環境を維持 ・ 健康診断受診率100%

・ 職場点検の実施 ・ 各組織と連携した未受診者への受診勧奨 ・ 99.82% ★★☆ ・ 健康診断実施率100% 組織内 国内 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった
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人材の育成

企業が人材育成を後押しし、社員とのサステナブル
な共栄関係を築くことは、国連SDGsの目標8「働きが
いも、経済成長も」実現に向けた基盤ともいえ、国内外
企業において重要な経営課題としてクローズアップさ
れています。NTTコミュニケーションズグループは、
社員自身が現場力を持って事業運営する会社を目指
して、「プロフェッショナル人材育成プログラム」を人材
育成方針の柱と定め、グループ全体での実施を推進
しています。同プログラムでは、まず目指す人材像を
定義して求められるスキルを可視化し、次に各個人の
スキル診断を実施し現状とのギャップを把握し、ギャップ
を埋めるための効果的な配置、育成施策を検討すると
いうサイクルで継続的改善を図っています。同プログ
ラムの実施率は、2010年度にほぼ100%になり、定
着しています。社員のスキルについても底上げ、トッ
プ層拡大ともに一定の成果が得られたと考えています。
現在は、グローバル化の加速による企業競争力の
強化を目指し、「グローバルな人材づくり」を重視した
施策を推進しています。実務経験が最も効果がある
という考え方は継続しつつ、中期的な成長戦略にそっ
た人づくりを視野に、特に専門性の強化につながる人
材育成に取り組んでいきます。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制
プロフェッショナル人材育成プログラム

NTTコミュニケーションズは、お客さまニーズの多様化・
高度化・複雑化、新たなビジネス・消費モデル遷移のスピード
化、グローバリゼーションの加速など、事業環境と顧客ニーズ
の変化を踏まえ、世の中に通用し活躍できる現場のプロフェッ
ショナル人材の育成を強化しています。具体的には、目指す
べきプロフェッショナル人材像を9の専門分野に分類し、
それぞれのカテゴリごとに、実践型の知識・経験・スキル、
社員共通に求められる現場力・専門性など、社内／社外両方
の視点から専門分野ごとに必要とされるスキル基準を設定
しています。これをもとに、一人ひとりが、各専門分野での
プロフェッショナルになるよう能力開発の支援に取り組んで
います。引き続き、専門分野やスキル基準については市場の
変化や事業戦略に合わせ柔軟に見直しを図っていきます。

2016年度の主な成果と今後
私たちは、プロフェッショナル人材育成プログラムに即した

キャリア開発プラン（CDP）にもとづき、専門性を高める施策
を充実させています。具体的には、全社員のスキルチェック
を毎年実施しつつ公的資格の取得も促進しているほか、社
員一人ひとりに見合った研修を豊富なメニューの中から選択
できるよう、育成プラットフォームを整備しています。

2016年4月現在、NTTコミュニケーションズではスキル
アップ研修736コース、スキルアップ支援講座（通信教育など）
192コース、自己啓発支援講座101コースを揃えています。
今後は事業のグローバル化を踏まえたキャリア開発メニュー
のさらなる拡充を行う予定です。

■ 9つの『目指すべき人材像』

①セールス

②サービス企画 /マーケティング

③オペレーション企画

④エンジニアリング

⑥ICTコンサルティング

⑦財務

⑧法務

⑨スタッフ

⑤サービスマネジメント /
プロジェクトマネジメント

・コーポレートセールス

・コロケーション
・ネットワーク
・クラウド

・アプリケーション
・ボイス
・セキュリティ

・マネージド ICT

・料金 ・デリバリ・SO ・保守

・データセンター
・インフラネットワーク
・IP ネットワーク
・サーバー&ストレージ

・ソフトウェア開発
・アプリケーション
・ボイス
・セキュリティ

・知的財産
・データサイエンス

・経営戦略
・事業計画

・労務更生
・人事

・広報
・総務

・調達

・パートナーセールス

[ メインカテゴリ ] [ サブカテゴリ ]
本人のCDPを管理する単位 本人のスキルを把握する単位

・コンシューマ＆
SMEセールス
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人材育成・評価の仕組み
教育・研修制度

NTTコミュニケーションズでは、社員のスキルアップを図り、
適切なキャリア形成を促すために、多様な研修プログラムを
用意しています。
新入社員研修では、NTTコミュニケーションズグループの
戦略や制度を理解するとともに、ビジネスの前提となる「基
本動作・心構え」を学び、お客さま視点を持って業務に取り組
むことの大切さ、重要性の理解を深めます。
すべての社員は各自のキャリア開発プラン（CDP）を作成

し実践経験を積みつつ、上長と相談し研修コースを選択・決定
しています。研修メニューは、社員アンケートの結果などを
参考に、より実践的で適切な内容に見直すとともに、プログ
ラムとしての体系化も常に図っています。

■ 人材育成施策の体系

若手育成プログラムの拡充
NTTコミュニケーションズは、グローバルに活躍できる
人材の育成を目指した海外派遣プログラムを実施しており、
2011年度からは対象を若手社員へと広げました。このプロ
グラムでは、社員が海外で1年間のOJTを通じて、実践的かつ
グローバルに通用するスキルを身につけます。2016年度は
68人を海外へ派遣しました。

社内公募制度
意欲のある人材がより幅広いフィールドで活躍できる

チャンスを提供するために、｢社内公募制度｣を設けています。
年齢を問わず広く社員に利用されており、NTTコミュニケー
ションズグループ内およびNTTグループ内にて公募を実施
しています。

■ 注力したポスト

・ グローバル事業の充実・強化に向けた人材
・ クラウド系サービスの充実・強化に向けた人材
・ セキュリティ系サービスの充実・強化に向けた人材
・ 上位レイヤ系サービスの充実・強化に向けた人材
・   グループトータルパワーの最大限発揮に向けた、グループ
会社の充実・強化に資する人材

2016年度は約70人の社員がNTTコミュニケーションズ
グループ内およびNTTグループ内の希望先の部署へ配属
されました。今後も、社員のキャリア形成支援と組織活性化を

目的に積極的に社内公募制度を運用しつつ、事業ビジョンの
達成に向けて強化領域での募集ポストを設定していく予定です。

人事評価
NTTコミュニケーションズは、社員のチャレンジ意欲の向上

と高いパフォーマンスの発揮を促すことを目的に、これまで
とおり公正性・透明性を重視しつつ、これまでよりも成果・
業績を重視した人事・給与制度への見直しを図りました。
こうした処遇体系のもとでは、リスクを恐れずお客さま第一
の視点でスピードと勇気を持って変革する姿勢や、チャレンジ
した目標に対する成果を的確に把握・評価していくことが重要
であることから、社員による主体的な目標設定と振り返りを
促すとともに、少なくとも半期ごとに上長との面談の機会を
設けるなど、納得性の高い適切な制度運用に努めています。
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モチベーションの維持・向上
社員満足度の継続的調査

2011年度から社員満足度調査を行い、調査結果を踏まえ
た課題設定と施策を実施することで社員の働きがいの向上
や生産性の向上を目指しています。2014年度からは新たに、
働きがいに関する調査・分析を行っているGreat Place To 
Work®*の働きがいを示す数値指標もベンチマークとして
活用し、自社の強み弱みを客観的に把握することでさらなる
社員満足度の向上に努めています。

* 働きがいに関する調査・分析を行い、一定の水準に達していると認められた会社や組織を
有力なメディアで発表する活動を世界40カ国以上で実施している専門機関

【調査内容】 

・実施時期：2016年12月
・調査対象：国内NTTコミュニケーションズグループの社員・契約社員など
・回答者：12,819人

社員の声を活かす仕組み
NTTコミュニケーションズは、社員がやりがいや喜びを感じ

られる企業風土づくりを推進するため、社員とのコミュニケー
ションを重視しています。社員からの自由な提案をダイレクト
に、そして迅速に、経営や事業に反映する風通しの良い環境
づくりを目指しています。
具体的には、2006年7月に「カイゼン推進室（現 デジタル・

カイゼン・デザイン室）」を立ち上げ、組織の壁や上司の壁を
超えて社員から建設的な提案を吸い上げる仕組みを「ダイレ
クトライン」として制度化しました。2011年5月に、それまで
「プロセス上の課題」と「改善策」両方の提案が必要だった
ものを「プロセス上の課題」だけでも提案可能にするなど、

より提案しやすいものにして名称を「カイゼンサポートライン」
に変更しました。
提案内容と対応状況についてはイントラネットに「カイ

ゼンポータル」を設けることで見える化し、活動のさらなる活
性化を目指して提案者と対応者を表彰する制度を2008年度
より実施するなどの取り組みにより、さまざまなプロセス効
率化の成果があがっています。
これまでの提案数は1,079件（2016年8月31日時点）と
なっています。今後も社員の気づきの機会が増え、さまざまな
アイデアがタイムリーに反映される環境づくりを継続していき
ます。

社員のモチベーション向上施策「 IoTコンテスト」
NTTコミュニケーションズグループの未来を広げる取り
組みとして、私たちはかねてより、新しいアイデアを広く募
集し、サービス開発につなげるための多彩な施策を展開し
ています。この一環として、2016年度から新たに、IoTを
主体においた「 IoTコンテスト」を実施しています。2017年2月、
デジタライゼーションの推進へと組織横断で「Fun to Work
する」ことを目的に行われた同コンテストには37チームが参
加。2日間で約900人にのぼった来訪者と共にIoTの活用へと
楽しみながら挑戦する契機となりました。今回のコンテストで
はNTTコム エンジニアリングがキャプテンを務める「脳ログ
（Know Log）」が最優秀賞を受賞しました。これは脳波を計測
することで、現在の感情を読み取ることができ、さまざまな分
野で応用が可能です。
今後も、社員のモチベーション向上だけでなく、新たなサー

ビス発見に向けた取り組みを推進していきます。

■ IoTコンテスト

労使関係
NTTコミュニケーションズでは、労使対等を基本とし、
主体性と責任ある労使関係のもとに話し合いを重視し、雇用、
労働条件のほか、事業運営上の諸課題に関わる事案の労使間
協議により相互理解を図り、実施に移しています。
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多様性の尊重と機会均等

NTTコミュニケーションズグループでは、性別や
性的指向・性自認、年齢、人種、国籍、障がいの有無
などに関わらず、多様な人材が活躍できる職場づくり
に取り組んでいます。多様な人材を活かし、経営戦
略で掲げる目標を達成するため、2008年4月に「ダ
イバーシティ推進室」を設置し、女性キャリア開発支
援、障がい者雇用の促進、ICTを活用した環境整備と
生産性向上を目的とした「働き方改革」、ダイバーシ
ティの定着などを中心に活動を実施しています。中
でも女性活躍の推進は、国内では女性活躍推進法に
よる官民連携での施策推進が進み、また世界的にも
国連SDGsの目標5「ジェンダー平等を実現しよう」
に即しグローバル企業による率先垂範が求められるな
ど、社会からの期待が一層高まっていることを踏まえ、
私たちもさらに先進的で踏み込んだ活動を推進して
います。また近年は事業活動のグローバル化を受け、
国籍の多様性も進んでいます。それに対応するため、
2010年よりグローバル人材マネジメント（GHRM）施
策の拡大にもヒューマンリソース部を中心に取り組ん
でいます。
こうしたことからダイバーシティの推進は、多様性
を活かした新たな価値創造による事業の持続的発展
に必要不可欠であると位置づけ、社内外に経営層の
トップメッセージを発信、浸透させています。

私たちのアプローチ
2016年度の主な取り組みと今後

2016年度は、年々向上する女性管理者比率の引き上げを
継続推進するだけでなく、数年後にはベテラン社員層のウェ
イトが高まっていく中で、今後既存事業の改革と新たな成長
分野へチャレンジしていく必要があるという認識のもと、定年
再雇用後の働き方も見すえつつ、チャレンジ意欲の向上と高い
パフォーマンスの継続的な発揮、さらにはモチベーションを
持って働き続けられるよう、50歳代の社員にキャリアデザイン
の構築に向けた取り組みを推進してきました。
さらに、2011年度から継続実施している「働き方改革」に
ついては、時間や場所にとらわれず、効率的・自律的に生産性
の高い働き方を実現するためのスマートデバイス環境が整い、
それらを使って業務の効率化を実現する働き方の実践や
ペーパーレス会議の実施促進を行いました。これらの取り

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
室
発
足

グローバル人材開発
の強化とワーキング
スタイルの変革
今後、注力する取り組み
・働き方改革
・女性の意識改革
・業務プロセス改善

第１期 第２期 第３期
D&Iの基盤づくり 取り組みの強化 多様性へのさらなる対応

2008年 2011年 2013年 2017年

復職支援のための情報共有／研修実施
制度改定／イクメン支援

女性活躍に向けた研修の実施（リーダー育成・キャリア形成）
仕事と介護の両立支援

LGBT

ベテラン社員活躍推進

働き方改革／在宅勤務

グローバル人材の活用
グローバル人材育成働き方改革

女性キャリア支援
女性活躍支援
障がい者雇用促進

主な外部評価
2015年度

2016年度

施策、指針、推進体制
ダイバーシティ推進

NTTコミュニケーションズグループでは、多様化するお客
さまのニーズにこたえるため、さまざまな個性やバックグラ
ウンドを持つメンバーがお互いを尊重しながら、多様な価値観
をぶつけ合い、それぞれが持てる力を十分に発揮し、新たな
アイデアやビジネスを生み出す環境づくりを進め、ダイバー
シティの定着に取り組んでいます。

■ ダイバーシティ推進　基本方針

■ ダイバーシティ＆インクルージョン施策の推移

● 経営戦略で掲げる目標を達成するため、社員の多様性を
活かす企業風土を醸成する。

● 自ら変革・創造を推進する人材を創るため、社員の才能や
能力を最大限に発揮できる環境を作り続ける。
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組みの結果、新たに創設された総務省選定「テレワーク先駆
者百選」に認定（2016年4月）されました。生産性を向上させ
ることにより、「人材」である社員それぞれのワーク・ライフ・
バランスを確立し、一人ひとりが健康で活き活きと能力を発
揮できる風土の醸成を推進することを目標として、プロジェク
トを継続進行しています。加えて、グローバルな人材の多様
化促進については、引き続き外国人学生の採用や海外グルー
プ企業との人材交流プログラムなどを実施しています。

多様な人材の雇用・育成・登用
女性活躍推進

NTTコミュニケーションズでは、多様な人材が活き活きと
働く機会を実現するために、さまざまなステージにおけるキャ
リア開発支援を行っています。2016年度は、NTTグループ
における「女性管理者倍増計画」宣言に合わせた、女性管理
者比率目標に向け、女性のマネジメント層創出につながる
キャリア形成を継続して支援するとともに、女性社員の採用
にも積極的に取り組みました。これらの取り組みの結果、女性
活躍推進法にもとづく厚生労働大臣認定「えるぼし」の最上
位認定を取得（2016年5月）しています。

障がい者雇用
NTTコミュニケーションズでは、障がい者の採用に際して、

ノーマライゼーションの考えにもとづき、各人の能力を最大
限に発揮できるよう、職種・環境に対する希望を確認し、適
性を考慮したうえで、仕事内容を決定しています。

2017年3月1日現在、NTTコミュニケーションズグループ
全体で191人の障がい者の方が、営業、エンジニアなど、職種
を問わず幅広い分野で活躍しています。新卒採用活動、人材

紹介会社を活用した中途採用活動、定着支援施策を実施し、
障がい者雇用率2.05%を実現しています。

多様なキャリアデザイン
NTTコミュニケーションズでは、60歳の定年を迎えた後も、

希望者は最長65歳まで働きがいを持って働き続けられる
よう継続雇用制度を導入しています。
今後、既存事業の改革と新たな成長分野へチャレンジして

いく必要があるという認識のもと、定年再雇用後の働き方も
見すえつつ、チャレンジ意欲の向上と高いパフォーマンスの
継続的な発揮、さらにモチベーションを持って働き続けられる
よう50歳代の社員にキャリアデザインの構築に向けた取り
組みを推進してきました。

■ 再雇用者数

2014年度 2015年度 2016年度
54人 50人 43人

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体、出向者除く）

全国の人材に就業機会を提供する在宅コールセンター業務、
訪問サポート業務

NTTコム チェオでは、各企業に提供しているコンタクト
センター業務や訪問サポート業務に、在宅スタッフを個人事業
主として契約し活用しており、全国に居住する在宅スタッフ
が自宅を拠点に業務を行っています。全国の人材を対象に
就業機会を提供するために、研修育成と業務管理のプロセス
において積極的にデジタライゼーションを推進し、在宅スタッフ
の申し込みから選考、研修、業務開始までの全プロセスをイ
ンターネット経由で完結できるシステムや業務フローを構築

しています。また、業務を行う日時も自分の都合に合わせて
決めることができ、「通勤圏内居住でフルタイム勤務」という
条件がないため、転居や出産、育児、介護など、ライフスタ
イルの変化に合わせて柔軟な働き方が可能となっています。
こうした長年にわたる実績と、女性活躍、地方創生、就業
支援などへの寄与が評価され、2016年度は、公益社団法人
企業情報化協会（略称：IT協会）が主催する「第3回サービス・
ホスピタリティ・アワード」にて最優秀賞を受賞しました（2016
年9月）。
また、2017年度は、政府（総務省、厚生労働省、経済産業省、
国土交通省、内閣官房、内閣府）が、東京都および経済界と
連携して展開する働き方改革運動の中で、東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会開会式にあたる7月24日に
実施された「テレワーク・デイ」に、100人以上の大規模テレ
ワークを実施する「特別協力団体」として参画し、当日は303人
の在宅スタッフが自宅にてコンタクトセンター業務を行いま
した。
今後も、多様な人材の多様な働き方を実現するテレワーク

のさらなる普及および浸透に向けた取り組みを推進していき
ます。

→NTTコム チェオの「在宅ワーク」の詳細は、こちらをご覧ください

→「CAVA」の詳細は、こちらをご覧ください

http://www.nttcheo.com/personal/
http://www.nttcheo.com/personal/staff/
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グローバル人材の登用・育成
グローバル人材マネジメント（GHRM）の取り組み
多様な人材のさまざまな価値観を企業経営に活かす、

ダイバーシティマネジメントが注目されています。「Global 
One Team」をキーメッセージとして、私たちはグループ各社
が一体となってGHRMに取り組むことで、グローバルな人材
の活躍を推進しています。

2009年度より開始した長期出向プログラムでは、延べ
22人の海外現地採用社員が本社へ出向し、日本における
グローバルビジネスを推進しています。また2004年度より
現地法人の中堅社員層を対象として、半年間本社に出向する
プログラムを実施しています。これらのプログラムを通じ、
現地法人社員のスキルやノウハウを本社で活用し、交流して
いくことで「Global One Team」の醸成を推進しています。

2016年度は、NTTコミュニケーションズと現地法人との
双方向の人材交流を拡大しつつ、前年度から引き続き、
グローバルコミュニケーション研修、赴任前研修などを開催
しました。また、2011年7月より、海外派遣プログラムを
若手社員まで対象を広げました。これは、入社5年目未満の
社員を海外の実際の現場に派遣することにより、少しでも早く
グローバルに活躍できる社員を育成するためです。
今後も、グループ全体のグローバルビジネスをリードする、
現地法人幹部社員の育成や配置、グローバルな人材交流の
促進などを実施することにより、さらなるグローバル人材
マネジメント（GHRM）施策の拡大を目指します。

グローバル人材の採用
私たちは、急速かつダイナミックに変化していく事業環境

を踏まえ、さらなる事業の加速を目指した中期的事業方針
「ビジョン2020」を定めています。人事面でも、同ビジョンの
達成に向けたグループ人材基盤の強化に向け、競争力強化
とグローバル化に資する多様な人材の採用に取り組んで
います。具体的な取り組みとしては、国内採用市場に限らず
世界中から多様で優秀な人材を発掘・採用するため、海外
現地での採用活動を展開し、特に優秀なエンジニア人材など
の確保を図っています。現在、外国人留学生・海外大学卒
日本人などの採用に加え、海外で開催されるジョブフェアや
海外現地大学での採用活動を実施しています。2016年度
はインド・シンガポールなどで現地採用を実施しました。

LGBTに関する取り組み
LGBTなどの性的マイノリティ（以下、LGBT）に関する取り
組みとして、ライフイベントにかかわる制度の一部（特別休暇
や慶弔金等）の同性パートナーへの適用をはじめ、2016年11
月以降、順次開催した人権啓発研修などを通じLGBTに対す
る理解促進に努めました。LGBT当事者の多くがもつ悩みを
周囲が正しく理解するための職場環境づくりを推進した結果、
任意団体work with Prideが認定する企業の取り組み評価指標
「PRIDE指標」において、最上位となるゴールドに認定されま
した（2016年10月）。

■ PRIDE指標
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社員の健康維持・増進

「働きがいのある、人間らしい仕事を浸透させる。」
国際労働機関（ ILO）が1999年総会で提唱したディー
セントワークの考え方は、多くのグローバル企業の人事
および労働安全衛生施策の基礎的概念として尊重され
てきました。また近年、国連SDGsが目標8「働きがい
も、経済成長も」を設定したことなどを契機に、すべて
の人が、健康かつ活き活きと働ける仕組みをグローバ
ルに実現することの重要性に、社会の期待が集まっ
ています。
私たちはかねてより、労働安全衛生の徹底はもち

ろん、すべての職場において、社員が健康かつ活き
活きと業務に従事できる環境を維持・向上することは、
プロフェッショナルな人材が十二分に能力を発揮でき
る職場づくりの基礎ともいえます。このような観点
から、私たちは、「ワーク・ライフ・バランスの尊重」と
「労働安全衛生の徹底」を両輪とし、社員の健康維持・
増進に向けた各種施策を推進しています。

私たちのアプローチ
施策、指針、推進体制
WORK-LIFE委員会

NTTコミュニケーションズでは、働きがいのある職場づくり
や社員のワーク・ライフ・バランスの向上を目指し、WORK-
LIFE委員会を設置。これを中核組織としてグループ全体で
の取り組みを推進しています。これは会社と社員の代表者で
構成されており、「より効率的で生産性の高い働き方の実現」、
「適正な服務の徹底」に向けたさまざまな施策の展開など、
継続的に取り組んでいます。

2016年度は、終業時間の意識の醸成（定時退社推進月
間の設定等）や計画的な年休取得の促進を図るとともに、業
務効率向上やコミュニケーション活性化につながる職場の取
り組みを全社員向けにメールマガジンで定期配信するなど、
啓発活動を強化しました。また、新たな勤務制度の導入（分
断勤務）や制度の柔軟化、ログを活用した勤務実績の見える化
など、勤務時間の適正化に努めました。

労働安全衛生の徹底
労働安全衛生の徹底は各ビルで組織される安全衛生委員
会が中核組織となり、グループ全体での取り組みを継続的に
実施してきました。その主な協議テーマは、職場の衛生環境
の改善や労働災害の防止、長時間労働抑止に向けた施策の
実施など、多岐にわたります。

2016年度も、引き続きこれらテーマに即し、職場点検の
実施や健康診断受診率100%への働きかけなどをビルごと
に展開しました。

2016年度の主な成果と今後
2016年度、施策「ワーク・ライフ・バランスの尊重」は「より
効率的で生産性の高い働き方の実現」を目指した活動を展開
しました。この結果、年間総労働時間や時間外労働定量目標
において、いずれも前年度比で改善するなど、期初の目標を
「達成」することができました。
また施策「労働安全衛生の徹底」では労災発生件数の抑
制を重点課題と位置づけ啓発・励行を推進した結果実績は
9件となり、前年度（13件）対比で改善。健康診断受診率
（99.82%）と併せ、期初の目標を「ほぼ達成」しました。引き
続き、社員の健康維持・増進に向け、すべての職場を通じた
取り組みを徹底します。

■ 労働災害（業務災害/通勤災害）発生件数

2014年度 2015年度 2016年度
11件

（業務労災2件/
通勤労災9件）

13件
（業務災害6件/
通勤災害7件）

9件
（業務災害3件/
通勤災害6件）

*シンボルチーム活動（ラグビー）を除く
（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

■ 2016年度の育児・介護による休暇・休職者数

女性 男性

育児休職 141人 11人
介護休職 2人 1人

出産休暇 74人 ー
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ワーク・ライフ・バランス
仕事と育児・介護の両立支援

NTTコミュニケーションズでは、次代の社会を担う子どもが
健やかに生まれ、育成される環境の整備を行う「次世代育成
支援対策」を進めるため、社員の仕事と子育ての両立を図る
ための環境の整備や、子育てをしていない社員も含めた多様
な労働条件の整備などに取り組むにあたり、「一般事業主行動
計画」を策定し、目標達成のために継続して取り組みを進めて
います。
次世代育成支援対策推進法 *1にもとづいた行動計画に

も積極的に取り組み、厚生労働省東京労働局より「2008年・
2011年・2015年度認定事業主」として認定されました。
現在、第五次行動計画（2017年4月1日～2022年3月31
日）を策定し、社員一人ひとりが活き活きと働くことができ、
多様な働き方を互いが受容し理解し合える職場環境づくりを
継続して進めています。
さらに2016年5月には、「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律（以下、女性活躍推進法 *2）」にもとづく
厚生労働大臣認定のうち、最上位（3段階目）の認定を取得
しました。これは、女性の活躍推進に関する取り組み状況が
優良な企業を認定するもので、女性の継続就業にかかわる
制度の整備、女性のワーク・ライフ・バランスやキャリア形成
支援施策の推進に加え、女性採用比率や多様なキャリア実
現、さらには女性管理者への積極登用の成果などが評価さ
れ、認定に至りました。認定された企業は、認定マークで
ある「えるぼし」を利用することができます。

*1 次世代育成支援対策推進法：次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される
環境の整備を行う「次世代育成支援対策」を進めるため制定されました。

 国や地方公共団体による取り組みだけでなく、101人以上の労働者を雇用する事業
主は、「一般事業主行動計画」を策定するよう求められています。

 

*2 女性活躍推進法：今後急速な人口減少局面を迎え、将来の労働力不足が懸念されて
いる中で、女性の活躍の推進が重要である状況を踏まえ、職業生活において女性が
その希望に応じて十分に能力を発揮し活躍できる環境を整備するため制定されました。

 301人以上の労働者を雇用する事業主は「一般事業主行動計画」を策定するよう求め
られています。

■ 新「くるみん」マーク                  ■ 「えるぼし」マーク

働き方改革の推進
個人の「価値観」や「生活(ライフ)」の多様性を尊重し、「ライ

フ」の充実が「ワーク」の充実にもつながるとの考えのもと、社
員の幸せ・成長と会社としての生産性・創造性の向上、お客さ
まに提供する価値の増大を実現していくために「制度・ルール」
「環境・ツール」「意識・風土」の三位一体で働き方改革の各種
取り組みを展開しています。
「制度・ルール」では仕事と家庭の両立支援を目的とした在
宅勤務や時間を有効に活用できるリモートワークを推進。個々
人の事情や業務実態に合わせた働き方を実現する柔軟な勤務
制度の導入に取り組んでおります。
「環境・ツール」では、シンクライアントやBYODを導入すると
ともに、デジタライゼーションを活用した自動化・効率化等を
行っています。

「意識・風土」では休暇促進や優良事例を紹介する全社員向
けの情報発信、社員が自ら提言する「社員参加型の施策」の実
施を推進しています。
また、マネジメント層から率先して「既存業務の棚卸し、改善、
断捨離」を行うことでプロセス等の見直しを行っております。

カフェテリアプラン制度
NTTコミュニケーションズでは、社員が入社してから退職

するまでの間、それぞれのライフスタイルやニーズに応じて
公平に利用できるさまざまな福利厚生メニューを用意して
います。具体的には、社員自らのライフスタイルに合わせ、
豊富なメニュー（2016年度メニュー数：44種類）の中から
自由に選択できる「カフェテリアプラン」制度を導入しています。
また、社員のライフデザインを支援することを目的に、ライフ
デザイン相談室を設置しています（2016年度利用者：99人）。
合わせて30歳の社員に対してライフデザイン研修を実施する
とともに、59歳の社員を対象としたセカンドライフセミナー
も実施しています（2016年度参加者数：ライフデザイン研修
162人、セカンドライフセミナー137人）。
今後も社員にとって利用しやすい制度やメニューを充実

させていきます。
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各種休暇制度の計画的な取得を推進
NTTコミュニケーションズではワーク・ライフ・バランスの

向上に向け、休暇取得を推進しています。具体的にはゴール
デンウィークや年末年始など、大型連休に合わせた休暇取得
促進に向け周知などを行い、取得しやすい職場づくりに努めて
います。2016年度の有給休暇取得平均日数は17日でした。
また、社員がライフサイクルにおけるリフレッシュ、家族の介護、
ボランティア活動、リカレント学習、育児などのために、一定
期間の休暇を取得することができるライフプラン休暇制度が
あります。2016年度は847人が本制度を利用しました。

労働安全衛生と健康管理
メンタルヘルスケア

NTTコミュニケーションズでは、社員の労働安全の確保を
図るとともに、健全で快適に働くことのできる職場環境づくり
を目指して、各種施策を展開しています。
メンタルヘルス対策においては、職場のラインケアをいっそう
充実させるため、メンタルキーパー養成講座を2016年度は
164人（資格取得者総数：2,829人）に実施しました。
また、厚生労働省報告にもとづくメンタル不調リスクの高
い属性の社員に対し、カウンセリングの実施（2016年度実施
者：588人）などの各種施策を継続的に実施するとともに、
社内外における相談窓口の設置、海外出向者を対象とした
カウンセリング環境の整備などサポート体制を整えています。
今後も健全で快適に働くことのできる職場づくりに向けて、
国内グループ会社も含め各種施策を継続するとともに、さら
なるラインケアの強化などに取り組んでいきます。



CSR報告書2017 地球環境への貢献 詳細版

NTT Communication Corporation

 

32

地球環境への貢献

私たちがめざすもの：豊かな地球に貢献する、グリーンなICT企業

ICT企業における地球環境保護活動の期待は大きいと考えられます。私たちは、低炭素社会の実現、循環型社会の推進、生物多様性の保全という3つの
領域を重視した「グリーンICTビジョン2020」を掲げ、多面的な取り組みを進めてきましたが、2016年度、その成果を踏まえて強化・刷新。新たなビジョンと
して「環境宣言」、「環境目標2030」を設定しました。
活動を積極的に推進するためには、環境マネジメント体制の整備・強化が重要です。私たちは、NTTコミュニケーションズグループとしてグローバルシーム

レスな環境マネジメント体制を強化し、電力削減や効率化、物品の調達から運用、廃棄に至るまで、すべてのプロセスにおいて地球環境保護に積極的に取り
組みます。
本業の事業活動を通じて、環境にやさしい社会の実現に貢献し、健やかな地球を次世代に継承することに力を注ぎます。

基本理念とビジョン
私たちの環境保護活動は、NTTグループの定める「地球環境憲章」の理念を重んじつつ、それを私たちの事業特性に活かす「グリーンICTビジョン」として具体化。継続的な取り組み

目標と施策を設定しています。

NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章
NTTグループは、「NTTグループ地球環境憲章」を制定し、グループをあげてグローバル

な視点から環境保護を考え、活動を進めています。この理念ならびに方針を踏まえて、NTT
コミュニケーションズグループにおいても、「NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲
章」を制定し、あらゆる環境保護活動の指針としてグループ全社員への浸透を図っています。

環境宣言および環境目標2030設定
2010年、NTTコミュニケーションズグループ環境ビジョン「グリーンICTビジョン2020」

を掲げてから5年が経過しました。これを機会に、地球環境に関する世の中の動向を見すえ
つつ、2020年からさらなる未来を目指して、私たちNTTコミュニケーションズグループの
環境活動を見直しました。
私たちは、環境活動推進の指針として、地球環境の未来のため、私たちがどのような企
業でありたいかを、「NTTコミュニケーションズグループ環境宣言」としてまとめ、環境宣言
で掲げた未来を実現するための重点課題として、「環境目標2030」を設定しました。

Environment

重点活動項目
■ 社会が低炭素化している未来　■ 資源が循環している未来　■ 自然と共生している未来

SDGs

NTTコミュニケーションズグループ　環境宣言

人と地球が調和する未来のため
グローバル環境経営の最先端へ

時代を先駆ける技術やサービスの提供を通じて、 
3つのテーマに取り組んでいきます。

社会が低炭素化
している未来

世界が目指すCO2排出量の大幅削減と、 
気候変動リスクの適応に貢献します。

資源が循環 
している未来

資源の有効利用に貢献します。

自然と共生 
している未来

生態系の保全に貢献します。

http://www.ntt.com/about-us/csr/eco/details.html#ecoLink01


CSR報告書2017 詳細版

NTT Communication Corporation

地球環境への貢献
Environment

33

地球環境への貢献 CSR報告書2017 詳細版

NTT Communication Corporation

Environment

私たちNTTコミュニケーションズグループは、時代を先駆ける技術やサービスの提供を
通じて、人と地球が調和する未来の実現に向け、世界中の全社員が一丸となり環境活動に
取り組んでまいります。

環境目標2030
「環境目標2030」では環境宣言で掲げた未来を実現するための3つのテーマについて、
それぞれ取り組み目標を設定しました。なお、環境目標設定に合わせ、このたび重点活動
項目の名称も変更しました。

CSR指標に即した活動の成果
2016年度は、「社会が低炭素化している未来」「資源が循環している未来」「自然と共
生している未来」の柱に即し、すべての事業活動に伴う環境負荷の低減を図り、特にCO2

排出量の低減、廃棄物最終処分率の向上、生物多様性活動意識の向上に国内外で積極的
に取り組みました。具体的には、海外拠点における環境マネジメントの拡大、新たな温室効
果ガス削減取り組みの、廃棄物最終処分率向上施策の実施、生物多様性フォトコンテスト
の開催など、国内外グループ横断的に成果を収めました。

2017年度は、国内・海外を含め、継続して「電力消費量の削減、廃棄物リサイクルの
推進、生態系の保全活動」などを主眼に各種施策のグローバル展開、拡大を図ります。

2016年度の活動実績および2017年度目標

重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

社会が低炭素化
している未来

事業の 
低炭素化

通信事業（データセンター含む）の通信
量あたりの電力効率を、2013年度比
で10倍以上（2030年度目標）

・ 2016年度のCO2排出量を27.2万t-CO2

以下とする
- 通信、DCビルでは、負荷設備の撤去や
気流改善やルーム温度の適性化を中心と
した空調電力削減施策を実施（25.5万
t-CO2）

- オフィスビルでは、各種節電対策を継続
的に実施（1.7万t-CO2）

・ 通信設備の吸排気方向の整合
・ 温度センサー感知による気流カイゼン、 
室内温度の適正化、空調制御
・ 不要電源のOFF

・ CO2排出量：24.5万t-CO2 

（対計画▲2.7万t）
- 通信、DCビル：22.8万t-CO2

（対計画▲2.7万t）
- オフィスビル：1.7万t-CO2 

（対計画±0万t）

★★★

・ 通信設備の吸排気方向の整合 ,温度セン
サー感知による気流カイゼン、室内温度の
適正化、空調制御、不要電源のOFFなど
継続実施
・ CO2排出量：25.2万t-CO2

- 通信、DCビル23.5万t-CO2

- オフィスビル：1.7万t-CO2

組織内 国内 
グループ

製品・ 
サービスを 
通じた社会の
低炭素化

NTT Comグループによる社会のCO2

排出の削減貢献量を、NTT Comグ
ループ自身の排出量の10倍以上
（2030年度目標）

サービスやICTソリューションを提供するこ
とで、世の中のCO2排出量の200万t-CO2

以上の削減に貢献するソリューション環境ラ
ベルの取得と評価サービスにNexcenterを
追加

Nexcenterのソリューション環境ラベルを
取得

環境ラベル取得件数：  
1ソリューション ★★★

2030年に、NTT Comグループによる社会
のCO2排出の削減貢献量を、NTT Comグ
ループ自身の排出量の10倍以上とするた
め、環境ラベルの拡大を目指す

組織内・外 国内 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった

NTTコミュニケーションズグループ　環境目標2030

社会が低炭素化 
している未来

社会からのCO2 

排出削減貢献量
NTT Comグループによる社会のCO2排出の削減貢
献量を、NTT Comグループ自身の排出量の10倍以
上とします

通信事業の電力
効率

通信事業（データセンター含む）の通信量あたりの
電力効率を、2013年度比で10倍以上とします

気候変動適応 
への貢献

気候変動への適応に貢献するため、あらゆる活動を
通じた取り組みを積極的に推進します。また、ステー
クホルダーの皆さまと協働していきます

資源が循環 
している未来

廃棄物の最終 
処分率

NTT Comグループが排出する廃棄物の最終処分率
を1.5％以下とします

自然と共生 
している未来

生態系保全の 
取り組み

生態系を保全とするため、あらゆる活動を通じた
取り組みを積極的に推進します。また、ステーク
ホルダーの皆さまとも協働していきます

目指す未来 取り組み目標
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項目 実施率
不要な照明・空調・PCの電源をOFF 92%

ビルの実情に沿ったごみの分別やリサイクルの推進 58%

事務用紙の両面印刷・2 in 1印刷の実施 97%

取り組み指標と成果（海外拠点）

重点活動項目 取り組み施策 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

資源が循環して
いる未来

環境負荷の 
低い事業 
モデルの実現

環境負荷に留意した事業モデルの実施

・ 環境負荷に留意した事業モデルの構築・
維持
- 電力削減施策の実施
- 省エネ設備の導入
- 有害物質の適正な管理

・ 気流制御の全国展開
・ 省エネ設備の導入
・ PCB・アスベストの有害物質の適正な管理

̶ ★★★

・ 環境負荷に留意した事業モデルの構築・
維持
- 電力削減施策の実施
- 省エネ設備の導入
- 有害物質の適正な管理

組織内 国内外 
グループ

事業における
3Rの徹底

・ 事業活動に関わるすべての資源に 
ついて、使用量の削減（Reduce）、再 
使用（Reuse）、再資源化（Recycle）
の「3R」の推進
- 廃棄物の最終処分率改善：最終処
分率1.5%以下

・ 事業活動に関わるすべての資源について、
使用量の削減（Reduce）、再使用（Reuse）、
再資源化（Recycle）の「3R」の推進
- 廃棄物の最終処分率改善：最終処分率

2.5%以下
・ 複合機の利用状況データをもとに、組織単
位での取り組みの強化。ICT機器を活用し
たペーパーレスなワークスタイルの推進
- 一人あたりの紙使用量（事務用紙・A4換
算）：8,500枚（2010年度比30%削減）

・ 「3R」の推進
・ 処理フローの確認、サーマルリサイクルの
推進による最終処分率改善施策を実施
・ 複合機の利用状況データをもとにペーパ
レスなワークスタイルを推進

最終処分率：1.2%
一人あたりの紙使用量：6,289枚 ★★★

・ 事業活動に関わるすべての資源について、
使用量の削減（Reduce）、再使用（Reuse）、
再資源化（Recycle）の「3R」の推進
- 廃棄物の最終処分率改善：最終処分率

2.4%以下
・ 複合機の利用状況データをもとに、組織単
位での取り組みの強化。ICT機器を活用し
たペーパーレスなワークスタイルの推進

組織内 国内 
グループ

自然と共生して
いる未来

生物多様性に
配慮した設備

・ NTTグリーンビルディングの考え方
にもとづいた設備構築・維持・改修
・ 生物多様性の保全に関する行動指
針の遵守

・ NTTグリーンビルディングの考え方にもと
づいた設備構築・維持・改修
・ 生物多様性の保全に関する行動指針の 
遵守

・ NTTグリーンビルディングの考え方にも
とづいた設備維持
・ 生物多様性の保全に関する行動指針の
遵守

̶ ★★★

・ NTTグリーンビルディングの考え方にもと
づいた設備構築・維持・改修
・ 生物多様性の保全に関する行動指針の
遵守

組織内 国内外 
グループ

ICTを活用し
た生物多様性
への貢献

ICTを活用した生物多様性への貢献・
対応 ICTを活用した生物多様性への貢献・対応

・NTTぷららの事業と連動したサンゴの保護
活動
・ みまわり楽太郎の拡大

̶ ★★★ ICTを活用した生物多様性への貢献・対応 組織内・外 国内外 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった

*1 CO2排出係数は、0.33kg-CO2/kWhを使用しています。
*2 最終処分率：最終処分場に持ち込んだ量÷総排出量
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環境マネジメント

環境負荷削減に向けた推進体制と2016年度の
取り組み
私たちは、環境保護活動を継続的に推進していくため、
課題別のワーキンググループを編成し、国内外のグループ
会社一丸となって環境問題に取り組んでいます。具体的には、
グループ会社で地球環境保護推進部会を年1回開催し、温室
効果ガスの削減や廃棄物量の削減、環境ソリューションの推進

など多岐にわたる領域の全体計画を策定するとともに、活動
成果などの情報共有や水平展開の促進を図っています。特に
近年はScope3を通じサプライチェーンレベルでの環境負荷
の把握と抑制にも力をいれており、2014年度以降、対象と
なるカテゴリの範囲の拡大を進めています。
国内拠点の環境マネジメント体制としては、14社で環境

保護活動を推進しています。海外拠点においては、グローバル

環境マネジメント推進を目的に、マネジメント拠点の拡大や
環境担当者の設置を継続し、取り組み情報の収集・共有基盤
の強化を図りました。今後は、グローバル環境マネジメント
会議を開催し、さらなる環境負荷低減につなげていきたいと
考えています。

■ 環境保護の推進体制図

ワーキンググループ 主な取り組み項目

建設廃棄物対策WG
● 建設工事から排出される産業廃棄物の適正処理およびリサイクルの推進
● アスベスト撤去・更改に関する行政報告

PCB保管・処理WG
● PCBの適正保管、処理計画の策定
● PCB管理状況に関する行政報告

グリーン購買WG
● グリーン購買の推進
● グリーン購買ガイドラインのサプライヤへの浸透

環境ソリューションWG
● エネルギーや資源の有効活用、環境負荷の低減に寄与するICTサービスの創出
● 環境に配慮したサービスの情報発信・プロモーション

温室効果ガス削減WG
● 通信/データセンター、オフィスビルの省エネルギー施策の計画と実施
● 国内外の温室効果ガス排出などの法令への対応

オフィス環境対策WG
● オフィス活動における「紙・ゴミ・電気」を中心とした環境負荷低減活動の推進
● 各事業部内の先進的な取り組み事例の共有と水平展開

撤去通信設備WG
● 撤去通信設備に関する法的適正処理、管理の徹底
● リサイクル率向上施策の計画と実施

グループ会社WG 
● NTT Comグループ会社における環境保護活動の情報共有・水平展開
　 〈国内〉〈北米〉〈南米〉〈東アジア〉〈東南・南アジア〉〈オセアニア〉〈ヨーロッパ〉

社長

CSR委員会
（CSR推進室）

地
球
環
境
保
護
推
進
部
会（
環
境
保
護
推
進
室
）

容器包装リサイクルWG ● 容器包装リサイクル法への適正な対応

環境会計WG ● 経営に資する環境会計の構築、実績分析、報告
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事業活動に伴う環境負荷
2016年度のマテリアルフロー

お客さま ICT 活用による環境負荷削減

事業プロセス

調達

通信設備

オフィス

販売

Reuse
Recycle

INPUT

調達
グリーン調達 90 万個
企業体制評価数 5 社

通信設備
電力（通信設備） 6 億 6,783 万 kWh
燃料（通信設備） 245 万リットル
ガス 63 万 m3

熱 275 万 MJ

オフィス
電力 3,922 万 kWh
水 21 万 m3

紙 317t

販売
紙（パンフレット） 0.277 万 t
請求書 186t
燃料（自動車） 35 万リットル

OUTPUT

通信設備
電力使用 23 万 t-CO2

燃料使用 0.66 万 t-CO2

ガス使用 0.14 万 t-CO2

熱 0.02 万 t-CO2

一般廃棄物（総排出量） 876t
産業廃棄物（総排出量） 1,531t
一般廃棄物（最終処分量） 7t
産業廃棄物（最終処分量） 7t

販売
燃料使用（温室効果ガス） 0.1 万 t-CO2

オフィス
温室効果ガス（電力） 1.8 万 t-CO2

一般廃棄物（総排出量） 957t
産業廃棄物（総排出量） 302t
一般廃棄物（最終処分量） 19t
産業廃棄物（最終処分量） 0t

Reuse
撤去設備の社内再使用 79 品
装置・パッケージなど 4,135 台
加入者端末機回収量 460,000 台
撤去光ケーブル再利用量 20km
Recycle
同軸ケーブルのリサイクル 0km
機密情報書類回収量 335t

Scope3排出量の算定
算定にあたっては、環境省や他の省庁が調査した排出原
単位データベースなどを参照し、対象カテゴリ範囲を拡大し、
15項目の中で関連する10カテゴリの算定を行っています。

■ カテゴリ別のScope3排出量

カテゴリ 構成比率 排出量（t-CO2）
カテゴリ1「購入した製品・サービス」 29.64% 1,243,688

カテゴリ2「資本財」 17.02% 714,298

カテゴリ3「Scope1,2に含まれない燃料及び
エネルギー関連活動」

2.33% 97,880

カテゴリ4「輸送、配送（上流）」 0.28% 11,560

カテゴリ5「事業から出る廃棄物」 0.00% 154

カテゴリ6「出張」 0.34% 14,378

カテゴリ7「雇用者の通勤」 0.29% 12,185

カテゴリ11「販売した製品の使用」 47.10% 1,976,614

カテゴリ12「販売した製品の廃棄」 2.20% 92,420

カテゴリ14「フランチャイズ」 0.80% 33,368

合計 100.00％ 4,196,545
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2016年度の環境会計
NTTコミュニケーションズグループは、環境省の「環境会計

ガイドライン2005年版」およびNTTグループ「環境会計ガイド
ライン」にもとづいて、環境保全コスト（事業活動に応じた分
類）および環境保全に伴う経済効果（実質的効果）を集計し
ています。

2016年度の環境保全コストは、投資総額が約10.2億円、
費用総額が約10.8億円、総額は約21.1億円であり、主に
高性能空調設備に係る投資の増加により対前年度約2.1億円
の増加となりました。
一方、2016年度の環境保全に伴う経済効果は、17.2億円

で前年度とほぼ同額となりました。

■ 環境保全コスト（事業活動に応じた分類）（単位：百万円）

分類 主な取り組みの内容
投資額 費用額

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度
（1）事業エリア内コスト 693 937 468 583

内訳
1 公害防止コスト ・ 発動発電機用給油タンク設備

・ PCB使用物品管理 117 204 24 80

2 地球環境保全コスト ・ 電力使用によるCO2排出量削減対策 576 733 174 156

3 資源循環コスト ・ 廃棄物処理および再利用費用 0 0 270 347

（2）上・下流コスト ・ 通信機器などの回収・リサイクル・再利用対策 7 90 496 379

（3）管理活動コスト ・ 環境保全管理活動 0 0 69 65

（4）研究開発コスト ・ NTTグループ環境関連研究開発費の負担分 0 0 169 57

（5）社会活動コスト ・ ボランティア参加支援費用 0 0 5 5

（6）環境損傷対応コスト 0 0 0 0

合計 699 1,027 1,206 1,089

■ 環境保全に伴う経済効果（実質的効果）（単位：百万円）

2015年度 2016年度
収益 売却（ケーブル・金くずなど）による収益効果 90 104

費用削減

省エネ施策による電力料金削減額 722 617

撤去通信設備の再利用による購入費用の低減 408 494

マイページによる郵送費および紙資源削減額 480 505

その他 10 2

合計 1,710 1,723

集計対象期間：毎年4月1日～3月31日
集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社
集計および開示の方法：環境省の「環境会計ガイドライン2005年版」およびNTTグループ「環境会計ガイドライン」にもとづいて集計しています。
なお、費用に人件費を含みますが、減価償却費は含んでいません。
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環境マネジメント体制
ISO14001認証取得

2016年3月31日現在、私たちは、4社で ISO14001の
認証を取得しています。認証を取得した部・社では、事業活動
に伴う環境負荷の着実な低減に向けて環境マネジメントの
適切な運用とその継続的改善を行うため、社外環境コンサル
タント機関と業務委託契約し内部監査を毎年1回実施すると
ともに、外部審査機関による定期的な審査ならびに更新審査
を実施し、課題の抽出とその速やかな対処を行っています。紙
（事務用紙）使用量・電力使用量の削減、廃棄物のリサイクル
推進を中心に取り組んでいるほか、環境にやさしい社会実現
に向けた施策を進めています。

■ ISO14001認証取得会社

ISO14001認証取得会社 取得 
年月

NTTコミュニケーションズ
株式会社

プロキュアメント部 1999年 
10月

ソリューションサービス部 2004年 
3月

株式会社NTTPC 
コミュニケーションズ

2003年 
11月

NTTコム ソリューションズ株式会社 2007年 
4月

株式会社NTTぷらら 2011年 
12月

2016年3月31日現在

環境監査、環境調査について
NTTコミュニケーションズグループでは、地球環境憲章の

もと、CSR委員会の下部組織である地球環境保護推進部会
において、環境保護活動を推進する10のWG（ワーキング
グループ）が担当する各々の活動内容のPDCA報告などを
年1回実施し、課題の共有や有効事例の展開などの働きかけ
を行い、グループ全体の環境マネジメントを推進しています。

環境法令・規制の遵守
私たちは、NTTグループ各社と連携を取りながら、汚染
対策を目的とした環境法令や排出基準、PRTR法 *などの
あらゆる法令などを関連部署に周知徹底するとともに、自主
的に社内ガイドラインを設ける一方、コンプライアンス教育を
充実させ、法の遵守はもとより適切なリスク管理に力を注いで
います。なお、2016年度は、環境関連の事故・違反・罰金・
苦情など、これらに関わる訴訟および法令違反はありません
でした。今後も、環境汚染の防止と法令遵守に全社的に取り
組んでいきます。

* PRTR法：特定化学物質の環境への排出量の把握など、管理の改善の促進に関する法律
の略称

グリーン調達の推進
NTTコミュニケーションズでは、1999年に「グリーン購買

ガイドライン」を制定しました。本ガイドラインを2010年に
NTTグループで定める「省エネ性能ガイドライン」に準拠させ、
私たちが課題と考えるICT自身の省エネ化の観点を追加する
と同時に「グリーン調達ガイドライン」へ名称変更しました。

NTTコミュニケーションズでは、本ガイドラインの適用によ

り、お取引させていただくサプライヤの選定条件に自身の環
境保全への取り組みや調達品における環境保全の要素を加
えました。

NTTコミュニケーションズはグリーン調達の取り組みを通
じて、サプライヤの皆さまとともに環境保全活動のレベルアッ
プに取り組み、さらなる社会貢献の実現に寄与していきたい
と考えます。

■ グリーン調達・グリーン購入の状況

2012 
年度

2013 
年度

2014 
年度

2015 
年度

2016 
年度

グリーン調達物品量 
［万個］（事務用品以外） 138 141 120 105 90

グリーン調達物品量 
［万個］（事務用品） 26 24 25 20 20

環境教育への取り組み
私たちは、環境に対する意識向上を目的として、すべての
社員を対象に、環境教育を実施しています。また、CSR活動
の一環として、環境啓発活動を積極的に実施しており、その
対象も社員にとどまらず、社員の家族やビジネスパートナー
へと範囲を広げています。

2016年度は、全従業員を対象とした研修で、SDGsやESG
投資といった国際社会の動向についても学習しました。その
ほか、オフィスビル周辺の清掃活動、エコキャップの収集推進、
生物多様性フォトコンテストなどの取り組みを通じて、環境啓
発を実施しました。また、NTTコム ソリューションズ、NTTコ
ム マーケティングでは里山保全活動を実施し、社員の自然環
境保全活動への理解促進を図りました。
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社会が低炭素化している未来

ICTの発展や普及によって豊かな社会や快適な暮ら
しができるようになりましたが、その一方で、ICT関連
機器の消費電力の増加は、地球環境に大きな負荷を
かけています。私たちはこの認識に立ち、「通信設備」
「オフィス」「海外拠点」の3つの切り口から目標を設定
し、社員一丸となったCO2削減に取り組んでいます。
特に現在、事業活動におけるCO2総排出量の90%
以上を占める電気通信設備のエネルギー効率化には、
先進の技術の導入を業界にさきがけて行うなど力を
入れています。これらの活動は、国連SDGsの目標13
「気候変動に具体的な対策を」などの見地からも意義
が強まり続けています。私たちも、具体的な効果を強く
意識した活動を継続しつつ、私たちの事業のサプライ
チェーンの広がりを踏まえたグローバルな視点から
の取り組みも強化し続けています。

私たちのアプローチ

温室効果ガスの削減
2016年度の実績および2017年度の計画
私たちは、自社ビルに加え、テナントビルやコロケーション

サービスを提供するデータセンターなどの他社ビルも集計
範囲に含めて温室効果ガスの排出量を算出しています。

2016年度のNTTコミュニケーションズグループのCO2排
出量 *1は、24.5万 t-CO2（目標に対し2.7万 t-CO2減）で、前
年度と比較して約7.8%低減が図れました。また、2016年度
のCO2排出量あたりの売上高は、CO2排出量減少、売上高
増加により前年度比約5.4%向上しました。

通信設備では、通信・データセンタービルでは、サーバー
ルームや機械室における電力の見える化を実現し、さらに「気
流カイゼン」活動やSmartDASH®に代表されるような空調
統合制御システムを導入拡大するなど積極的に空調電力の
削減に注力しました。またオフィスでは、働きやすい職場環
境や業務の効率性を意識した省エネ活動を1年を通して実施
しました。これらにより大きな効果が得られた結果となって
います。

2017年度は、NTTコミュニケーションズグループ一丸と
なった継続した省エネ活動、R&D技術や省エネルールなど
の新規施策によりCO2排出量を、25.2万 t-CO2以下にとど
める目標を設定しました。
海外拠点における2016年度のCO2排出量は、クラウドサー

ビスやデータセンター需要が大きく増加したこと、新データ
センターの販売開始および、集計範囲の拡大により約42.1
万 t-CO2（データセンターでは約41.8万 t-CO2、事務所では
0.3万 t-CO2）と増加傾向です。海外のデータセンターでは、
LEED*2を取得したデータセンタービルに代表されるような
省エネ性能の高い建物、設備や、国内で実績の高い空調電
力削減ソリューションの展開により、電力削減に努めていま
す。2017年度もこれらの施策を継続します。
私たちは、引き続き、データセンターやクラウドサービスを
社会に提供することで、従来お客さま側に設置・運用されて
いたサーバー、空調、UPS、照明などをデータセンターに集
約し、社会の消費電力の効率化を図っていきます。

*1 CO2排出量は、電気事業連合の2020年度のCO2排出係数目標値0.33kg-CO2/kWh
（2010年6月）で算定。

*2 Leadership in Energy and Environmental Designの略。米国グリーンビルディング協会
による建築物全体の省エネ性・環境負荷を評価する格付制度。

■ 事業活動に伴うCO2排出量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
*1 薄緑色の棒グラフは、電気事業連合の2020年度CO2排出係数目標値0.33kg-CO2/

kWh を使用しています。
*2 濃緑色の棒グラフは、電力会社ごとのCO2排出係数を使用しています。

■ CO2以外の温室効果ガスの排出量（CO2換算）

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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■ 電力購入量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

■ CO2排出売上高原単位

7.1
7.8 7.6

0
2014
年度

2015
年度

2016
年度

2

4

6

8

10
（単位：億kWh）

4.68 4.91
計画値

4.96 5.23

0
2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

6

5

4

3

2

1

（単位：売上高百万円 /CO2トン）

通信設備における取り組み
2016年度の実績および2017年度の計画

2016年度のCO2排出量は、東京、大阪の新たなデータ
センターの販売開始やクラウドサーバーの増設があったが、
機械室やサーバールームの電力状況の見える化による空調
電力削減施策などの拡充・拡大により、22.8万 t-CO2（目標
に対し▲2.7万t-CO2）で、前年度に対し約8.4%減少しました。

2017年度は、データセンターやクラウドサービスの販売
が引き続き好調のためCO2排出量は増加傾向ですが、電力の
見える化を通じた継続した施策の拡大はもとより、R&D技術
の活用、気流カイゼン、通信設備の適性化を目的とした設備
撤去活動などの新規施策により23.5万t-CO2以下にとどめる
目標を設定しています。

先進の低炭素化技術を導入した、最先端のデータセンター
の建設
データセンターは、その性格上、操業するために一定量の
電力を継続的に必要とします。私たちは、グローバルなICT
企業として、データセンターの低炭素化に向け、国内外で先進
の設備や技術の導入へと積極的に取り組んでいます。
例えば、日本では、2016年に開設した「大阪第5データ

センター」において、業界に先駆けて採用した壁面吹き出し
空調方式や建物外気温を冷却に利用した間接外気冷房シス
テムなどにより、冷却効率の向上や空調機の消費電力削減
などを実現しています。また、海外では、香港最大規模の「香港 
ファイナンシャル データセンター」において2015年に実施
した拡張工事に際し、サーバーを格納するラックの冷却効率
の向上や壁面吹き出し方式の採用に加え、寒冷時は冷凍機を
停止して、冷却塔での熱交換に切り替えるウォーターサイド

エコノマイザーにより、空調システム全体のエネルギー効率性
をこれまでより約16%高めています。
引き続き、先進の設備や技術の導入を推進し、データセン

ターの低炭素化をグローバルに加速します。

既存通信設備における、空調電力削減に向けた継続的な取り
組み
私たちは、空調電力20%以上を削減する目標を掲げ、これ

まで、サーバールームの「温度状況を見える化」し、冷やしすぎ
箇所を検知し、自動的に「空調制御」を実施する「Smart 
DASH®」、ラック列の間の通路をビニール素材の壁や屋根で
覆い、IT装置への吸気（低温）と排気（高温）を物理的に分離
して効率的な空調環境を実現する「アイルキャッピング」を
設置してきました。
さらなる空調電力の最適化を目的に、組織横断のチームに
よりICTを活用した温度・電力量の見える化を軸に、通信設備
の吸排気方向の整合、温度センサー情報にもとづく徹底的な
気流改善・温度緩和・空調停止の実施、旧型通信設備の撤
去・電源断、外気や室温を意識した空調制御等、様々な電力
削減に向けた施策を展開し、電気代の削減に取り組んできま
した。また、今後に向けては空調制御システムの導入拡大
により電力ピークカットや夜間・冬季の時限的温度緩和等、
さらなるきめ細かい空調電力管理に取り組んで行きます。

再生可能エネルギーを積極活用する太陽光発電システムの
導入

NTTコミュニケーションズでは、2009年より、東京都内の
通信ビルやデータセンタービルにおいて太陽光発電システム
による発電に取り組んでいます。
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現在4基のシステムが稼働中で、2016年度は、約36.0万
kWhを発電しました。発電した電力は建物共用部の照明に
使用しています。
一方、海外のデータセンターでは、シンガポール、マレーシア

は太陽光発電を、香港では太陽熱、インドでは風力発電、ベト
ナム、ドイツでは水力発電などのシステムを導入し、2016年
度は、約7,150万kWhを発電しました。今後も継続して、環境
に優しい再生可能エネルギーの活用を推進していきます。

■ 国内データセンターでの太陽光パネルの総発電量

■ マレーシアのデータセンタービル 
の屋上に設置した太陽光パネル

■ 東京第5データセンターに 
設置した太陽光パネル
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→「太陽光発電量」の詳細は、こちらをご覧ください

オフィスにおける取り組み
2016年度の実績および2017年度の計画
データセンターや通信ビルといった通信設備は、お客さまに
対するサービス提供の観点から継続的に一定量の電力使用
が必要です。このため、オフィスにおける節電には思い切った
施策が期待されます。

2016年度のCO2排出量は、震災時以降と比較し、無理の
ない範囲での省エネを実施したことにより、1.7万t-CO2（目標
±0）で、2015年度より約0.1万 t-CO2増加となりました。
2017年度以降も、働きやすい職場環境や業務効率性を意識
した省エネを実施しますが、省エネルールの設定見直しや
シンクライアントPCの導入拡大などにより1.7万 t-CO2以下
にとどめることを目標に設定しました。

夏季および冬季の節電対策
NTTコミュニケーションズグループでは、夏冬の節電対策
以外でも年間を通して、PCの省エネ設定・照明やエレベー
ターの間引き運転・空調温度の調整などの節電対策を継続
して実施し、国内電力の消費削減に努めています。
夏季の節電対策としては、オフィスビルにおける該当期間

の電力使用量を2010年度比で30%削減することを目標と
して掲げ、主な取り組みとして、空調機温度の設定（夏季
28℃）、照明点灯箇所の削減、「4up 5down」運動、ドレス
コード、退出時のOA機器電源抜去などにおける節電を徹底
しました。その結果、2016年度の主要オフィス3ビル（日比谷
ビル、汐留ビル、田町ビル）の電力消費量（kWh）合計では、
約29%の削減成果が得られました。冬季も、空調機温度の
設定（冬季20℃）など夏季同様の取り組みを実施しました。
海外拠点では、国内拠点と同様に「不要な照明・空調・PC

の電源はOFF」を指標とし、電力削減の取り組みを積極的に
実施し、実施率は前年度比+12%向上しています。主な取り
組みとして、業務終了や不要時の照明、空調、PCの電源OFF、
PCの省電力設定、事務所内設定温度の緩和などが徹底され、
日本国内と同様に「省エネの意識」が浸透しています。またこ
れら以外にも各地域でさまざまな取り組みを実施しています。
・東アジア地区・・・  LEDライトに更改、夏・冬で空調温度

の設定、春・秋の空調使用停止
・東南・南アジア地区・・・  昼食や就業時の照明OFF、

LED照明、最終退出者の電源
OFF確認

・ヨーロッパ地区・・・  照明・空調自動OFF利用、カーリース
・アメリカ地区・・・  環境Day周知、最終退出者の電源OFF

確認

さらに、中国やベトナムでは電力消費量の目標を設定し、
積極的に削減施策に取り組み、目標を達成しています。

■ オフィスビル（事務室内）6～9月平均電力消費量
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「個別空調」のきめ細かい管理による、オフィス節電の推進
NTTコミュニケーションズは、オフィスの節電施策として、

フロアの区画ごとに空調を管理する「個別空調」を活用して
います。本社である日比谷ビルでは、原則として個別空調の
利用は禁止されています。しかし全館空調（夏28℃、冬
20℃に設定）だけでは仕事や健康に支障が出る場合や、また
は全館空調の運転時間外などに「個別空調」が使用できます。
個別空調を活用した節電のモデルケースとして、個別空調を
行う際には、運転管理簿を設置し、利用者名、時間を記入する
ことに加え、3時間で切れるタイマー機能の活用などを徹底し、
切り忘れを防止しています。もちろん、最終退出者は、フロア
の個別空調の切れ忘れを確認することも徹底しています。
このようなきめ細かい取り組みを各オフィスに浸透させ、より
大きな節電効果を目指します。

社内クラウドの利用促進
NTTコミュニケーションズでは、お客さまにサービスを提供

するために多くの社内システムを保有しています。これら社
内システム群につき、サーバー仮想化技術を利用したプライ
ベートクラウドによる社内 ICTインフラへと移行・統合するこ
とは、サーバー数の合理化を通じた電力削減などの環境負荷
低減だけでなく、お客さまにご利用いただくサービスの事業
継続計画（BCP）の強化にも寄与します。このような目的意
識にもとづき、社内クラウドの利用促進に取り組んでいます。

2016年度までにこの社内 ICTインフラへ移行した社内
システム数は223に上り、移行システムを収容するサーバー
数を約57%削減しました。

今後も国内の社内システムの移行・統合を進めるとともに
海外への展開も検討し、グローバルに環境負荷低減の取り
組みを図っていきます。

輸送・移動における取り組み
2016年度の実績および2017年度の計画

NTTコミュニケーションズは、請求書や販促ツール・オフィス
廃棄物などの輸送量を毎年調査し、自主的な取り組みとして
「輸送そのものの削減」「輸送量の削減」「輸送距離の削減」
「物流の効率化」を推進しています。

2016年度は、販売ツールやマニュアル類の電子化、Web
申し込みの拡大により紙量の削減を図り、輸送総量は32.9
万トンキロと前年度比約26.2の減少となりました。

2017度も引き続き、社内ツールやパンフレット等の電子化、
Web申し込みの拡大を推進し、輸送量の削減に努めます。

■ 改正省エネ法における対象物品輸送量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）
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社用車の燃料使用量の削減
私たちは、公害問題の解決と低炭素社会の実現に貢献する

べく、環境配慮型車両の導入指針を策定し、社用車の燃料
使用量の削減にグループ全体で取り組んでいます。
現在、営業用車両台数の見直しやエコドライブの浸透と

いった施策が着実に進んでいます。その結果、2016年度は、
社用車のガソリンおよび軽油の使用量はそれぞれ25.1万
リットルと2.0万リットルとなり、前年度と比較して、約7.8万
リットル（約23%）減少しました。
今後も引き続き、「エコカー導入指針」にもとづき、環境

に優しい社用車の利用に努めていきます。

■ 社用車の使用燃料量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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電気推進船における使用エネルギー量の削減および大気汚
染防止の取り組み
海底ケーブル敷設船「きずな」および「SUBARU」は電気推

進システム*を採用しています。電気推進システムは海底ケー
ブルの工事形態や海気象の変化等による負荷に応じて運転す
るエンジン台数を最適化するシステムです。エンジンの運転台
数を制御することにより、A重油の使用量を抑制し、CO2（二酸
化炭素）、NOx（窒素酸化物）、SOx（硫黄酸化物）等の排出量
を削減しています。
運航に際しては、「船舶エネルギー効率マネジメントプラン

（SEEMP：Ship Energy Efficiency Management Plan）」に
もとづくCO2排出量削減のために最も効率的な運航方法（船
速、海流、気象を考慮した最適な航路選定など）によって、燃
料消費量の最適化に努めています。
また、船舶用LED照明の部分的な導入による省エネ化を
進めています。

* エンジンにより発電機を回し、得られた電力でモーターを駆動させ、推進用プロペラと
バウスラスターを回す方式の船です。

■ 海底ケーブル敷設船 ■ 2017年3月に就航/竣工した
 「SUBARU」  海底ケーブル敷設船「きずな」
 （総トン数9,557トン）  （総トン数8,598トン）

サービスを通じた社会の低炭素化
2016年度の実績および2017年度の計画
私たちは、自社の低炭素化はもちろん、お客さまに提供する

サービスの低炭素化を推し進めることで、社会全体の低炭素
化に貢献することを目指しています。
その実現に向け、時代を先駆ける技術の開発やそれらを
活用した最新鋭のサービスの提供が重要な要素と考えてい
ます。この考えにもとづき、ICTソリューションカンパニー
として、多くの技術革新とともに環境負荷の低減につながる
サービスを創造し、人と地球が調和する未来に貢献し続けま
す。2016年度は、Nexcenterの環境影響評価を測定し、クラ
ウドサービスやデータセンターサービス販売を拡大させ、社
会の環境負荷の低減に貢献してきました。

2017年度は、引き続きCO2削減効果の高いソリューション
やサービスの開発を推進すると同時に、ソリューション環境
ラベルの社外への訴求を図り、CO2削減貢献企業として認知
いただけるよう積極的に活動を推進していく予定です。

クラウドサービス「Enterprise Cloud」によるCO2削減
NTTコミュニケーションズが、グローバルに提供している

ネットワーク、クラウド、アプリケーション、セキュリティなど
のICTソリューションは、さまざまな社会課題の解決と同時に、
環境負荷削減を通じCO2の低減にも貢献しています。
データセンター、ネットワーク、サーバーが連携した通信
事業者ならではの企業向けのクラウドサービス「Enterprise 
Cloud」も、その一例です。柔軟なリソース提供とお客さまの
要望に応じた豊富なオプションを装備し、基幹系業務でも利
用可能な環境を提供する本サービスは、従来、お客さま側に
設置・運用されていたサーバー、ストレージなどをEnterprise 

Cloudで仮想サーバー化することで、サーバーの運用台数
が削減され、中小企業相当で、97t-CO2/年（約74%削減）
のCO2排出量を削減します。さらに、国内外共通仕様のシス
テム環境の構築を可能にすることで、お客さまが自社システム
を運用する場合に比べ、構築・運用のコストを大幅に削減し
ます。

■ 「Enterprise Cloud」によるCO2削減効果

シリコンバレーの ICT企業を支える、「サクラメント3データ
センター」
活発な ICT産業や、企業のクラウド利用など、ICT環境の

アウトソース拡大を背景に、全世界におけるデータセンター
市場の50%以上を占める米国では、年間約19%の市場成長
が続いています。NTTコミュニケーションズは、お客さまの
さらなるご要望にお応えするため、2015年4月より、サクラ
メントで3つめの「カリフォルニア サクラメント3（CA3）デー
タセンター」の提供を開始しました。
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同センターは、地盤が安定したロケーションであると同時
に国際空港より車で15分と至近です。多くのICT企業に注目
される同データセンターでは、安全性はもちろん、環境性能
にも優れています。具体的には、外気冷房や水冷空調などを
備えた、先進の空調設備を採用し、効率的な温度管理ひいて
は高い省エネ性を実現しています。

ソリューション環境ラベルの付与
NTTグループでは、ICTソリューションサービスの環境負荷
低減効果を客観的に評価し、CO2排出量削減率15%以上の
ものを環境にやさしいソリューションとして認定する、自己
宣言型の「ソリューション環境ラベル」を付与しています。この
ような環境負荷低減効果のあるサービスを提供することに
より、NTTグループ一丸となって社会全体の環境負荷低減を
目指します。
この認定制度を利用して、NTTコミュニケーションズグループ
では、2016年度に、Nexcenterのソリューション環境ラベル
を取得し、累計10件を登録しています。今後もソリューション
ラベルの認定に取り組んでいきます。

■ ソリューション環境ラベル

→ソリューション環境ラベル制度の詳細は、こちらをご覧ください

エコICTマークの取得
私たちは、ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会*

が定める「 ICT分野におけるエコロジーガイドライン」に沿って
CO2排出量削減の取り組みを自己評価・申請し、「エコICT
マーク」を取得しています。
同協議会は電気通信事業者が省電力の観点から装置や

データセンターサービスの調達基準を示すことで、各事業者
が適切にCO2排出量削減に取り組むためのガイドライン
2016年2月（第7版）に公表しています。引き続き、本取り組み
への参画をグループ会社へと浸透していきます。

* ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会：2009年6月26日に、社団法人電気通信
事業者協会、社団法人テレコムサービス協会、社団法人日本インターネットプロバイダー
協会、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会および特定非営利活動法人ASP・
SaaSインダストリ・コンソーシアムの5団体により発足した協議会。

■ エコICTマーク

→電気通信事業者による「エコICTマーク」の詳細は、こちらをご覧ください

→自己評価チェックリストの詳細は、こちらをご覧ください

http://www.ntt.co.jp/kankyo/protect/label/index.html
http://www.tca.or.jp/press_release/2010/0701_400.html
http://www.ntt.com/about-us/csr/eco/ecoict.html
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資源が循環している未来

国連SDGsの目標12「つくる責任　つかう責任」に
象徴されるように、循環型社会の徹底・浸透は、人類
共通の課題として重みを増し続けています。私たちは、
循環型社会の実現に貢献するため、環境負荷の低い
ビジネスモデルの構築はもちろん、リユース・リサイクル
率の向上にも日々取り組んでいます。具体的には、撤去
通信設備、建設廃棄物、オフィス廃棄物の3つの分類
で廃棄物の削減を図るとともに、事業のさまざまな
局面でのリユース・リサイクルを推進しています。

私たちのアプローチ

2016年度の実績および2017年度の計画
2016年度は、撤去通信設備の最終廃棄量が6.6トン、建設
廃棄物の最終廃棄量が105.4トン、オフィス廃棄物の最終廃
棄量が26.4トンとなりました。全体の最終廃棄量は前年度
比3.1トン増加し138.4トン、総排出量は前年度比8,266トン
増加し14,797.4トンとなりました。
また、さまざまな取り組みにより、特にオフィス廃棄物の最終
処分率の改善が顕著となりました。前年度に比べ、オフィス
廃棄物の最終処分率は、1.87%から1.24%とすることができ
ました。

■ 最終廃棄物と総排出量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

■ 撤去通信設備の総排出量と最終処分率

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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■ 建設廃棄物の発生量と最終処分率

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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■ オフィス廃棄物の総排出量と最終処分率

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

環境負荷の低いビジネスモデルの構築
最終処分率改善に向けた取り組み
リサイクルを徹底したビジネスモデルを構築することは、

ICTサービスを提供する企業として重要な責務であると私たち
は考えています。この考えに即し、データセンターや通信ビル、
オフィスビルでは、リサイクル率を重視した処理業者選定を
徹底しており、また2013年度より最終処分率を向上するため
の取り組みを加速しています。
毎年7、8ビル程度を重点対象と定めて実施する同施策では、

現地調査を起点とし、処理フローの確認や処理業者へのヒア
リングなどをきめ細かく行った上で、処理方法さらには業者
の変更等も実施しています。この結果、2013年度6.1%で
あったオフィス廃棄物の最終処分率は、2016年度には1.2%
まで改善しました。
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オフィスの3Rの徹底
業務用紙の使用量の削減

NTTコミュニケーションズでは、事務用紙ならびにお客さま
への請求書など、業務用のすべての紙使用量の削減に努めて
います。事務用紙に関しては、2007年度から正社員一人
あたりの紙使用量を指標化し、削減に努めています。
具体的には、ICカード複合機の印刷ログ情報を活用する

ことで、利用枚数の抑制や両面印刷率の向上といった削減
努力を推進しています。取り組み状況は個人および組織単位
で集計しており、毎月全社員へ公開しています。紙の電子化
やプロジェクターおよびタブレットを活用したペーパーレス
会議なども継続して推進した結果、2016年度の正社員一人
あたりの紙使用量（事務用紙A4換算）は6,289枚となり、前年
より減少しました。
海外のグループ会社でも、日本同様にコピー用紙の削減とペー

パーレス会議の促進を実施しています。特に中国、韓国、香港、
タイ、インドネシア、ベトナム、マレーシア、シンガポール、アメリ
カ、ドイツではそれぞれ目標を掲げ、取り組みを加速しています。

■ 事務用紙の総使用量と正社員一人あたりの事務用紙使用量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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オフィスにおける節水の取り組み
NTTコミュニケーションズでは、オフィスにおける水使用量

の削減に取り組んでいます。この一環として、本社ビル（NTT
日比谷ビル）において、2013年5月よりトイレ便器に新たに
節水バルブを設置しました。この節水バルブは必要な水量を
計って流し分けることができるため、使用水量を約45%カット
することができます。また利用データを活用し、節水効果や
環境貢献度を検証することも可能です。

NTT日比谷ビルでは現在までに90台のトイレ便器に設置
しました。設置に伴う2016年度の節水効果は導入前の日比谷
ビル全体の水量と比較すると年間約6%の減少でした。

食料廃棄物の有効利用
オフィスでの資源の有効活用を考える上で、食堂からの廃棄
物の有効利用は重要なテーマとなりつつあります。NTTコミュ
ニケーションズでは、社員食堂に生ごみ処理機を導入し、
NTT東日本ー関信越 群馬支店に委託して、食堂から出る生ご
みをコンポスト（有機堆肥）にリサイクルするシステムを運用し
ています。

2016年度は23トンの生ごみを処理しました。この結果、
2.3トンのコンポストを生成しリサイクルしました。コンポスト
は関東の農家などで活用されています。
この取り組みは、資源の有効活用のみならず、焼却処理と
なるごみの削減を通じたCO2排出量削減効果を持つ点も重要
です。引き続きこの取り組みを推進し、日常業務における環境
配慮を徹底すると同時に、社員の意識向上を図っていきます。
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自然と共生している未来

国連SDGsが目標14および15で、海洋および陸上
生物の多様性保全を提唱しているように、近年、持続
可能な社会実現のための重要な環境問題として、地球
温暖化防止とともに、命あるものの精妙なバランスで
ある生態系の保全が大きな課題として論じられています。
私たちは、生物多様性の保全に配慮した活動を推進

するために「生物多様性の保全に関する行動指針」を
制定し、設備の構築から操業、撤去に至る事業活動の
すべての局面での配慮を徹底することはもちろん、地域
保全活動への参画や情報発信といった環境貢献活動
も軸に加えた多面的な取り組みを実施しています。

私たちのアプローチ

行動指針に即した活動の展開
私たちは「生物多様性の保全に関する行動指針」を制定し、
取り組みを積極的に展開してきました。生物多様性の保全に
は、世界規模で問題意識が高まっています。今後も、海外拠
点も含めたグループ全体で、取り組み状況の点検、課題の抽
出、そして改善を推進します。

■ 生物多様性の保全に関する行動指針

データセンターの建設にあたって
私たちは、グローバル ICT企業として、データセンターに

おける生物多様性への配慮を推進しています。その取り組
みは国内外のデータセンターで多面的に進んでいます。

現地の生態系への影響・負荷の最小化
データセンターのような大規模施設は、設備での水資源の
利用が汚染や枯水など周辺の生態系におよぼす影響に留意
する必要があります。また敷地内の造成・整備の際は、周辺
地域に固有な植生を損なうことなく、それを活かす工夫を施す
ことも、生物多様性の保全のために重要です。
セラングーンデータセンターでは、雨水や再生水（淡水化
や再処理水）を有効活用した敷地内散水や冷却水活用はも
ちろん、それに油分をはじめとする有害物質が混じらない
ようにする工夫の徹底を行っています。また敷地内の植生は
現地に自生する多様な樹木を積極的に取り入れると同時に、

1. 基本方針〈NTTグループで定める、『NTTグループ　生物多様性「取り組みの考え
方」』〉

● 事業活動を軸とした展開
 あらゆる活動が地球上でつながり生物多様性と関わりが深いことを認識し、事業特
性に応じて関係する国内外の活動範囲とその影響を把握し、保全効果が認められる
取り組みを推進します。

● 社会への貢献を軸とした展開
 事業との関連性にとらわれず広く、生物多様性の保全に向けた取り組みをステーク
ホルダーとともに推進し、その成果を情報公開していきます。

2. 行動方針
● 事業活動における生物多様性保全に配慮した行動を実施
● 事業活動による社会の生物多様性の保全に貢献
● 生物多様性の理解を深め、従業員やその家族、地域とともに自然保護活動を推進

その伐採には環境省所管のNEA（National Environment 
Agency）との協議を徹底するなど、配慮を徹底しています。

■ 現地の固有種に配慮したデータセンターの植栽

地域の景観・緑化への配慮
地域の緑化に貢献する施設設計も、周辺への生物多様性
配慮として大切であると私たちは考えています。
都内最大規模の東京第6データセンターでは、東京都公園
協会の「都市緑化基金」の助成のもと、地域密着の緑化活動
を推進しています。敷地内の緑地を、春夏ゾーン、秋冬ゾーン
の2つに分けて植栽。来訪者は年間を通して花を観賞できます。
また、風環境シミュレーションを実施し、風の影響を受ける
南西角には常緑樹を配するなど、周辺環境と調和したデータ
センターを追求しています。
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ワイヤーなどの海底ゴミを敷設船上に回収し、入港後に産業
廃棄物として適切に処理しています。

■ サンゴ礁帯を避けて砂地に敷設 ■ 海底から引き上げられたごみ

ケーブル敷設船における生態系保全対策
船の安定性を保つためのバラスト水に含まれる海洋生物は、
航海により他海域に排出されることで生態系を破壊する恐れ
があります。バラスト水による生態系の破壊を防ぐため、海底
ケーブル敷設船「きずな」および「SUBARU」では「バラスト
水管理条約 *」にもとづき国際海事機関（ IMO）が定めたバラ
スト水処理装置を搭載して、海洋生物を含まない水を排水す
るようにしています。
さらに、両敷設船のバラスト水処理装置は化学的殺菌方式

を使用せず、環境負荷が低いとされる紫外線殺菌方式です。
また、船体塗装については、有機スズ化合物を含む船底防
汚塗料の使用を規制するAFS条約（船舶の有害な防汚方法
の規制に関する国際条約）に適合した塗料を使用しています。

* バラスト水管理条約：海洋環境へ影響を与える海洋生物の越境移動を防止するために
国際海事機関（ IMO）により2004年に採択され、2017年9月8日に発効されました。

■ ドックでの塗装の様子

中継所の建設・撤去にあたって
データ通信網を支える無線中継所は、丘陵地や島しょ部

など自然豊かな地域に立地することがしばしばあり、その運
用では生物多様性への配慮を重視しています。

2016年3月31日現在、私たちが所有する無線中継所
105カ所のうち12カ所が国立および国定公園内にあります。
これらの巡回保守のため道路の敷設が必要な場合には、徹底
した法令の遵守および独自の環境アセスメント手法にもとづ
き建設しています。アセスメントでは建設プロセスに即し配
慮すべき点を具体的に設定し、生態系への影響の回避・軽減
を多面的に心がけています。一方、撤去工事においても、建設
前の状態に戻すことを基本とし、地元の方と協議を行い、地元
の土を使用するなど原状の復元に努めています。
また、生物保護の観点から施設を提供する活動も適宜行って
います。例えば2012年9月から、毎年、鹿児島県奄美市に
あるNTTコミュニケーションズの無線中継所内で、NPO法人
「奄美野鳥の会」が、タカの一種「アカハラダカ」の渡り観察会
を実施しています。通常、無線中継所は立入禁止ですが、
生態系の状況観測に適した立地であるとの要請を受け、社員
立ち会いのもとで行っています。

■春夏ゾーン ■ 秋冬ゾーン

海底ケーブル敷設にあたって
NTTコミュニケーションズは、海底通信ケーブルネット

ワークのインフラ構築にあたり、「海洋汚染の防止」を基本
方針に掲げ、海洋汚染防止条約をはじめとした環境関連法令
を遵守するとともに、海洋生物や漁業との共存を重視して取り
組んでいます。
海底ケーブルの敷設・埋設工事や保守業務は、グループ
会社であるNTTワールドエンジニアリングマリン（NTT-WE
マリン）が担っており、海洋環境保全への高い意識のもとで
事業を展開しています。

ケーブル敷設による影響への配慮
海底ケーブルの敷設・埋設工事に際しては、事前に環境

アセスメントを実施し、関係官庁や自治体などとも協力しな
がら綿密にルート設計を行い工事計画を立案しています。
例えば浅海部ではサンゴなどの生息エリアは除外した敷設
ルートとするなど、海洋環境保全に配慮しています。
また、敷設・埋設工事前には海底面の掃海作業を行う場合
があります。なお、掃海作業で引き揚げた漁網やロープ、
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■ みまわり楽太郎

事業と連動したサンゴ保全の取り組み
NTTぷららは、メディアとしての強みを活かし、600万会員

の皆さまを巻き込んで海の生態系に重要な役割を持つサンゴ
の保護活動「守ろう！沖縄のサンゴ再生プロジェクト」に取り
組んでいます。
具体的には、大人向けオンラインコミュニティーサービス

「部活DO！」の会員の方々にサンゴ移植ツアーを提供し、社員
と一緒にサンゴの移植体験を行ったり、プロジェクトへの参加
を表明いただいた「ひかりT Vショッピング」の会員の方々の
数に応じて、NTTぷららがサンゴの苗を寄付する「サンゴ
みんなで保護キャンペーン」等の活動を行っています。
また、サンゴの現状や保護活動に関する4K映像コンテンツ
を制作・配信し、サンゴの保護について考える機会をご提供
するとともに、ご視聴いただいた売上の一部をサンゴの保護
活動に寄付する取り組みを2016年1月から行っています。
これからもNTTぷららは、事業と連動した楽しい企画を
ご提供し、会員の皆さまとともに環境保護活動を進めてまい
ります。

情報発信、啓発活動を通じた貢献
ICT企業ならではの貢献の形として、ネット媒体を通じた

情報発信・啓発活動に、社会の期待が高まっています。私た
ちは、多様なネット媒体を活用した活動を継続し、生物多様
性の大切さをお伝えしつつ、幅広い皆さまの行動を促進して
います。

緑のgooの活動
「緑のgoo」とは、サイトの利用を通じて得られた収益の
一部を環境・社会保護活動に寄与する団体に寄付する取り組
みです。ユーザーは「goo」のトップデザインを「緑のgoo」
版に変更することにより、取り組みに参加することができま
す。また社内で利用推奨していただく「企業パートナー」には、
現在、NTTグループをはじめ55社に参加いただいています。
2007年8月の開始以来、地球環境保護に取り組むNPOを
中心に寄付団体は累計46団体、総額5,580万円を寄付して
きました。

■ アカハラダカの渡り

ICTを活かした生態系保全への貢献
製品・サービスを通じた貢献
日本の農山村では、イノシシやシカなど野生動物による
農林業への被害が深刻化しています。獣害対策の1つとして、
わなを設置して野生動物を捕獲する方法が採られています。
NTTPCコミュニケーションズは、屋外センサーが発信する
データを活用する「フィールドクラウドサービス」の1つとして、
鳥獣わな監視通報装置「みまわり楽太郎」を開発し、獣害対策
に貢献しています。この装置は、NTTドコモ社の通信サービ
スを利用して、わなが作動すると指定されたアドレスに通知
メールを送信する仕組みとなっているため、見回り負担の
軽減が実現できます。また、カメラ付きタイプでは捕獲状態
を画像で送信できることから、誤って人が入ってしまっても
早期に対応できます。同装置は2011年7月の販売開始以来、
全国50以上の自治体で採用され、里山の生態系保全に貢献
しています。最近の導入事例では、佐賀市様が総務省の ICT
事業への補助金を活用し、鳥獣被害対策の効率化を実現して
います。
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環境汚染の防止

私たちは、事業活動に起因する環境汚染や有害物質
の漏えいなどさまざまな環境リスクの顕在化を防ぐ
ために、低公害車導入の指針策定や、設備や運用方法の
改善、管理体制の整備強化や教育・研修などさまざま
な施策を講じています。
社会の関心が高まる化学物質の管理体制については、

かねてより廃掃法、PCB特措法、電気事業法などに
もとづき、統括責任者など各管理者を設置するなど適
正に保守部門で管理を実施しています。保管点検
についても定期的に実施する一方で、地震や災害な
どの有事には社長を筆頭に最高経営層も含めた速や
かな情報連携を実施する体制を徹底しています。また、
環境法令研修では、環境法令の改正内容などを常に
把握、各環境WG内で情報の共有を行い、タイムリー
に運用の適正化を図っています。

■ 事業ステージに即した環境汚染の防止に向けた仕組み

私たちのアプローチ
2016年度の実績と今後の計画
環境汚染物質対策
私たちは、事業活動に起因してNOxとSOxの大気汚染物質

を排出しています。NOxについては、約77%が業務用車両
の運行に伴うガソリン・軽油の使用により発生し、残りの約
23%は、通信ビルなどで使用する電力の発電に伴い発生して
います。SOxについては、その大部分（約88%）が使用する
電力の発電に伴い発生しています。

2016年度のNOxおよびSOxの排出量は、いずれも電力
使用量の減少により、それぞれ、350トン（前年度比24%減少）
と、40トン（前年度比56%減少）となりました。引き続き、
エコドライブの推進や車両台数の見直し、事業における電力
使用量の削減を進めることで、温暖化対策と合わせて大気
汚染の防止を推進します。

■ NOxの排出量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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■ SOxの排出量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

オゾン層破壊物質対策
私たちは、オゾン層破壊物質の適切な処理に取り組んで

います。2016年度に処理した消火設備用特定ハロンガス量は、
前年度とほぼ横ばいで約143トンでした。また、2016年度
に処理した空調機用特定フロンガス量は、前年度より約1トン
減の約276トンとなりました。
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■ 消火設備用特定ハロンガス量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

■ 空調機用特定フロンガス量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）
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アスベスト対策
アスベスト対策では、建物・オフィス関連の取り組みとして、

2006年9月に国で定める基準値が見直されたことから、
アスベスト吹き付けがなされていた建物を対象にアスベスト
浮遊量調査を実施し、基準値以下であることを確認しました。
2016年度はビルの撤去がなかったことから、アスベスト発生
はありませんでした。今後も引き続き、対象ビルについては、
建設業労働災害防止協会や各自治体が発行しているマニュ
アルに従い、｢除去｣「封じ込め」「囲い込み（保管）」などの適切
な措置を実施していきます。

■ アスベスト排出量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

PCBの保管・管理
NTTコミュニケーションズでは、電気設備で絶縁材料として
使用されていたPCB含有装置の適切な管理を実施しています。
PCBの保管に対する方針として、早期の無害化処理および
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PCB含有装置継続使用時の状況把握・管理方法を定めた
ガイドラインを制定しています。

2014年度は、九州および北海道地区に保管した高濃度
PCBおよび全国の微量PCB1,415個を適正に廃棄処理を
実施しました。現在保管している高濃度PCBについては、
各処理事業所と調整を進め、東京保管分は2016年度、大阪
保管分は2018年度に無害化処理を開始する予定です。

■ トランスの保管量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ単体）
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地球環境への貢献

■ コンデンサの保管量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ単体）

■ 安定器の保管量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ単体）
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有事に備えた化学物質管理
近年、自然災害が世界規模で多発していることなどを背景に、
有事を想定した環境汚染物質の管理体制について社会の関心
が高まっています。私たちは、グローバルにITインフラを所有・
運用する事業者として、かねてより「万一」を念頭においた保
管・管理体制を徹底してきました。
汚染物質、特にPCBの管理においては、耐震、防火、水防、
避雷、耐浸透、換気、セキュリティなどに留意した管理を実施。
定期的な点検を通じ、適正に管理されていることを常日頃より
確認しています。さらに、大規模な地震や災害などの有事に
対しては、災害発生時の損害の防止のみならず二次災害の
防止の観点も踏まえ、迅速な確認体制を構築。安心・安全に
向けた不断の運用を心がけています。

■ PCB保管場所 ■ PCB保管状況

重大漏出事故
2016年度、NTTコミュニケーションズグループにおいて、
重大な漏出事故はありませんでした。

有害廃棄物の輸送、輸入、輸出状況
PCBについては、早期無害化処理を行う方針のもと、

2014年度に、九州、北海道保管分から無害化処理を開始。
2016年度は東京保管分を無害化処理を実施し、残りの大阪
保管分は2018年度に無害化処理を実施する予定です。有害
廃棄物の輸送、輸入、輸出の予定はありません。
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経営統治の継続的強化

私たちがめざすもの：効率的かつ遵法・倫理的な経営基盤

製品・サービスを通じた新たな価値の提供から、誠実で公正な企業風土の徹底まで、社会から企業が期待される「責任」は多岐にわたります。NTT
コミュニケーションズグループは、グローバルな ICTリーディングカンパニーとして、一人ひとりが使命感を持ち行動するため、行動規範をはじめとする
指針群の遵守を徹底しています。その上で、効率的かつ遵法・倫理的な経営基盤を構築するため、ガバナンス・コンプライアンス体制の整備をグループ横断
で推進しています。

CSR指標に即した活動の成果

2015年度から2016年度にかけ外部を交え実施した重要性（マテリアリティ）再検証を受け、重点領域「経営統治の継続的強化」を遂行するための重点活動
領域の検討を実施しました。特にICT社会の浸透やサプライチェーンのグローバル化など、従前の重点活動領域を設定した際からの経営環境および社会的
要望の変化を踏まえ、その内容の充実を心がけました。この結果、重点活動項目はコンプライアンスや人権尊重から情報セキュリティにおよぶ、多面的なも
のとなりました。
新たな重点活動項目に即した活動の初年度となった2016年度は、設定した目標に対し、すべての項目で「達成」することができました。2017年度は、これら

の成果を踏まえ一層の取り組み深化を、グループ全体で推進します。

Management

重点活動項目
■ コンプライアンス　■ 人権の尊重　■ リスク管理　■ 情報セキュリティ　

SDGs
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2016年度の活動実績および2017年度目標

重点活動項目 取り組み施作 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

コンプライアンス

グループへの
啓発・浸透

法令・社会的規範・社内規則の遵守
など企業倫理を実践するうえで模範
となる企業

・ 経営層から全社に対し、企業倫理に関する
トップメッセージの発出
・ 経営幹部対象のコンプライアンスセミ
ナー、全社員・派遣社員を対象としたコン
プライアンス研修、新入社員研修等階層
別研修等、階層に応じた研修の実施
・ 前年度に制定したグローバルコンプライア
ンス規程の浸透

・ 企業倫理に関するトップメッセージの発出
・ 階層別研修の実施
 新入社員（春・秋）
 新任取締役（国内グループ会社へ拡大）
 経営層（海外現法へ拡大）
 全社員研修（ドラマ化）
・ グローバルコンプライアンス規程の改定と
周知を実施

̶ ★★★

・ 経営層から全社に対する、企業倫理に関す
るトップメッセージの発出
・ コンプライアンスに関する全社員向け
メールマガジンの発行
・ 経営幹部対象のコンプライアンスセミ
ナー、全社員・派遣社員を対象としたコン
プライアンス研修、新入社員研修等階層
別研修等、階層に応じた研修の実施
・ NTT Comグループ会社の企業倫理研修
教材の充実

組織内 国内外 
グループ

不正・不祥事
に対する適切
な予防・対応

・ 相談者および申告者が、必要なとき
に、安心して申告できる窓口の整備・
運営
・ 申告者保護の徹底

種々の相談・申告内容に適切かつ十分に対
応できる各種窓口の維持・運用、および外
国語による受付実施
・ 弁護士事務所を窓口とした「NTTグループ
企業倫理ヘルプライン」
・ NTT Com「コンプライアンスホットライン」
・ NTT Comグループ会社における「コンプ
ライアンスホットライン」
・ 職場に関する悩み等を相談できる「職場の
悩み相談窓口」
・ 人権に関する相談窓口

・ 各申告窓口の適切な運用
・ NTT Comグループ各社に対する申告窓口
の周知により申告窓口の拡大
・ コンプライアンス推進担当者向け研修の
実施

̶ ★★★

・ 種々の相談・申告内容に適切かつ十分に
対応できる各種窓口の維持・運用、および
外国語による受付実施
- 弁護士事務所を窓口とした「NTTグ
ループ企業倫理ヘルプライン」

- NTT Com「コンプライアンスホットライン」
- NTT Comグループ会社における「コンプ
ライアンスホットライン」

- 職場に関する悩み等を相談できる「職場
の悩み相談窓口」

- 人権に関する相談窓口
・ コンプライアンス推進担当者向け研修の
実施
・ 不正の発見・予防に資する監査の強化

組織内 国内外 
グループ

人権の尊重

グループへの
啓発・浸透

NTT Comおよび国内グループ会社
に留まらず、海外グループ会社の人
権啓発に関する問題を把握しグ
ローバル企業としての人権啓発の取
り組みを強化

海外グループ会社を含めたグループ横断で
の人権啓発推進体制の構築に向けた整備

国内外Affiliates会社の人権マネジメント体
制の調査を実施

国内グループ会社：13社
海外グループ会社：26社 ★★☆

海外Affiliates会社の人権課題の特定等、グ
ループ横断での人権啓発推進体制の構築に
向けた取り組みの強化

組織内 国内外 
グループ

侵害への適切
な予防・対応

人権侵害の予防および適切な対応を
可能とする、相談・報告の仕組みを、
全社で構築

さまざまな相談・申告に適切かつ十分に対
応できる窓口の構築および周知の継続

・ 職場の悩み相談窓口メールマガジンを毎
月発行、翌月の相談窓口スケジュールや連
絡先を周知
・ 全社員人権啓発研修等で相談窓口を周知

メールマガジン発行：12回
人権啓発研修受講者：17,116人 ★★★ さまざまな相談・申告に適切かつ十分に対

応できる窓口の運営および周知の継続 組織内・外 国内 
グループ

コンテンツ・
サービスを 
通じた、人権
尊重の促進・
徹底

・ ICTを活かした、社会の人権意識啓
発への貢献
・ コンテンツ・サービスにおける、人
権侵害を助長する要素の徹底排除

児童の人権を守るために、ICSAの提供する
児童ポルノ掲載アドレスリストをもとにした
「goo」「ぷらら」「OCN」のアクセス制限の継
続実施

ICSAの提供する児童ポルノ掲載アドレスリ
ストをもとにした「goo」「ぷらら」「OCN」の
アクセス制限の実施

・ OCN：アクセス制限サイト数200
以上
・ goo：14,000件/年（1,200件/月）
の児童ポルノ掲載アドレスをアクセ
ス制限リストに登録

★★★

児童の人権を守るために、ICSAの提供する
児童ポルノ掲載アドレスリストをもとにした
「goo」「ぷらら」「OCN」のアクセス制限の継
続実施

組織内・外 国内 
グループ

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった



NTT Communication Corporation

CSR報告書2017 詳細版

経営統治の継続的強化
Management

経営統治の継続的強化

55

重点活動項目 取り組み施作 中期目標 
（5年後になりたい姿） 2016年度目標

2016年度取り組み結果
2017年度目標

バウンダリー

具体的な取り組み内容（定性的な結果） 定量的な結果 自己評価 活動範囲 
（組織内.外） 集計範囲

リスク管理
リスク管理 
体制の継続的
整備

・ ビジネスリスク：経済的なリスク要
因に加え、気候変動・資源の希少化
などの環境・社会的なリスク要因に
も適切に対応し続ける、国内外のマ
ネジメント体制の構築
・ クライシスリスク：パンデミックや自
然災害などにも迅速に対応できる
BCP対策の構築

・ ビジネスリスク
 国内のビジネスリスクマネジメント活動に
海外グループ会社の活動を組み込み、ビ
ジネスリスクマネジメント体制整備を実施
・ クライシスリスク
 災害対応迅速化に向け、BCP対策の具体
的取り組みの文書化を実施

・ ビジネスリスク
 海外の5RHQにビジネスリスクマネジメン
ト活動を展開実施
・ クライシスリスク
 事業継続計画を策定するための「BCPガ
イドライン」をリスクマネジメント規程にもと
づき制定

̶ ★★★

・ ビジネスリスク
 引き続き国内のビジネスリスクマネジメン
ト活動に海外グループ会社の活動を組み
込み、ビジネスリスクマネジメント体制整備
を実施
・ クライシスリスク
 海外におけるクライシスリスクにも対応でき
るよう今年度は海外安否確認施策を実施

組織内 国内 
グループ

情報 
セキュリティ

セキュリティ
マネジメントの
強化

国内グループ会社にとどまらず、海
外グループ会社との連携によるセ
キュリティマネジメントの強化のため
の各種施策展開

・ 国内グループ会社との連携による、セキュ
リティマネジメントの強化
- 個人情報を含めた機密情報を安全に取り
扱うための、プロセス管理強化

- セキュリティ意識向上とインシデントの発
生抑制目的とした、層別セキュリティ研
修の実施（受講率100%）

- セキュリティ調査の実施結果にもとづく、
グループ各社のセキュリティ施策の改善/
強化

- サイバー攻撃を含むセキュリティインシ
デントの対応における、連携強化

・ お客さま情報をより安全に取り扱うために
統合網特例接続申告ルールを導入
・ 標的型メール訓練の実施/SM実施責任者
研修の実施
・ 全グループ会社に対するセキュリティマネ
ジメント調査を実施し、セキュリティマネジ
メントに対するPDCAが実施されているこ
とを確認
・ シンガポールおよびび中国とのサイバー 
セキュリティインシデント発生時の体制を
構築

全社セキュリティ研修受講率100% ★★★

・ 国内グループ会社との連携による、競争力
向上に資するセキュリティマネジメントの強化
- 個人情報を含めた機密情報を安全に取り
扱うための、プロセス管理強化

- セキュリティ意識向上とインシデントの発
生抑制目的とした、層別セキュリティ研
修の実施（受講率100%）

- セキュリティ調査の実施結果にもとづく、
グループ各社のセキュリティ施策の改善/ 
強化

- サイバー攻撃を含むセキュリティインシ
デントの対応における、連携強化

組織内 国内 
グループ

セキュリティ
人材の育成

・ ICTプロフェッショナルとして一人ひ
とりのセキュリティへの対応能力を
高めるため、セキュリティ人材の育
成を図る
・ 2020年度目標2,400人以上（上級：
数人、中級1,900人、初級500人）

セキュリティ人材別の育成
・ 初級レベル：ICT関連知識習得を中心とし
たプログラムの実施
・ 中級レベル：セキュリティ知識と業務経験
の深掘りを重点にプログラムを実施

NTT主催のセキュリティコンテストへの参
加、中級運用資格取得のための研修派遣等
によりセキュリティスキルを強化

・ 2016年度の追加認定者数
初級：885名
中級：237名
上級：10名

★★★ 中級レベル人材のスキル強化
上級レベル認定：12名 組織内 国内 

グループ

個人情報の 
適正管理

お客さま情報が大切であることにつ
いて研ぎ澄まされた感覚を持ち続け、
常に最先端技術によって漏えいを防
止する高度な仕組みを構築し続ける

プライバシーマークの維持更新 プライバシーマークの更新 ̶ ★★★ 個人情報保護法の改正への対応 組織内 Com単体

達成レベル 自己評価を3段階とし　★★★：目標を達成できた　★★☆：目標をほぼ達成できた　★☆☆：目標はあまり達成できなかった
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基軸となる行動規範、指針
行動規範（OBP）と、ステークホルダー配慮の姿勢

OBP（Our Business Principle）とは、NTTコミュニケー
ションズグループの社員一人ひとりが理解・共有すべき理念
を明文化したものです。

OBPを遵守・実践していくことと、一人ひとりがステーク
ホルダー尊重の視点を持つことは不可分です。あらゆるステー
クホルダーとの関わり合いの中で、何が正しい判断・行動な
のか迷うとき基本理念に立ち戻り、自らの行動を振り返り、
正しい行動をとるために共有しています。私たちは、この
OBPにもとづき社会やお客さまに満足、信頼していただけ
る企業を目指します。
これらを通じ、私たちの行動を、適法・公正かつ倫理的な
ものとし続けることは、国連SDGsが目指す目標10「人や国
の不平等をなくそう」および目標16「平和と公正をすべての人
に」に資するものであると私たちは考え、その理念をグループ
企業・社員はもちろん、取引先へとグローバルに共有してい
ます。

→「Our Business Principle（行動規範）」の詳細はこちらをご覧ください

ステークホルダー対応の姿勢と成果
私たちは、ステークホルダーとの対話による声を吸い上げ、事業に活かすための機会として重視しています。毎年継続的に
開催されるものから特定のテーマで行われるものまで、多様な対話機会を柔軟に展開し、ステークホルダーとのきめ細かい
コミュニケーションを心がけています。これらの活動を軸として、ステークホルダーの声を事業に反映する「エンゲージメント」
活動を今後も推進します。

■ ステークホルダーと対話窓口、主なテーマ

対話窓口の例 主なテーマ

お客さま お客さま満足度（CS）調査などから意見を収集
し、満足度向上を図っています。

・Voice of Customer (VOC) など、各種CS調査
・NTT Communications Forumでの意見交換
・日常的な顧客対応を通じた意見交換

・製品、サービスの品質向上
・新たな製品、サービスの検討
・顧客対応の継続的改善

ビジネスパートナーの皆さま お客さま満足度の向上、サプライチェーンの
CSR浸透にむけ、意見交換を継続しています。

・Arcstar Carrier Forum (ACF) 
・カスタマーカウンシル
・パートナーサミット
・日常的な意見交換、調査

・製品、サービスの品質向上
・新たな製品、サービスの検討
・公正な取引慣行の徹底
・グリーン調達、人権配慮の浸透

幅広い社会の皆さま 社会の多様な皆さまとの対話機会を設け、課題
認識と現状把握を図っています。

・ステークホルダーダイアログ
・NPO、NGOとの意見交換
・社会貢献活動での対話
・環境保護活動での対話

・持続可能な社会への貢献
・社会貢献、コミュニティー開発参画
・地域との調和
・企業市民としての責任

社員の皆さま 適正な雇用関係、社員のモチベーション維持に
むけ、常に社員の声を取り入れています。

・対話会、講演会などを通じた社長からの発信
・社内イントラ、ヘルプラインによる意見聴取
・カイゼンサポートライン
・社員満足度調査の実施

・企業ビジョン、理念の浸透
・ディーセントワークの徹底
・顧客価値の創造と自己研さん
・働き甲斐の実現

経営統治の継続的強化

http://www.ntt.com/about-us/we-are-innovative/obp.html?link_id=ostp_mdd_about
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各種の事業活動に即した指針
社会課題を解決する製品・サービスの開発から環境保護の
推進、公正かつ多様性を尊重した企業風土の醸成など、事業
を通じて私たちが社会へと果たすべき責任は多岐に渡ります。
私たちは、CSR重点領域それぞれに即し社会への使命を
果たし続けるため、各種の指針に則った企業活動を徹底して
います。

■ 重点領域および重点活動項目に即した、方針・指針の例

社会への貢献
ネットワーク社会を支えるイノベーション
　コーポレートビジョン → 7ページを参照ください。
重要インフラとしての高い信頼性の確保
　NTTコミュニケーションズ　災害対策の基本３方針 → 9ページを参照ください
顧客のネットワークセキュリティの強靭化
　NTTコミュニケーションズ　セキュリティ宣言 → 11ページを参照ください
顧客満足の継続的改善
　私たちの心がけ → 13ページを参照ください
サプライヤとの協働
　調達に関する基本方針 → 15ページを参照ください
社会貢献・コミュニティー開発
　活動原則 → 17ページを参照ください

人材の尊重
人材の育成
　人材育成方針　9つの「目指すべき人材像」 → 23ページを参照ください
　多様性の尊重と機会均等
　ダイバーシティ推進　基本方針 → 26ページを参照ください

地球環境への貢献
統合的な基本理念
　地球環境憲章 → 32ページを参照ください
　環境宣言 → 32ページを参照ください
　環境目標2030 → 33ページを参照ください
生物多様性の保全
　生物多様性の保全に関する行動指針 → 47ページを参照ください

経営統治の継続的強化
人権の尊重
　人権啓発基本方針 → 60ページを参照ください
内部統制
　内部統制システムの整備に関する基本的な考え方 → 62ページを参照ください
自社における情報セキュリティ
　NTTコミュニケーションズ　セキュリティ宣言 → 63ページを参照ください

ガバナンス

コーポレートガバナンス
コーポレートガバナンス体制

NTTコミュニケーションズのガバナンス体制は、取締役会・
監査役会制度を採用し、ガバナンス機能の強化を図っています。
取締役会は17人の取締役で構成し、原則月1回開催して

法令・定款および取締役会規則を遵守し、経営に関する重要
な事項の決定を行っています。議長は代表取締役社長が務
めています。
監査役会は監査役3人で構成され、各監査役は取締役会

など重要な会議に出席するとともに、監査役会を開催し、
経営判断の合法性、適切性確認を重視しつつ取締役の職務の
執行の監査を行っています。なお、監査業務を効率よく実施
するために、専任組織・スタッフも有するとともに、監査法人
などと定期的に監査計画および監査結果の情報を交換する
など連携を密にし、監査体制の強化に努めています。

■ コーポレートガバナンス体制

取締役会監査役会

社長（幹部会議・マーケットイン推進会議）
CSR委員会
コンプライアンス委員会
ビジネスリスクマネジメント推進委員会
人権啓発推進委員会

選任・解任

選任・解任

監査

選任・解任・監督

株主総会

取締役・監査役の構成（2017年7月現在）

役職 委嘱・担当業務 氏名

代表取締役社長 庄司　哲也

代表取締役副社長

技術担当
サービス担当
オペレーション担当
情報セキュリティ担当

舩橋　哲也

営業本部担当
グローバル担当
コーポレート担当

中田　勝己

常務取締役
ボイス＆ビデオコミュニケーション
サービス部長 丸岡　亨

CSR担当 田中　栄一

取締役

NTT America, Inc.  
代表取締役社長 五味　和洋

第四営業本部長 桜井　伝治
クラウドサービス部長 森林　正彰
第三営業本部長 楠木　健
第二営業本部長 菅原　英宗
グローバル事業推進部長 前田　隆伸
ネットワークサービス部長 佐々倉　秀一
第五営業本部長 高屋　洋一郎
ICTコンサルティング本部長 梶田　直紀
ソリューションサービス部長 梶村　啓吾
カスタマサービス部長 高岡　宏昌

伏屋　敦弘

監査役

篠田　智

小林　洋子

武内　信博

取締役の選任方針
取締役の選任にあたっては、各種専門分野における幅広い
知識と見識を活かすことを期待し、選任しています。
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具体的には、各年度のCSR活動の主な目標として「CSR
指標」を定期的に策定。その達成度合いを毎年検証・総括する
ことで、CSRガバナンスの有効性を測っています。

CSR指標はCSR委員会で決定し、CSR委員長がその全体
成果に責任を持ち、遂行しています。また、達成度合いの検証
にとどまらず、指標そのものの有効性の評価についても、
「CSR委員会」で実施しています。「CSR委員会」は、年1回
開催しています。
同委員会では、CSR基本方針および重要課題の再検討、

指標の更新など、CSRマネジメントの仕組み自体の確認と見
直しを随時実施しています。2016年度は、外部環境の変化
や自社の新たな中期事業ビジョンの設定に伴い、新たな
「CSR基本方針」と17の「重点活動項目」を策定しました。そ
して、2017年度は、中期的視座に立ち設定した「中期目標
（目指す姿）」に即し、「2017年度目標」を設定し、グループ

CSR活動の確実なPDCAを遂行します。

CSRガバナンス
CSR推進体制
私たちは、CSR活動を推進するために「CSR委員会」を
設置しています。委員会はCSR担当役員である常務取締役
を責任者と定め、経済的・環境的・社会的な観点からマネジ
メントを実行する体制を確立することを目指しており、委員会
内部には「地球環境保護推進部会」を設けています。
毎年、｢CSR委員会｣を開催し、CSR報告書の発行および

活動内容の報告を行うとともに、活動の推進に向けた施策の
検討・展開を図っており、2016年度は、13社の主要グループ
会社も出席しました。また委員会に報告・協議された事項に
ついては、社会・環境面での重要なリスク情報なども含め、
適宜取締役会へと共有されています。
今後もCSR委員会において継続的に議論を進めることで、

NTTコミュニケーションズグループ全体のCSR活動の推進
および浸透を図っていきます。

■ CSR推進体制

CSRガバナンスの評価プロセス
私たちは、CSR活動の推進体制を確実に機能させるため、

その活動の成果をチェックする仕組みを構築し、継続的に運用
しています。

CSR 委員会
2005年9月発足

地球環境保護推進部会

事務局

社外から経営陣へのアドバイザリー
グローバルなICTリーディングカンパニーとして、多様な

ステークホルダーの視点を適切に加味した経営を実現すること
は重要な責務であると、私たちは考えています。この考えに
即し、各役員は、事業を通じた日常的な対話に加え、内外の
会合への参加や個別面談などを積極的に行っています。特に
事業戦略へとサステナビリティの視点を加味する上では、内外
の専門家・有識者との意見交換が重要であると考え、「経営陣
と外部有識者のダイアログ」を継続的に実施しています。

2016年度は、黒田かをり一般社団法人CSOネットワーク
事務局長をお招きしCSR委員長とのダイアログを実施しま
した。同会合では、重要性（マテリアリティ）再検証および
CSR中期目標の見直しを中心テーマと定め、今後の私たち
の経営戦略への重要な示唆を数多く頂戴しました。
なお、経営陣からサステナビリティ戦略の推進業務を委任

されている各部門担当者が継続的に実施している有識者レ
ベルのダイアログについても、その内容を必要に応じ経営陣
へとCSR委員会などの場を通じて適宜共有しています。

■ CSR委員長と有識者のダイアログ



NTT Communication Corporation

経営統治の継続的強化
Management

CSR報告書2017 詳細版経営統治の継続的強化

59

コンプライアンス推進体制
私たちは、｢コンプライアンス｣を単に法令を遵守するという

だけにとどまらず、社会的な要請に対しても応えうる高い
倫理観を持って事業を運営していくことととらえ、企業倫理の
確立をハイレベルで実現することを目指しています。
具体的には、2002年度にコンプライアンス担当役員を
委員長とした｢コンプライアンス委員会｣を設置し、組織ごと
に推進責任者、推進担当者を配置するなど責任体制を整備
しています。2015年7月には、グループ事業のさらなる国際
化に伴うコンプライアンスリスクの複雑化、グローバル化に
対応するため、国内外のグループ会社に共通的に適用される
コンプライアンスポリシー「グローバルコンプライアンス規程」
を制定しました。以後、同規程の浸透に向け、内部監査を通
じた同規程に関する遵守・運用状況の確認や経営トップから
企業倫理強化に向けたメッセージの発出をグループ横断で
実施しています。
今後も経営トップからグループ社員全員に至るまで高い
倫理観を持って仕事に臨むことのできる環境をつくるため、
｢NTTグループ企業倫理憲章｣を基本に据えながらさまざまな
取り組みを継続し、よりいっそう、NTTコミュニケーションズ
グループにおけるグローバルレベルでのコンプライアンス
推進体制の強化に取り組んでいきます。

腐敗防止に向けた取り組みについて
NTTコミュニケーションズは、贈賄、談合などの腐敗防止の

ため、国家公務員倫理法や外国公務員への贈賄防止に関する
ガイドラインや対応マニュアルを定め、運用しています。

2017年8月には、賄賂防止のための適正な措置を具備して

→NTTグループ企業倫理憲章の詳細は、こちらに掲載しています

いることを明確にするため、これまで運用していた「外国公
務員等への賄賂防止に関するガイドライン」を廃止し、新たに
上述のグローバルコンプライアンス規程の細則として「賄賂
防止細則」および「賄賂防止に関するガイドライン」を制定し
ました。
また、コンプライアンス研修（後述）においても腐敗防止を
テーマとして取り上げ、あらためて注意喚起を行っています。

適正な広告表示について
広告表現が社会に与える道徳的・倫理的な影響について、
社会の厳しい目が向けられています。また近年、インターネット
や携帯電話などの電気通信サービスはお客さまの日常生活
の基盤となり、それに伴うサービス内容や料金体系が複雑化、
多様化していることから、よりわかりやすい広告表示に努めて
いくことが必要になっています。

NTTコミュニケーションズは、「電気通信サービス向上推進
協議会」*が制定した「電気通信サービスの広告表示に関する
自主基準およびガイドライン」に沿って、お客さまに安心して
サービスを選択・ご利用いただけるよう広告表示における
信頼性確保に努めています。
具体的には、2008年11月より「広告表示規程」を策定し、

広告表示の適正を確保する体制を整備しています。即ち、広告
表示に係る考え方の周知・啓発を図るとともに、一定の広告
表示に対して審査制度を設け、審査責任者を定めて審査を
実施するなど、景品表示法等の遵守を担保するプロセスを
確立しています。
今後も広告をはじめとした広報宣伝活動において、景品
表示法等を遵守することはもちろん、お客さまに安心して
NTTコミュニケーションズのサービスをお選びいただけるよ
う努めていきます。

* 一般社団法人電気通信事業者協会および一般社団法人テレコムサービス協会、一般社団
法人日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟の電気
通信4団体で構成した協議会

コンプライアンスの徹底に向けた啓発・教育
法令遵守および公正な事業活動の徹底の観点から、企業には、

グループ社員・役員に対する啓発・教育の継続的実施が求め
られています。NTTコミュニケーションズは、毎年、グループ
会社を含めた社員・役員などを対象にコンプライアンス研修、
企業倫理に関するアンケート、コンプライアンス標語の募集
などの社内啓発活動にも積極的に取り組んでいます。
具体的には、グループ全員への周知の基礎となるコンプラ

イアンス研修において、コンプライアンス違反が問題となり
うる具体的な事例を通して、私たちがどのように行動すべき
かを確認しています。また、企業倫理に関するアンケートは
現場の声をきめ細かく聞き取る観点から特に重要視しており、
2016年度もアンケート結果をもとにコンプライアンス意識
を向上させるべく改善を図っています。

ホットラインの設置
私たちは、海外の現地法人を含めたNTTコミュニケー

ションズグループの横断的な「NTTコミュニケーションズ
グループホットライン」を設置しています。
またNTTグループでは弁護士を活用した社外の申告窓口
を設けており、風通しの良い企業風土の醸成を図っています。

2016年度の上記2つの申告窓口に寄せられたNTTコミュ
ニケーションズグループに関する申告件数は、86件でした。
これらの申告については、コンプライアンス事務局等で事実
関係の調査を行いその結果にもとづいて適切に対応し、必
要に応じて再発防止等の対策を実施しています。

→「NTTグループ企業倫理ヘルプライン」は、こちらの社外受付窓口にて受け付
けています

コンプライアンス

http://www.ntt.co.jp/csr/governance/compliance.html
http://www.ntt.co.jp/about/compliance.html
http://www.ntt.co.jp/about/compliance.html
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人権啓発の推進
私たちは、人権を尊重した豊かな人権文化を創造していく

ため、1999年7月に人権啓発基本方針を定め、人権啓発の
推進に取り組んでいます。あらゆる差別を許さない企業体質
の確立と人権啓発推進のために設置した「人権啓発推進委
員会」では、2014年に新たに制定されたNTTグループ人権
憲章も踏まえつつ、啓発活動報告や推進に向けた施策の検討
などを行っています。

■ 人権啓発基本方針

人権を尊重する企業体質の確立
私たちは、人権問題を重要な課題として位置づけ、あらゆる
差別を許さない企業体質を確立し、「明るく活力のある職場
づくり」の実現を目指しています。

NTTコミュニケーションズは、グローバルに展開する企業
として人権を尊重した豊かな人権文化を創造していくため、
同和問題をはじめ人権問題の解決を重要課題と位置づけ、
あらゆる差別を許さない企業体質の確立をめざし、日々
の事業活動を通じて人権・同和問題の解決に努めます。

→「NTTグループ人権憲章」の詳細は、こちらをご覧ください

人権啓発に向けた施策
近年、企業に対し、事業の特徴に即したきめ細かい人権尊
重の仕組みづくりを求める声が高まっています。NTTコミュ
ニケーションズグループは、グローバル ICTプロバイダーで
あり、多様な社員および派遣社員が共通するプロジェクト
業務に参画する実態を踏まえ、多様性を考慮した人権への
配慮を推進しています。

■ NTTコミュニケーションズグループの人権啓発推進体制

推進体制におけるそれぞれの役割
・ 人権啓発推進委員会：NTTコミュニケーションズグルー
プの取り組みの基本方針、活動計画、実施施策などを
策定

・ 人権啓発推進幹事会：人権啓発推進委員会で決定した
施策の具体的実行機関

・ 人権啓発室：人権啓発推進委員会および人権啓発推進
幹事会の事務局業務および全社的取り組みを展開

人権啓発推進委員会

人権啓発推進幹事会

人権啓発室

私たちは、すべての社員および派遣社員に対し、社員一人
ひとりの人権意識を醸成するため、｢人権啓発全社員研修｣
の受講を義務づけています。2016年度の研修では、一般的
な事例と共に実際に社内での相談事例紹介などを通じて
ハラスメントや異文化コミュニケーションの理解浸透を図り、
さらにはNTTグループの人権憲章やコミュニケーションズ
グループの人権啓発基本方針をあらためて読み込み、複数
ある相談窓口の周知徹底を図ることで、日々の業務の中で
常に人権意識が活かされるように進めています。
また、研修に加え、社員の一人ひとりが、人権について考え
る取り組みとして、人権とコンプライアンスに関する標語の
募集を毎年実施しています。

2016年度は、海外現地法人を含むグループ全社員、派遣
社員およびその家族10,735人から作品数20,908点の応募
がありました。
私たちは、こうした各種啓発施策を継続的に実施し、ハラ

スメントを許さない職場づくり、多様性を尊重し違いを受容
するダイバーシティの醸成を図り、さらなる「明るく活力ある
職場づくり」を推進していきます。

人権に関する相談窓口
NTTコミュニケーションズグループは、職場で発生した悩み

などを一人ひとりが抱えこまず相談できる窓口を社内外に設
ける一方、研修・メルマガなどを通じて社員・派遣社員へ同
窓口の認知度向上を促進しています。
なお、相談内容に関する守秘と、相談者の権利の保全は、
大前提として徹底しています。

人権の尊重

http://www.ntt.co.jp/csr/communication/team-ntt.html
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企業には、自らが人権侵害を行わないよう徹底することは
もちろん、提供するコンテンツに人権侵害を助長するような
要素がないか、または、提供サービスを担う取引先に人権
問題を起こしている当事者がいないかといった、「加担防止」
の視点に立った企業行動が、国際的に求められています。
この観点に立ち、現在、私たちは、例えば個人向けのWeb
コンテンツ等では暴力やポルノ的表現の抑止へと業界をあげ
て徹底する一方、サプライヤ選定においてもCSRに配慮した
調達に取り組んでいます。

→児童ポルノの防止に向けた取り組みは、こちらをご覧ください
また、外部団体への参画を通じた児童ポルノ対策については、報告書内「社会
への貢献」パートをご覧ください

コンテンツ・サービスを通じた人権配慮 リスクマネジメント

ビジネスリスクマネジメント
私たちは、会社運営に影響をおよぼすような大規模な

ビジネスリスクなどについて、適切に対応できる体制および
仕組みを整備するために「ビジネスリスクマネジメント推進
委員会」を設置しています。

2010年度に体制を再整備し、重要リスク25項目をリスク
定義書として選定し、監査を通じて重要リスクのマネジメント
状況を管理する仕組みとするとともに、リスク関連業務の
仕分けと効率化を行いました。その後、毎年継続して、各組織
に引き続きリスクの抽出、対応方針、対策の継続的検討・
見直しを依頼しつつ、取締役を含む各組織の長に組織の対策
状況の自己評価や、リスクの抽出漏れがないかを確認すると
ともに、各組織のリスク対策の実施状況につき業務監査を行っ
ています。また、同様の営みを国内主要グループ会社も展開
しており、グループ全体でリスクマネジメントの推進を行って
います。
実際に重大リスク事案が発生した場合には、事案に応じ、
社長または副社長を本部長とした「災害（故障）／リスク対策
本部」を設置し、リスクに関する正確な情報収集と適切な意思
決定を行える体制を構築します。

クライシスマネジメント
東日本大震災以降、大規模災害などの緊急時における「企業

の危機管理対応（クライシスマネジメント）」について、社会の
関心が高まっています。私たちは、通信を通じ社会のインフラ
を担う者としての使命を再認識し、有事対応のさらなる迅速化
を目指し管理体制を改善すると同時に、マニュアルの徹底、
訓練の実施などを通じ全部門への意識の浸透を図っています。
特に2013年度以来、「新型インフルエンザ等対策特別法」に
対応したパンデミックへの対応を想定した業務計画を定め、

計画にもとづいた、具体的なBCP（業務継続計画）の策定を進
めています。これ以外にも、「災害対策基本法」、「武力攻撃事
態等における国民の保護のための措置に関する法律」にもと
づき、指定公共機関としての役割を果たすため、それぞれ、
「防災業務計画」、「国民保護業務計画」を定め、公表しています。

内部統制
2006年5月に施行された新しい会社法および2015年

5月に施行された改正会社法に準じ、NTTグループ全体の
｢内部統制｣システムの整備に関する基本方針などをまとめ、
従っています。同時に、NTTコミュニケーションズグループ
の一員として、同システムに必要な措置を実施することを
取締役会で決議しています。2006年6月に成立した金融
商品取引法で要請されている財務報告に関わる内部統制に
ついても、強化・充実を図っています。

→  NTTコミュニケーションズの災害に対する取り組みの詳細は、こちらに掲載し
ています

http://www.ocn.ne.jp/info/announce/2011/04/21_1.html?_ga=2.90582362.1582685654.1509433276-864394619.1509433276
http://www.ocn.ne.jp/info/announce/2011/04/21_1.html?_ga=2.90582362.1582685654.1509433276-864394619.1509433276
http://www.ocn.ne.jp/info/announce/2011/04/21_1.html?_ga=2.90582362.1582685654.1509433276-864394619.1509433276
http://www.ntt.com/about-us/cs/saitai.html
http://www.ntt.com/about-us/cs/saitai.html
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■ 内部統制システムの整備に関する基本的な考え方

内部監査
NTTコミュニケーションズは、社内組織および海外を含む

グループ会社を対象とした、事業運営のグローバルシーム
レス化に対応し、ビジネスリスクに重点を置いた内部監査を、
法務監査部を中心に実施しています。監査を実施することに
より、各組織、各グループ会社のリスクの低減を図るとともに、

1. 当社は、内部統制システムの整備にあたり、法令の遵守、
損失の危機管理および適正かつ効率的な事業運営を
目的に、損失の未然防止、損失最小化に向けた各種対策
を講じる。

2. 上記の内部統制システムの整備および運用状況につ
いての有効性評価をモニタリングする組織として法務
考査部を設置し、監査の実施やグループとしてリスク
の高い共有項目については、日本電信電話株式会社
からの統一監査テーマを含めた監査を実施することに
より、有効性を評価したうえ、必要な改善を実施する。

3. 米国企業改革法および金融商品取引法にもとづく内部
報告にかかわる内部統制システムの信頼性確保につい
ても日本電信電話株式会社と連携し、適切に取り組み
を実施する。

4. 代表取締役社長は業務執行の最高責任者として、内部
統制システムの整備および運用について責任を持って
実施する。

5. 日本電信電話株式会社が定める「内部統制システムの
整備に関する基本方針」に従うとともに、当社として
必要な措置を講じる。

業務の改善提案を行い、NTTコミュニケーションズグループ
全体の内部統制の向上に取り組んでいます。
また、さまざまな取り組みの結果、「海外グループ会社の
監査およびCAAT*等の先駆的な監査手法に積極的に取り組
んでいること」などが評価され、内部監査の普及・発展に貢
献している企業・経営組織体に授与される「第31回日本内
部監査協会会長賞」を2017年9月に受賞しました。なお、
受賞賞金の一部は、NTTコミュニケーションズが社会貢献
の一環として行っている「社員の社会貢献活動表彰」にて評
価された家族と一緒に暮らせない子供たちを支援する団体へ
寄付しました。
*Computer Assisted Audit Techniquesの略。ビッグデータを活用した監査

■ 第31回日本内部監査協会会長賞 授賞式の様子
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基本方針
NTTコミュニケーションズは、自らに課している厳しいセキュ

リティ管理がお客さまのセキュリティ向上とベネフィットに
つながるという考えのもと、それを実現するために「NTT
コミュニケーションズ セキュリティ宣言」を策定し、業務を遂行
するうえでの基本的な方針としています。

■ NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣言

お客さまの大切な情報を守り、安心してご利用いただけるサービス
を提供するとともに、お客さまのセキュリティ向上に貢献すること
こそ、私たちのもっとも大切なミッションです。
私たちはセキュリティをサービス提供上の最重点事項と位置づけ、
お客さまにとって最良のセキュリティをお客さまと共に実現する
ことをお約束します。
そのために技術開発、サービス開発から構築及び運用に至る全て
のバリューチェーンにおいて、セキュリティの確保に最大限努力
いたします。
また、私たち一人ひとりがICTプロフェッショナルとして、セキュリティ
への対応能力を高めてまいります。

3つの決意
1. 私たちはセキュリティをサービス提供上の最重点事項と位置づけ、
お客さまのセキュリティ向上に全力を尽くします。

2.私たちはお客さまの大切な情報をお預かりするICTソリューション
パートナーとして、お客さまのセキュリティ実現にお客さまと共に
常に努めます。

3. ビジネスパートナーや契約社員もNTTコミュニケーションズを
支える大切なパートナーです。私たちは全員一丸となって自らの
セキュリティ確保に取り組みます。

→「NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣言」「情報保護方針」は、こちらに
掲載しています

お客さま情報・個人情報保護の推進
私たちは、お客さま個人情報保護に関して法令・総務省

ガイドラインなどに沿った厳格な運用を行っています。また、
お客さま個人情報を取り扱う業務を委託する場合には、その
委託先企業の選定にあたりお客さま情報の取扱に関して十分
な水準を満たす企業を選定しております。また、2002年より
法人営業部門、保守部門等を対象として、ISMS適合性評価
制度*1の認証を受けるとともに、2004年よりプライバシーマー
ク*2を取得しております。今後ともお客さまが安心して私た
ちのサービスをご利用いただけるよう、お客さま情報・個人
情報の推進に取り組んでまいります。

*1 情報セキュリティマネジメントシステムがJIS Q 27001（ ISO/IEC 27001）に適合して
いるか審査し登録する制度

*2 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が、日本工業規格「JIS Q 15001個人情報
保護マネジメントシステム̶要求事項」に適合して、個人情報について適切な保護措置
を講ずる体制を整備している事業者として認定した事業者に付与し使用を許諾する登録
商標

職場での啓発・研修の徹底
私たちは、「情報セキュリティの確保」を、CSR活動領域

「経営基盤（ガバナンス）」の主要テーマと位置づけ、CSR指標
へと定めて継続的に取り組みを続けてきました。その内容は
情報取扱プロセスの安全性強化や ISMSの取得および維持、
セキュリティ調査など多岐にわたります。職場への意識啓発は
ICT企業の極めて重要な責任と位置づけ、各種研修を行うな
ど積極的に取り組んでいます。
安心・安全なネットワーク社会を担う存在として、海外の

グループ企業も含め、引き続き取り組みを加速していきます。

→「プライバシーポリシー」の詳細は、こちらに掲載しています

■ 情報セキュリティ研修　受講者の内訳
（名）

研修の種類 2016年度実績

情報セキュリティ研修（総数） 15,753

全社セキュリティ研修／理解度測定 15,635

セキュリティマネジメント実施責任者・担当者研修 118

情報セキュリティマネジメント体制
私たちは、情報セキュリティマネジメントの国際規格“ ISO/

IEC27001”にもとづき、情報セキュリティのマネジメントと
管理策に関する国内外共通の目標レベルを設定しています。
定期的なモニタリングおよび是正措置を中心としたレベル
向上を図る継続的マネジメント活動により、グループの情報
セキュリティガバナンスを強化しています。
具体的には、CSO（Chief Security Officer：情報セキュリティ

担当役員）のもと、
1. 規程や標準の制定と全社員への教育啓発
2. 全社の情報セキュリティ対策の策定と実装
3. 情報セキュリティ規程の遵守状況のモニタリングと是正
4. 情報セキュリティ事故への一元的な対応
などを実施しています。2016年度に実施した主な取り組
みとして、ソフトウェア脆弱性への対応や、統合リスクマネジ
メントサービス「WideAngle」の全社 ITシステムへの適用を
継続的に実施してセキュリティリスク低減策を講じるとともに、
脆弱性判定情報の配信プラットフォーム（ ISMP）を利用した
全社 ITシステムの一元管理による、インシデント発生時の対応
プロセスの整備など、情報セキュリティ部（NTT Com-SIRT）
を中心に取り組みを実施し、セキュリティリスクマネジメント
レベルの向上を図りました。

自社における情報セキュリティ

http://www.ntt.com/about-us/we-are-innovative/obp/support-obp.html
http://www.ntt.com/about-us/we-are-innovative/obp/support-obp.html
http://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
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■ セキュリティマネジメント体制図

社長（幹部会議）

CSO情報セキュリティ担当役員

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
会
議

情報セキュリティ部

セキュリティ専門委員会

○○部

組織の長

セキュリティマネジメント実施責任者

セキュリティマネジメント実施担当者（正・副）

お客さま情報管理責任者 補助者

社員情報管理責任者 補助者

パートナー社員情報管理責任者

その他会社情報管理責任者 補助者

補助者

○○部門

セキュリティ（システム）管理者 担当者

セキュリティ（パートナー）管理者 担当者

セキュリティ（エリア）管理者 担当者

セキュリティ（ビル）管理者 担当者

セキュリティ（張り出し情報資産設置環境）管理者 担当者

＊委員会メンバーについては検討中

情報セキュリティ専門グループ
法務、システム、経営企画、総務、ヒューマンリソース

第三者評価・認証など
私たちは、情報セキュリティマネジメントに関する外部認証

である「 ISMS適合性評価制度」の認証を2017年3月時点で
21社（国内グループ会社8社、海外グループ会社13社）で
取得しています。
個人情報の適切な保護体制を整備している事業者としての

「プライバシーマーク」の認定については、主にお客さまの
個人情報を取り扱う7社が認定を受けています。
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